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市の花「つつじ」
市内に広く植えられており、春の開花期に一斉に咲きそろう様
子は、春爛漫の浜田の景色を印象づけるものとなっています。
種類も多く、栽培、普及が容易であることからも多くの市民に
親しまれています。

市の木「さくら」
市内各所で多数植栽されているとともに、山々には野生種も点
在し、花の時期にはそれぞれに風情のある姿で多くの市民の目
を楽しませています。三隅町内数ヶ所に、町内外の多くの人々
に愛される「一本桜」の大樹が存在していることも特徴的です。

市の魚「のどぐろ」
古くから地域で親しまれているとともに、近年は「どんちっち
三魚」の一つとしてブランド化され、浜田を代表する魚として
全国的な知名度も上がっています。市民にとっても、「味のよさ」
と「高級感」から人気の高い魚です。

市の花・木・魚 （平成 21年 10月 1日制定）

浜田市

基本構想　　　平成２８年度～平成３７年度
前期基本計画　平成２８年度～平成３３年度
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前期基本計画　平成２８年度～平成３３年度

第 2次
浜田市総合振興計画

【表紙・裏表紙の写真】　浜田市の風景
●表紙上部（左から）……三隅自治区のつつじ
　　　　　　　　　　　旭自治区の棚田
●裏表紙上部（左から）…金城自治区の大杉
　　　　　　　　　　　弥栄自治区の雪景色
●表紙・裏表紙下部……浜田漁港・浜田港付近

景観百選（山陰線折居付近）



住みたい 住んでよかった
魅力いっぱい 元気な浜田

　本市は、平成17年10月の市町村合併後、平成18年度に平成27年度までの10年間を計画期間とした「浜
田市総合振興計画」を策定し、様々な施策を展開してまいりました。
　この間、浜田医療センターの開設、浜田駅周辺の整備、島根あさひ社会復帰促進センター、中央図書館、
統合小学校施設、学校給食センターなどをはじめとした基盤整備を行ってまいりました。
　また、当面10年間として導入した「浜田那賀方式自治区」制度は、「地域の個性を活かしたまちづくり」の
考えのもとで、各自治区の地域振興に取り組んできたところであり、この制度は、多くの市民の皆さんか
らご意見やご要望を伺って議論を重ね、平成32年3月まで延長することとしました。
　こうした中、本市は、昨年10月に合併10周年という節目を迎え、また、第１次総合振興計画が平成27
年度までの期間となっていることから、このたび、平成28年度からの「第２次浜田市総合振興計画」（基本
構想、前期基本計画）を策定しました。
　本計画の策定にあたりましては、浜田市総合振興計画審議会委員の皆様をはじめ、元気な浜田づくり市
民委員会や地域協議会委員の皆様、この他、多くの皆様に関わっていただき、ご意見を賜りましたこと、
厚く御礼申し上げます。
　今後の10年間におきましては、人口減少の抑制と財政健全化の維持に努めながら、引き続き市民の皆さ
んと一緒になって、“元気な浜田づくり”に全力を尽くしてまいりますので、更なるご理解とご支援を賜り
ますよう、よろしくお願い申し上げます。

平成28年３月　

～ 豊かな自然、温かい人情、人の絆を大切にするまち ～

浜田市長　久保田　章市

ごあいさつ
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ごあいさつ（浜田市長）
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基本構想

基本計画

実施計画

基本構想

市長任期

H29
（2017）

H28
（2016）

H30
（2018）

H31
（2019）

H32
（2020）

H33
（2021）

H34
（2022）

H35
（2023）

H36
（2024）

H37
（2025）

基本計画

実施計画

年度
計画

将来像の目標年次（10年後）

前期基本計画（6年） 後期基本計画（4年）
※以降は4年で推移

実施計画 (3年)毎年ローリング

序　論第1章

　総合振興計画は、長期的な視点から浜田市の将来像を定め、その実現に向けて計画的な行政運営を行
うため、まちづくりの方向性等を総合的、体系的にまとめた計画です。
　この計画は、本市の最上位の計画として市政運営の最も基本となる指針であり、市民と行政の共通の
目標となります。
　このたび、第１次総合振興計画（平成18年度～平成27年度）の終了に伴い、平成28年度を初年度とす
る第２次総合振興計画を策定しました。

　総合振興計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成します。

総合振興計画策定の趣旨

計画の構成と期間

　本市が目指す将来像と、それを実現するためのまちづくりの大綱、基本指標等を示すもので、　目標
年度は、10年後の平成37年度とします。
　　〔期間〕　平成28年度～平成37年度（10年間）

　基本構想に示す将来像を実現するため、まちづくりの大綱に基づき、
具体的な施策展開の方向や施策の目標を示します。
　　〔期間〕　前期　平成28年度～平成33年度（6年間）
　　　　　　後期　平成34年度～平成37年度（4年間）

　基本計画に示した施策の方向に沿って具体的な事業を示します。
　　〔期間〕　3年間（毎年見直し）

■計画期間のイメージ

基本構想

基本計画

実施計画
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第
１
章

序
　
　
論浜田市を取り巻く情勢の変化

①　日本の人口と高齢化率
　日本の総人口は、戦後から増加し、昭和42年（1967年）には初めて１億人を超えましたが、平成20
年（2008年）の１億2,808万人をピークに減少に転じました。
　この間、第２次ベビーブーム期（1971年～1974年）以降の出生数の減少傾向により、年少人口（０
歳～14歳）は減少し、死亡状況の改善により老年人口（65歳以上）は増加しており、平成９年（1997年）
以降は老年人口が年少人口を上回っています。
　また、生産年齢人口（15歳～64歳）は、平成７年（1995年）をピークに減少しています。
　今後も人口減少は進み、平成72年（2060年）には、総人口8,674万人、高齢化率39.9％になると推
計されています。

②　島根県の人口と高齢化率
　島根県の総人口は、近年の国勢調
査においては、昭和60年（1985年）
の79万５千人をピークとし、その後
は年少人口（０歳～14歳）と生産年齢
人口（15歳～64歳）の減少と老年人
口（65歳以上）の増加により、少子高
齢化と人口減少が進んでいます。平
成22年（2010年）には、高齢化率が
29.1％に達しています。
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資料　2010年までは「我が国の推計人口（大正９年～平成12年）」、「長期時系列データ（平成12年～22年）」
　　　2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（平成24年１月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）

⑴　少子高齢化と人口減少の進行

日本の人口と高齢化率の推移

島根県の人口と高齢化率の推移

（※国勢調査）



第１章 序　　論

4

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

S50
（1975）

（人）

（年）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

5,328

33,415

11,570

10.6%

12,431

25,820

5,501

28.3%

0

20,000

40,000

60,000

0%

10%

20%

30%

40%

50%
50,316

43,90545,91047,18748,51549,13551,07150,799

（人）

（年）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

781

3,438

998

15.0% 1,576

2,510

525

34.1%

0 0%

10%

20%

30%

40%

50%

5,217
4,6224,9765,2165,5085,6665,8005,329

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
（人）

（年）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

785

2,854

697

18.1%

1,287

3,281

320

26.3%

43.4%

0 0%

10%

20%

30%

40%

50%

4,336

4,888

2,9783,1983,3543,8403,954
4,058

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（人）

（年）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

442

1,476

457

18.6%
683

670
140

45.7%

0 0%

10%

20%

30%

40%

50%

2,375

1,4941,612
1,7891,8451,869

2,0752,179

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
（人）

（年）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

1,623

6,425

1,961

16.2%

2,473

3,662

658

36.3%
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金城自治区

弥栄自治区
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③　浜田市の人口と高齢化率
【本市の現状】　（※グラフの総人口は年齢不詳を含む。国勢調査）
　本市の総人口は、近年の国勢調査においては、昭和60年（1985年）の72,529人をピークとし、そ
の後は年少人口（０歳～14歳）と生産年齢人口（15歳～64歳）の減少により、人口減少が続いています。
　また、高齢化率も急激に伸びており、平成22年（2010年）には29.9％になっています。

【自治区別の状況】
　浜田自治区以外では、人口減少率と高齢化率
の伸びが大きく、特に弥栄自治区では顕著な状
況となっています。
　なお、旭自治区における平成22年（2010年）
の人口増加と高齢化率の減少は、島根あさひ社
会復帰促進センター開所の影響が顕著に表れた
ものです。

S50
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S55
(1980)
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H2
(1990)

H7
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H17
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H22
(2010)
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0歳～14歳 15歳～64歳 65歳以上 高齢化率

72,253
8,959

47,608

15,683

12.4%

61,71363,04665,46368,10369,411
72,52972,130

18,450

35,943

7,144

29.9%

浜田市の人口と高齢化率の推移

（※グラフの総人口は年齢不詳を含む。
  国勢調査）
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社会動態の推移

自然動態の推移

【本市の人口動態の推移】
◎社会動態（転入、転出）
　転入数と転出数は、人口減少に伴って減少傾向にあります。
　平成２年（1990年）には社会減が最大の684人となり、平成７年（1995年）には一時的に社会増と　
なりましたが、その後は再び社会減に転じ、近年は社会減が大きくなる傾向にあります。

◎自然動態（出生、死亡）
　出生数は、戦後から減少が続いており、昭和30年（1955年）の３分の１以下にまで減少しています。
　死亡数は、平成２年（1990年）まで減少傾向にありましたが、その後は増加に転じています。
　自然動態は、平成２年（1990年）から平成７年（1995年）までの間で、死亡数が出生数を上回り、今
後も自然減が大きくなる傾向にあります。

算出期間は前年10月～９月　（※島根県統計書及び年報）

算出期間は1月～12月　（※島根県統計書及び月報）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

H26
（2014）

増減 転出転入（人）

（年）
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1,000
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5,000

△5,000

△4,000
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△2,000

△1,000

4,078
3,570 3,454
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3,411 3,201

2,835

2,014 1,905

△4,291 △4,051 △3,912 △3,768
△3,295 △3,246 △2,970

△2,242 △2,237

△213 △481 △458 △684 116 △45 △135 △228 △332

増減 死亡出生（人）

（年）

0

500

△500

△1,000

△1,500

1,000

1,500

2,000
1,595 1,517

1,234
991 992 892

782 685 574 507 450 465 423

△886 △979 △880
△713 △713 △728 △675 △617 △749 △736

△847 △802 △868

S50
（1975）

S45
（1970）

S40
（1965）

S35
（1960）

S30
（1955）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

H26
（2014）

709
538

354 278 279
164 107 68 △175 △229 △397 △337 △445
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【本市の人口構成の推移】
　総人口における老年人口
（65歳以上）の構成割合が増
加しており、それを支える
生産年齢人口（15歳～64歳）
が減少しています。
　その中でも、20歳～39歳
の、子どもを産み育てる若
い世代が少なくなっていま
す。

　平成22年（2010年）の構
成を見ると、19歳までの世
代が更に少なくなっており、
この世代が20年後には20歳
～39歳になることから、さ
らに子どもを産み育てる世
代の人口減少が予測されま
す。

91,495人
（年齢不詳含む） 7,011人

 （7.7％）

20,915人 
（22.9％）

26,369人 
（28.8％）

37,200人
（40.7％）

不詳
100～

95～99
90～94
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14

5～9
0～4

昭和30年
（1955年）
男　45,552 人 女　45,943 人

2,0004,0006,000

64

39

20

（歳）

0 2,000 4,000 6,000

72,529人
（年齢不詳含む）

11,262人 
（15.5％） 

25,336人 
（34.9％）

17,458人 
（24.1％）

18,473人
 （25.5％）

不詳
100～

95～99
90～94
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
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20～24
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（歳）

0 2,000 4,000 6,000

　61,713人
 （年齢不詳含む） 18,450人

（30.0％）

20,891人
（33.9％）

12,401人
（20.2％）

　9,795人
（15.9％）

不詳
100～
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平成22年
（2010年）
男　30,266 人 女　31,447 人

2,0004,0006,000

64

39

20

（歳）

0 2,000 4,000 6,000

人口構成の推移
　（※国勢調査）
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⑵　社会経済情勢の変化

⑶　地方分権の進展

⑷　地方創生の動き

　日本経済は、平成20年秋のリーマンショック、平成23年春の東日本大震災という２つの大きな危機
に直面し、不安定な情勢にありました。現在は景気回復傾向にあるものの、都市部と地方で格差が生じ
ています。
　本市においても、企業活動や個人消費は持ち直しの動きは見られるものの依然として厳しい状況にあ
り、法人市民税や固定資産税の税収は減少しています。

　従来から続いてきた中央集権型社会は、平成12年４月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整
備等に関する法律」（「地方分権一括法」）が施行されて以降、市町村への権限移譲の動きが活発化する等、
地方分権改革が推進されてきました。

　我が国は、平成20年をピークに人口減少に転じ、政府においては、本格的な人口減少問題に取り組み、
平成26年11月に成立した「まち・ひと・しごと創生法」に基づいて「長期ビジョン」と「総合戦略」を閣議
決定しました。
　これを受けて、東京一極集中から地方への人の動きが促進されることとなり、各市町村においても地
方版の人口ビジョンと総合戦略を策定する等、地方創生の動きが展開されつつあります。

石破地方創生担当大臣の来訪



第１章 序　　論

8

⑸　ライフスタイルの多様化

⑹　小規模高齢化集落の増加による新たな地域づくりの動き

　ＩＣＴ※等、情報化の進展等により、働き方や住まい方、学び方といった市民のライフスタイル※は多
様化し、仕事と生活の調和を重視するワークライフバランスの考え方も広まっています。
　このため、多様な価値観や個性を尊重し共生することのできる地域づくりを進める必要があります。

　全国の過疎地域の集落では、暮らしを続けていくことが危ぶまれる小規模高齢化集落の増加が懸念さ
れており、地域の再生を目指す新たな取り組みとして、暮らしの安心と希望をつなぐ「小さな拠点」づく
りが始まっています。
　「小さな拠点」は、各種生活サービスや地域活動をつなぎ、各集落との交通手段が確保され、地域の暮
らしの安心を守る「心の大きな拠り所」であり、地域の未来への展望を拓く「希望の拠点」となることが期
待されます。

※ＩＣＴ　　　　　コンピュータやネットワーク等の、情報や通信に関する技術の総称。ＩＴにコミュニケーション
　　　　　　　　　（Communication）の要素を明示した呼び名。
※ライフスタイル　生活様式や営み方、また、人生観、価値観・習慣などを含めた個人の生き方。

用
語
解
説
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基 本 構 想

１　基本方針
　浜田市のまちづくりを進めるに当たり、次の3つの基本方針を設定します。

浜田らしい
魅力あるまちづくり

協働による持続
可能なまちづくり

近隣自治体と
連携し、県西部の
発展をリードする

まちづくり

独自性 実行性

共感性 持続性

発展性

豊かな自然と温かい人情を誇りに、
多彩な地域資源や地域の個性を

活かし、浜田らしい魅力を
創造するまちづくりを

進めます。

市民、事業者、行政の全ての主体が
お互いの立場に応じた役割分担のもと、

多様な場面で協働し、
将来にわたって持続可能な

まちづくりを進めます。

島根県西部の広域的な発展をリードする
中核都市として、近隣自治体等と

連携したまちづくりを
進めます。

1

2 3

第2章
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２　将来像
　浜田市が目指す将来像を次のとおりとします。

　市民の皆さんが、将来にわたって浜田市に「住みたい、住んでよかった」と思う
ことができ、本市の多彩な地域資源を最大限に発揮できる魅力いっぱいの元気な
浜田市を目指します。
　また、本市の美しく豊かな自然と、市民の温かい人情、そして人の絆を大切に
するまちを目指します。

住みたい 住んでよかった
魅力いっぱい 元気な浜田

～ 豊かな自然、温かい人情、人の絆を大切にするまち ～

３　基本構想の期間
　基本構想の期間は、平成28年度（2016年度）を初年度として、平成37年度（2025年度）を目標年度とす
る10年間とします。

将来像に込めた思い
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４　まちづくりの大綱
　将来像を実現するために、次の７つの「まちづくりの大綱」を掲げ、積極的に推進します。

ま
ち
づ
く
り
の

大
綱

　農林水産業や商工業等の既存産業と観
光とのネットワーク※化を進め、活力の
ある産業を創造するまちを目指します。

活力のある産業を育て
雇用をつくるまち

【産業経済部門】

Ⅰ

　自ら学び高めあう学習活動を推進し、
郷土に誇りを持った次世代を担う人を
育むまちを目指します。

夢を持ち郷土を
愛する人を育むまち

【教育文化部門】

Ⅲ

　保健・医療・福祉サービスが充実し、
誰もが安心して生活できる環境を備え
た健康でいきいきと暮らせるまちを目
指します。

健康でいきいきと
暮らせるまち

【健康福祉部門】

Ⅱ

　豊かな自然や美しい景観を引き継ぐ
ため、適切なリサイクル推進に努める
とともに、自然エネルギーの活用を推
進するまちを目指します。

自然環境を
守り活かすまち

【環境部門】

Ⅳ

※ネットワーク　網の目のような組織。通信網、道路網、情報網。
※ＮＰＯ　　　　非営利組織。政府や民間企業とは独立した存在として、市民・民間の支援のもとで社会的な公的活動　　
　　　　　　　　を行う組織・団体。 

用
語
解
説

　生活の基盤となる道路や鉄道、港湾
等の交通基盤を充実するとともに、情
報通信基盤を整備し、快適に暮らせる
まちを目指します。

　市民や地域団体、企業、ＮＰＯ※、行
政が協働し、地域課題の解決や新たな
取り組みを進め、持続可能なまちを目
指します。

生活基盤が整った
快適に暮らせるまち

【生活基盤部門】

協働による
持続可能なまち

【地域振興部門】

Ⅴ

Ⅶ

　市民と行政が協働で、地域の防災や
防犯活動を推進し、安全で安心して暮
らせるまちを目指します。

安全で安心して
暮らせるまち

【防災・防犯・消防部門】

Ⅵ
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５　基本指標
　10年後の基本指標を次のとおり設定します。

基本指標 現　状 平成 37 年度
（目標・推計値）

人　　　口　（国勢調査）
（平成27年推計値）

58,367人 52,000 人 

出　生　数　（住民基本台帳）
（平成26年度実績値）

年間 442 人 年間 400 人 

社会増減数　（住民基本台帳）
（平成26年度実績値）
年間 △ 319 人 年間 △ 200 人 

H22
（2010）

H23
（2011）

H24
（2012）

H25
（2013）

H26
（2014）

出 生 数 452 453 439 415 442

社会増減数 △ 91 △ 200 △ 204 △ 282 △ 319

※「出生数」と「社会増減数」は、年度（４月～翌年３月）の住民基本台帳による。

浜田市推計値 社人研準拠値（参考）

10年間

61,713
58,367

44,738
40,685

37,619

58,244

51,379

41,288

34,957
29,332

52,154

H22
（2010）

H27
（2015）

H32
（2020）

H37
（2025）

H42
（2030）

H47
（2035）

H52
（2040）

H57
（2045）

H62
（2050）

H67
（2055）

H72
（2060）（年）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
（人）

※「社人研準拠値」は、国立社会保障・人口問題研究所に準拠した人口推計値による。

（単位：人）■浜田市の出生数・社会増減数推移

浜田市の人口推計　（平成 27年以降は平成 22年までの国勢調査に基づく推計値）
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６　土地利用構想

⑴　土地利用の基本方針

⑵　土地利用の方向性

　各地域の魅力や特性を活かして次の４つのゾーン※を設定し、将来像の実現に向けて効率的で効果的
な土地利用の推進に努めます。
　　①　経済・文化交流都市ゾーン　　　②　水産資源保全・活用ゾーン
　　③　ふるさと交流・定住ゾーン　　　④　森林資源保全・活用ゾーン
　また、各ゾーンにおける特性や地理的条件を踏まえて整備拠点エリアを設定し、各ゾーンを結んだ広
域的ネットワーク化により、海辺部と農村部、山間地域の連携強化を図りながら、魅力あふれる一体的
なまちづくりに努めます。

　
①　経済・文化交流都市ゾーン
　浜田自治区の市街地を経済機能と学習・学術文
化に関する交流機能等が集積し、本市の中核拠点
にふさわしい都市基盤を備えた「経済・文化交流
都市ゾーン」として整備します。

③　ふるさと交流・定住ゾーン
　浜田自治区の郊外と金城・旭・弥栄・三隅自治
区を美しい農村環境と生活基盤が充実し、都市と
の交流が促進される便利で快適な定住機能を持つ
「ふるさと交流・定住ゾーン」として整備します。

②　水産資源保全・活用ゾーン
　日本海に面した海岸地域と水産資源を有効に活
用し、生産性の高い漁業振興と多彩な交流機能の
充実を図る「水産資源保全・活用ゾーン」として整
備します。

④　森林資源保全・活用ゾーン
　中国山地に広がる山林地帯を自然環境保全、レ
クリエーション、水源かん養、新たな資源活用等、
豊かな森林の保全と多面的な活用を図る「森林資
源保全・活用ゾーン」として整備します。

旭自治区

金城
自治区

弥栄自治区三隅自治区

浜田自治区

経済・文化交流都市ゾーン

水産資源保全・活用ゾーン

森林資源
保全・活用ゾーン

ふるさと交流・定住ゾーン

※ゾーン　地域、区域、範囲。
用
語
解
説

■土地利用のイメージ
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前期基本計画

前期基本計画の概要第１節

第3章

⑴　計画の期間

⑵　計画の性格

⑶　計画の考え方

　前期基本計画は、平成28年度（2016年度）から平成33年度（2021年度）までの６年間とします。

　前期基本計画は、基本構想に示す「将来像」の実現と「基本指標」を達成するため、７つの「まちづくり
の大綱」に基づき、具体的な施策展開の方向である「基本方針」や主要施策を示すものです。
　また、本市の重点課題である人口減少対策に取り組むため、「人口減少対策プロジェクト」を示すとと
もに、まちづくりの大綱に基づく「部門別計画」と、「自治区別計画」を示します。

　前期基本計画の推進に向けて、次の４つの考え方を基本とします。

①　地域の個性を活かしたまちづくりと住民自治の推進　
　平成17年10月の市町村合併時に導入した「浜田那賀方式自治区」制度は、平成28年４月から自治区
長の処遇等を見直して平成31年度（平成32年３月）まで延長しました。
　その後も、各地域が永続的に発展するためには、地域の個性を活かしながら、地域の皆さんと行政
が一体となった取り組みを進めることが重要です。
　このため、前期基本計画は、地域の個性を活かしたまちづくりを推進するとともに、住民自治の新
たな仕組みづくりを進めるための計画とします。

②　協働のまちづくりの推進
　市民や地域団体、企業、ＮＰＯ、行政がパートナーとして手を取り合い、協働のまちづくりを推進
するためには、それぞれの主体が「協働」の意味と必要性について十分に理解し、その基本となる方針
を定めた上で、協働のまちづくりの推進に向けた仕組みづくりが必要です。
　このため、前期基本計画は、より効率的かつ効果的に各施策が実施できるよう、本市の協働のまち
づくりを推進するための基本となる計画とします。

③　主要施策等の明確化
　前期基本計画は、基本構想に掲げる７つの「まちづくりの大綱」に基づく施策大綱を進めるため、「現
状と課題」、「基本方針」、「主要施策」を示し、より具体的で実効性のある計画とします。
　また、各主要施策に分かりやすい目標を設定することにより、その目標値に対する各年度の進捗状
況が客観的に評価できるようにします。
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第２次 浜田市総合振興計画

浜田市まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

人口減少対策の施策・取り組み
〔基本目標・具体的な施策〕

前期基本計画の概要 ④　浜田市総合戦略との連動
　前期基本計画では「人口減少対策プロジェクト」を掲げており、「まち・ひと・しごと創生法」に基づ
く「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」と連動しながら、各施策を推進します。

　　　　　　　　　 　■イメージ

【基本構想】平成28年度～平成37年度（10年間）
【基本計画】前期６年、後期４年

平成27年度～平成31年度（５年間）

人口減少対策の施策・
取り組みを抽出

Ⅰ　産業経済部門

Ⅱ　健康福祉部門

Ⅲ　教育文化部門

Ⅳ　環境部門

Ⅴ　生活基盤部門

Ⅵ　防災・防犯・消防部門

Ⅶ　地域振興部門
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将来像 まちづくりの大綱

Ⅰ活力のある産業を育て
雇用をつくるまち　　

【産業経済部門】

Ⅱ健康でいきいきと　
暮らせるまち

【健康福祉部門】

Ⅲ夢を持ち郷土を
愛する人を育むまち

【教育文化部門】

Ⅴ生活基盤が整った
快適に暮らせるまち

【生活基盤部門】

Ⅵ安全で安心して
暮らせるまち

【防災・防犯・消防部門】

Ⅶ協働による
持続可能なまち

【地域振興部門】

Ⅳ自然環境を守り
活かすまち
【環境部門】

施策大綱

住
み
た
い 

住
ん
で
よ
か
っ
た 
魅
力
い
っ
ぱ
い 

元
気
な
浜
田

1　水産業の振興
2　農林業の振興
3　商工業の振興
4　国際貿易港浜田港など港湾を活用した産業振興
5　観光・交流の推進
6　企業立地による雇用の推進

1　医療体制の充実
2　健康づくりの推進
3　子どもを安心して産み育てる環境づくり
4　高齢者福祉の充実
5　障がい者福祉の充実
6　地域福祉の推進

1　学校教育の充実
2　家庭教育支援の推進
3　社会教育の推進
4　生涯スポーツの振興
5　歴史・文化の伝承と創造

1　特性を活かした景観形成の推進
2　環境保全と快適な住環境づくりの推進
3　地球温暖化対策の推進
4　循環型社会の構築

1　道路網の整備
2　公共交通の充実
3　地域情報化の推進
4　充実した都市基盤の整備
5　快適な生活基盤の整備

1　災害に強いまちづくりの推進
2　地域防犯力の強化・交通安全対策の推進
3　消防・救急体制の充実

1　地域コミュニティの形成
2　人がつながる定住環境づくりの推進
3　大学等高等教育機関と連携した地域づくり
4　人権を尊重するまちづくりの推進
5　男女共同参画社会の推進

まちづくりの展開第２節

⑴　部門別施策体系
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まちづくりの展開

人口減少対策プロジェクト
重点項目 基本目標と施策

1雇用の確保 基本目標❶
産業振興と企業立地による雇用の創出
施策１  水産業の振興 ……………………………… P22参照
施策２  農林業の振興 ……………………………… P26参照
施策３  商工業の振興……………………………… P30参照
施策４  国際貿易港浜田港など港湾を活用した産業振興
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　… P34参照
施策５  観光・交流の推進 ………………………… P37参照
施策６  企業立地による雇用の推進……………… P41参照

・雇用の場を増やす
・転出者を減らす

2少子化対策 基本目標❷
子どもを安心して産み育てる環境づくり
施策１  健やかな育ちに向けた支援……………… P53参照
施策２  ゆとりある子育てへの支援……………… P53参照
施策３  安心・安全な子育て環境の整備………… P54参照

・出生数を減らさない

3定住・移住の促進 基本目標❸
Ｕ・Ｉターンや定住の促進とふるさと郷育の推進
施策１  人がつながる定住環境づくりの推進……P119参照
施策２  ふるさと郷育の推進………………………  P70参照

・Ｕターン者を増やす
・Ｉターン者を増やす

4地域づくりの推進 基本目標❹
地域の特性を活かした安心して暮らせるはまだづくり
施策１  地域コミュニティの形成 …………………P116参照
施策２  大学等高等教育機関と連携した地域づくり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　… P122参照
施策３  公共交通の充実……………………………  P93参照
施策４  公民館における人材育成と拠点整備…… P71参照

・安心して暮らせる地域を
　つくり転出者を減らす

※具体的な取り組みは、浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略においても示します。

⑵　人口減少対策プロジェクト

　本市の最も大きな課題である人口減少対策に取り組むため、「人口減少対策プロジェクト」を設定し、
人口減少の抑制に向けて、庁内の横断的な体制で次の重点項目に取り組みます。
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3

●　子どもや子育て家庭を取り巻く環境は、少子化や核家族化、晩婚化、未婚化の進行に加え、地域の連
帯意識の希薄化、女性就業者の増加や就労形態の多様化、保育需要の多様化等、様々な要因により大き
く変化しています。

●　子どもが健やかに育つためには、子育て家庭の仕事と家庭生活の両立、新しいニーズに対応した子育
て支援のほか、地域全体での子育てや安心・安全なまちづくりの推進が必要です。

●　また、多子世帯を中心にした子育て家庭の経済的な負担の軽減やひとり親世帯に対する支援が求めら
れています。

現状と課題

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

子どもを安心して
産み育てる環境づくり

●　妊娠期を含めた子どもが健やかに育つ環境を整備し、保護者が喜びを感じられるようなゆとりのある
子育てを支援するとともに、子育て家庭を地域のみんなで支える取り組みを推進します。

基本方針

０歳～17歳人口の推移

認定こども園あさひ子ども園

H22 H23 H24 H25 H26 H27（年度）

（人）
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

0歳～5歳合計 6歳～11歳合計 12歳～17歳合計

3,257

2,885

2,774

3,139

2,915

2,739

3,019

2,874

2,735

2,951

2,841

2,701

2,919

2,760

2,632

2,829

8,916 8,793 8,628 8,493 8,311 8,146

2,700

2,617
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3子どもを安心して
産み育てる環境づくり1 医療体制の充実 2 健康づくりの推進 5 障がい者福祉の充実 6 地域福祉の推進4 高齢者福祉の充実
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Ⅱ 

健
康
福
祉
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

子育て世代包括支援センター
（仮称）の施設数の増加

平成26年度 平成33年度 全ての妊産婦の状況を継続的に把握
し、妊娠期から育児期までの総合的相
談や支援をワンストップで行う子育
て世代包括支援センター（仮称）の数

0か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

認可保育所定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

認可保育所の定員数1,895人 1,955人

放課後児童クラブ定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

放課後児童クラブの定員数790人 850人

主要施策

“子どもの育ち”に視点を向け、健やかに成長することができ、周囲との関わりあいの中で豊か
な人間性を育んでいくための遊びや教育の場づくりを推進します。
また、母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、妊娠期から出産、産後、

育児まで切れ目のない支援体制を整備します。

“子育て家庭”に視点を向け、保護者がゆとりをもって子どもと向き合うことができるよう、島
根県が進める子育て支援施策と連携し、多子世帯を中心に子育て家庭の経済的な負担の軽減やひ
とり親世帯への支援を充実し、地域と身近に関わりながら子育てのできる体制を推進します。
また、保育所や放課後児童クラブの施設整備を進めるとともに、保育士の確保や放課後児童ク

ラブ支援員の研修育成に努めることにより、保育の質の向上を図り、子育てしながら働けるより
よい環境づくりに取り組みます。

■安心お産応援事業
■乳幼児等健康診査事業
■子育て世代包括支援センター（仮称）事業

■保育所入所受入促進事業
■第３子以降保育料軽減事業
■保育士修学資金貸付事業
■児童医療費助成事業

健やかな育ちに向けた支援

ゆとりある子育てへの支援

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

第３章 第３節前期基本計画 部門別計画

20

部門別計画　～一体的なまちづくり～第３節

部門別計画の見方

現状と課題を示しています。
必要に応じて統計データ等を
掲載しています。

現状と課題を踏まえ、今後の基
本的な方向性を示しています。

「現状と課題」、「基本方針」を踏まえ、具体
的な施策や主な事業、取り組みを示すとと
もに、施策に応じて目標を掲載しています。
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活
力
の
あ
る
産
業
を
育
て
雇
用
を
つ
く
る
ま
ち

活
力
の
あ
る
産
業
を
育
て
雇
用
を
つ
く
る
ま
ち

ⅠⅠ
　農林水産業や商工業等の既存産業と観光とのネットワーク化を
進め、活力のある産業を創造するまちを目指します。

１　水産業の振興１　水産業の振興
1　地元漁船の存続
2　担い手確保対策
3　浜田漁港エリアの活性化
4　販路拡大対策
5　漁業資源確保対策
6　漁港・海岸施設の老朽化対策

２　農林業の振興２　農林業の振興
1　儲かる農業の推進
2　農地の利活用と集落ぐるみでの地域農業の推進
3　畜産経営の安定化と地域農業との連携
4　儲かる林業の推進

３　商工業の振興３　商工業の振興
1　製造業の振興
2　商業・サービス業の振興
3　産業を支える人材育成
4　創業・起業への支援と事業承継

４　国際貿易港浜田港など港湾を活用した産業振興４　国際貿易港浜田港など港湾を活用した産業振興
1　港湾整備の推進による物流機能の強化
2　港の利用促進と取扱貨物量の増加
3　クルーズ客船等の誘致促進

５　観光・交流の推進５　観光・交流の推進
1　「お宝観光資源」を活用した観光商品化と石見神楽の振興
2　観光客の受入体制の整備と滞在型観光の推進
3　イベント等の開催や合宿等の誘致
4　地域間交流、国際交流の推進

６　企業立地による雇用の推進６　企業立地による雇用の推進
1　企業立地の推進
2　若者やＵ・Ｉターン者等の雇用の促進

産業経済部門部門別計画　～一体的なまちづくり～
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1 水産業の振興

●　水産業を取り巻く情勢は、平成２年の水揚量19万8,000トン、水揚金額116億3,000万円をピーク
に漁獲量が減少し、魚価の低迷、漁船の老朽化、漁業就業者の高齢化や後継者不足、漁業資源の減少、
消費者の魚離れ、漁港・海岸施設の老朽化等に
よって厳しい状況が続いています。

●　基幹産業の水産業の振興を図るためには、地元
の沖合底曳網漁船５ヶ統とまき網漁船２ヶ統の存
続や、浜田漁港の取扱量を増やすための外来船の
誘致、また、魚価の維持・向上のための荷捌所や
冷凍冷蔵庫等の整備、「山陰浜田港」水産物の販路
拡大等、抜本的な対策が必要です。

●　地元漁船の存続対策をはじめ、外来船の誘致、市場等の浜田漁港受入施設・設備等の整備、浜田漁港
エリアの活性化対策、「山陰浜田港」水産物の販路拡大対策等の視点から施策を展開し、水産業の活性化
を図ります。

現状と課題

基本方針

※平成20年漁業センサス以降の「その他」は、
学校及び試験場は調査の対象外となった。

（資料：漁業センサス）（資料：漁業センサス）

漁業経営体数の推移

浜田漁港水揚げ推移

年齢（区分）別漁業就業者数の推移

漁船

H5 H10 H15 H20 H25

（経営体）
400

300

200

100

0

個人経営体 団体経営体 その他

326
259

201 184
128

352

275

214 193

135

（年） H5 H10 H15 H20 H25

（人）

800

600

400

200

0

15歳～64歳 65歳以上
 811 

 575 

 440 
 365 

 276 

132

145

170
149

109
679

430
270 216 167

（年）

H22 H23 H24 H25 H26

（千トン）
30
25
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5

（億円）
70
60
50
40
30
20
10

0 0

数量 金額
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1水産業の振興 2 農林業の振興 3 商工業の振興 5 観光・交流の推進 6 企業立地による
雇用の推進

4 国際貿易港浜田港など
港湾を活用した産業振興
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目標 現状値 目標値 目標の説明

新規漁業研修者数の増加
（若者漁業者・ふるさと漁業研修生）

平成26年度 平成33年度
新規漁業研修者数
（６年間の累計）3人 18人

目標 現状値 目標値 目標の説明

沖合底曳網漁業リシップ事業※取
り組み統数の増加

平成26年度 平成33年度 リシップ事業（リシップ等による収
益性回復の取り組み）を実施した船
団数3ヶ統 5ヶ統

まき網漁業構造改革取り組み統
数の増加

平成26年度 平成33年度
まき網漁船２ヶ統存続のための
漁業構造改革取り組み船団数0ヶ統 2ヶ統

主要施策

　漁業就業者の担い手を確保するため、新規学卒者やＵ・Ｉターン※者の受入れを支援します。
　また、新規就業者に対する資金援助と技術指導を行い、一本釣り等の沿岸漁業の担い手の創出・育成
に努めます。
　県立浜田水産高等学校が実施する担い手育成の取り組みを支援します。

　地元の沖合底曳網漁船５ヶ統と、まき網漁船２ヶ統の
全船存続のため、漁船の老朽化対策を含めた漁業構造改
革を推進し、漁業生産性の向上や収益性改善の取り組み
を支援し、漁業経営の安定化を図ります。

※リシップ事業　古くなった漁船を大規模修繕し、鮮度保持能力等の機能の向上や漁船の長寿命化を図る事業。
※Ｕ・Ｉターン　都市に居住する人が、故郷（Ｕターン）や自分の出身地以外の地方（Ｉターン）へ住居を移すこと。

■若者漁業者確保支援事業
■ふるさと漁業研修生育成事業
■新規自営漁業者定着支援資金

■浜田地域沖合底曳網漁業構造改革推進事業
■漁業経営安定資金貸付金
■（仮称）浜田地域まき網漁業構造改革推進事業

担い手確保対策

地元漁船の存続

2

1

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

用
語
解
説

漁船とマリン大橋
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目標 現状値 目標値 目標の説明

「どんちっち」ブランド加盟業者
数の増加

平成26年度 平成33年度
ブランド規格に基づく「どんちっ
ち三魚」の取扱業者（団体）数130店 140店

目標 現状値 目標値 目標の説明

高度衛生管理型荷捌所整備率の
増加

平成26年度 平成33年度
高度衛生管理型荷捌所（沖底用・
まき網用）の整備率0％ 100％

　平成26年度に選定した「浜田港四季のお魚」をはじめ、浜田漁港で水
揚げされる全ての魚を「山陰浜田港」産として市内や広島、首都圏等にＰ
Ｒし、販路拡大に取り組みます。本市特選水産ブランド※「どんちっち三
魚」も継続してＰＲに努めます。また、安全・安心な食の提供に努め、
海外への輸出についても積極的に取り組みます。
　各種イベントやお魚料理教室を開催するとともに、小中学生や市民
へ浜田の水産業に関する出前講座等を行い、魚食の普及を図ります。

　外来船誘致を推進し、魚価を維持・向上させるために、高度衛生管理型荷捌所や冷凍冷蔵庫の
整備を推進します。
　また、全国の消費者に安全で安心な水産物を提供するため、衛生管理の整った一次処理施設の
整備や協業化を推進し、支援します。
　また、瀬戸ケ島埋立地を有効活用し、原井地区との機能分担や連携に配慮しながら、水産業の
活性化と地域振興の拠点整備に取り組みます。

■「山陰浜田港」水産物ブランド化推進事業
■「山陰浜田港」水産物販売促進事業
■ＢＢ大鍋フェスティバル助成事業

■（仮称）浜田漁港高度衛生管理型荷捌所整備事業
■（仮称）冷凍冷蔵庫整備支援事業
■（仮称）一次処理施設整備推進事業
■瀬戸ケ島埋立地活用事業

販路拡大対策

浜田漁港エリアの活性化

4

3

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※ブランド　銘柄。商標。
用
語
解
説

Ⓡ

どんちっち三魚
（アジ・カレイ・ノドグロ）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

漁港機能保全計画策定箇所数の
増加

平成26年度 平成33年度
漁港機能保全計画策定箇所数
（津摩、古湊、福浦漁港の３か所）1か所 3か所

漁港海岸長寿命化計画策定箇所
数の増加

平成26年度 平成33年度
漁港海岸長寿命化計画策定箇所
数（折居漁港海岸）0か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

ヒラメ稚魚育成尾数の増加
平成26年度 平成33年度

ヒラメ稚魚の育成尾数
（６年間の累計）　8万尾 48万尾

アワビ稚貝放流数の増加
平成26年度 平成33年度

アワビ稚貝の放流数
（６年間の累計）16,000個 96,000個

　老朽化により機能や安全性が低下している漁港・漁港海岸施設について、長寿命化（ストック
マネジメント手法）計画を策定し、これに基づいて、改修を実施し、施設の機能保全に努めます。

　ヒラメ稚魚の中間育成※・放流やアワビ稚貝の放流を
実施し、栽培漁業、資源管理型漁業を推進し、漁業資源
の確保を図ります。
　また、養殖業（海面養殖と陸上養殖）の可能性について、
県や大学等の研究機関とも連携を図り検討を進めます。

■水産物供給基盤機能保全事業
■海岸保全施設整備事業（漁港堤防等老朽化対策）

■栽培漁業事業化促進事業
■水産資源確保対策事業

漁港・海岸施設の老朽化対策

漁業資源確保対策

6

5

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※中間育成　天然種苗や人工種苗を放流できる大きさまで育てること。
用
語
解
説

ヒラメ稚魚の放流
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2 農林業の振興

●　農業・農村においては、農業者の高齢化や担い手不足、米価等の農産物価格の低迷により、優良な農
地が利活用されず、耕作放棄地が拡大する傾向にあり、農地や水路、農道等の保全管理が困難な状況に
直面しています。さらに、農業が最も大きな影響を受けると予想されるＴＰＰ交渉については、国や県
と連携し、地方の実態を考慮した実効性のある具体的な対策の取り組みが必要です。一方、消費者や食
品産業界からは、安全・安心で新鮮な農産物や多彩で高品質な食品へのニーズが高まっており、地域が
共同で農地を守る体制づくりと、中山間地域の特性を活かした生産から加工、販売に至るまでの戦略的
な取り組みが必要です。

●　林業においては、長期にわたる材価の低迷、森林所有者の高齢化や不在化による山離れが深刻な状況
の中、「伐って使って、植えて育てる」循環型林業の確立に向け、儲かる林業ビジネスモデルの構築を引
き続き推進します。また、木質バイオマス※発電の木質チップ等の木材需要の増加が見込まれており、
木材の利用拡大と安定供給に向けた体制づくりとともに、森林が本来持っている地球温暖化や土砂災害
の防止機能を最大限に発揮するため、健全な森林の整備・育成を行う必要があります。

現状と課題

※バイオマス　生物資源の量を表す言葉で、再生可能な生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）のこと。
用
語
解
説

（資料：農林業センサス）

農家の戸数・世帯員数の推移

室谷の棚田の実り

(戸)
5,000

4,000

2,000

3,000

1,000

0

(人)
20,000

15,000

10,000

5,000

0

農家の戸数 農家の世帯員数

4,090 3,650
3,293

2,956

4,510

14,788
12,890

10,671

5,430

17,176

（年）H2 H7 H12 H17 H22
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目標 現状値 目標値 目標の説明

振興作物農業産出額の増加
平成26年度 平成33年度

振興作物（大粒ぶどう、赤梨、西
条柿）の農業産出額173,295千円 200,000千円

新規就農者の新規認定数の増加
平成26年度 平成33年度

就農計画が新たに認定された農
業経営体数3経営体 毎年

1経営体

●　農村の活性化と農業・農村の多面的機能の維持のため、地域の特性を活かした農業に取り組むととも
に、農業を核とした地域活性化を図るため、浜田の顔となる農産物の振興と農家所得の向上を目指し、
10年先を見越した儲かる農業の確立を推進します。

●　儲かる林業ビジネスモデルの構築を引き続き推進するとともに、健全な森林の整備・育成を行います。

主要施策

ピオーネ等の大粒ぶどう、赤梨、西条柿を本市の顔となる振興作物とし、地域にあった組合せ
作物づくりを推奨しながら、意欲ある農業者の育成と新規就農者の確保に努めるとともに、担い
手への農地集積や大規模農業団地の整備による安定した農業経営と農家所得の向上に努め、農家
所得500万円の実現を目指します。
また、振興作物を核とした農商工連携を通じて付加価値のある商品開発や農産品のブランド化

等を推進するとともに、販路開拓に向けた情報発信や産直活動を促進することで、農産物の生産・
加工・販売までを一体的に行う６次産業化※を進め、産直市の販売額アップに努めます。
さらに、安全で安心な食を提供するため、有機農業等の環境に配慮した農業の推進と食の正し

い知識を学ぶ食育の展開により、地産地消※の推進に努めるとともに、海外への輸出についても
積極的に取り組みます。

※６次産業化　地域で生産（１次産業）された農林水産物等を素材に、商品加工（２次産業）し、より付加価値をつけて流
通・販売（３次産業）すること。（１次×２次×３次＝６次）

※地産地消　　地元で生産されたものを地元で消費すること。

■農地中間管理事業
■農林水産振興がんばる地域応援総合事業
■元気な浜田農産物振興プロジェクト事業
■ふるさと農業研修生育成事業
■中山間地域総合整備事業（浜田東部）

儲かる農業の推進1

主な事業・取り組み

用
語
解
説

基本方針

ピオーネ 赤梨 西条柿
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目標 現状値 目標値 目標の説明

認定農業者数の新規認定数の増加
平成26年度 平成33年度

農業経営改善計画が新たに認定
された農業経営体数1経営体 毎年

1経営体

集落営農組織数の増加
平成26年度 平成33年度

集落営農組織の規約が作成され
ている組織数30組織 33組織

農業・農村は、農地の保全だけでなく、水源の涵
養、自然環境の保全、良好な景観の形成等、多面的
な機能を有しています。その機能維持のため、地域
の特性を活かした農業を振興し、農業を核とした地
域の活性化に努めます。
また、農業・農村の活性化のため、中心的な担い

手である認定農業者、Ｕ・Ｉターン等による新規就
農者、集落営農組織、農業サポート経営体の育成や、
弥栄自治区集落営農組織連絡協議会に見られる各経
営体相互の連携を進めるほか、水稲による農地の保全に努めるとともに、飼料用米の作付面積を
拡大させる等により、主食用米の生産に依存した地域農業の構造改革を推進します。
農業者の生産意欲を減退させる有害鳥獣については、被害防止対策と捕獲対策を強化します。

■中山間地域等直接支払事業
■多面的機能支払交付金事業
■耕作放棄地再生利用推進事業
■農業振興基金（仮称）事業
■有害鳥獣被害防止施設整備事業

農地の利活用と集落ぐるみでの地域農業の推進2

主な事業・取り組み

畜産経営で発生する環境負荷については、耕種農家との連携を軸に堆肥化とその活用を促進する仕
組みを支援し、経営基盤の安定化を図ります。

■家畜導入資金貸付事業

畜産経営の安定化と地域農業との連携3

主な事業・取り組み

集落の共同防除作業
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目標 現状値 目標値 目標の説明

森林経営計画に基づく原木生産
量の増加

平成26年度 平成33年度
森林経営計画策定済み団地から
の原木生産量8,069㎥ 12,500㎥

苗木生産量の増加
平成26年度 平成33年度

コンテナ苗等の苗木生産量22,550本 91,000本

儲かる林業ビジネスモデルの構築について
は、高性能林業機械、コンテナ苗を利用した伐
採から植栽までの一貫施業等の効率化を進め、
低コスト型作業システムの構築を目指します。
木材の安定供給については、利用期を迎えた

森林において主伐を推進し、建築用材や合板へ
の供給拡大を図ります。
また、地域木材の公共建築物等への利用や林

内に放置された木材を木質チップとして有効活
用する取り組みを推進するとともに、ナラ類等
の広葉樹はシイタケの原木として利用する等、
木材の利用拡大を図ります。
また、健全な森林の整備・育成のため、作業道等の路網整備を効率的に進め、間伐等の施業を適

切に実施するとともに、マツ枯れ等の病害虫被害防止を図ります。

■森林整備加速化・林業再生事業
■森林整備地域活動支援事業
■保全松林健全化整備事業
■林地残材有効活用・地域活性化支援事業

儲かる林業の推進4

主な事業・取り組み

森づくりは海づくりin浜田での植樹
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3 商工業の振興

●　本市は、豊富な地域資源や食料品製造業の集積がある一方、公的マネーへの依存が大きい産業構造と
なっています。また、本市の産業構造の特徴は、依然、域内市場産業が域外市場産業に対して優位にあ
り、構造転換が図られていない現状にあります。

●　「製造業」「卸売業，小売業」「建設業」等の主要産業において、公共投資に依存した産業構造が十分改善
されない段階で、公共事業の減少を主要因として、事業所数や従業員数、総生産額等の事業活動を示す
数値の低下・減少が明らかになっています。

●　地域経済構造の転換は依然もっとも重要な課題であり、自立した地域経済への転換が必要です。
●　郊外型大型店舗やコンビニエンスストアの進出等により、小売業等の小規模事業主の廃業と空き店舗
数が増加している現状であり、地元の大学、専門学校、学生等の若者や女性が集まるような魅力ある商
店・店舗づくりが求められています。創業・起業や女性経営者等による女性の視点に立った経営戦略を
支援し、次の時代を担う小規模事業主の増加を図るとともに、後継者不在の既存事業主に対する事業承
継に取り組んでいく必要があります。また、食品等の日用品の買物に困る高齢者等の増加や、身近な存
在であった地域の商店の閉鎖により、高齢者等が住み慣れた地域で安心して日常生活を送れる買い物弱
者対策や安否確認につながる継続的な移動販売事業の構築が求められています。

現状と課題

（平成19年までは商業統計調査、平成21年以降は経済センサスより）

製造品出荷額等の推移 商業事業所数・従業者数の推移
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●　域外マネー※獲得規模の大きい域外市場産業、特に製造業に対して重点的に支援し、その競争力を強
化するとともに、新分野進出、創業・起業等、内発的な経済活動への支援を行います。それに企業立地
等の外来的な経済活動を加えて、新たな商工業の振興を図ります。

●　創業・起業や事業承継に対する支援を行い、次の世代を担う事業主の育成を図ります。

主要施策

本市の経済・雇用において大きなウェイトを占めている製造業の経営基盤の強化のため、新製
品・新技術の開発や販路拡大、食料品製造業における衛生環境整備等の支援を行います。
また、近年急速に拡大している人手不足を解消するため、職業訓練やトライアル雇用※等の制

度を、ハローワークと連携し、啓発します。
さらに、地域で生産される一次産品を加工し、付加価値を付けて販売する新たな製造業の創出

についても、関係機関と連携し、支援を行います。

※域外マネー　　　区域・領域の外、外国に存在するお金のこと。
※トライアル雇用　公共職業安定所（ハローワーク）の紹介により、特定の求職者を短期間の試用期間を設けて雇用し、

企業側と求職者側が相互に適性を判断した後、両者が合意すれば本採用が決まるという制度。
※イノベーション　「革新」・「刷新」・「一新」の意味。新しい市場や資源の開拓、新機軸の導入など、新しく取り入れて

実施したり、手を加えて改変すること。

■中小企業イノベーション※支援事業

製造業の振興1

主な事業・取り組み

用
語
解
説

基本方針

食品製造工場
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目標 現状値 目標値 目標の説明

新商品の開発件数の増加
平成26年度 平成33年度

本市の助成金を活用した新商品
の開発累積件数66件 102件

中心市街地における空き店舗を解消し、商業機能を回復させるた
め、本市の安全で安心な食材を利用した飲食業や小売業の新規出店
を促し、空き店舗の有効活用に取り組みます。
商店街や商工団体が主体となって行う商店街活性化事業等への支

援を強化するとともに、商店街間の連携強化に努め、商業の活性化
を図ります。
ユネスコ無形文化遺産※に登録された「石州半紙」の積極的なＰＲに

努めるとともに、商品開発や販売促進に取り組みます。
はまだ産業振興機構による関東・関西方面を中心とした浜田産品

の販売促進活動やバイヤー招聘を行うとともに、広島市場開拓室に
よる山陽方面の飲食店やスーパー等への浜田産品の販路開拓を積極的に推進し、域外マネーの獲
得を図っていきます。
域外へのマネー流出を抑制し、域内での消費を増やすため、地産地消（「ＢＵＹ浜田」）を推進し

ます。

■商業活性化支援事業
■中小企業イノベーション支援事業
■元気な浜田情報発信事業
■地域資源活用推進条例（仮称）の推進

商業・サービス業の振興2

主な事業・取り組み

※ユネスコ無形文化遺産　2003年第32回ユネスコ総会で採択された「無形文化遺産保護条約」に基づき、慣習、描写、
表現、知識及び技術並びにそれらに関連する器具、物品、加工品及び文化的空間で、社会、
集団及び場合によっては個人が自己の文化遺産の一部として認めるもの。

用
語
解
説

石州半紙
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目標 現状値 目標値 目標の説明

開業企業数の維持
平成26年度 平成33年度

市内での年間の開業企業数33件 33件

創業・起業者の増加につなげるため、起業への意識
を啓発して起業者の育成を図るとともに、関係機関と
連携して起業者への支援を充実させ、起業への気運を
高めます。
また、事業承継を推進していくことで、後継者不足

による廃業を抑制し、地元企業の強みを活かした経営
による経済活動の維持及び雇用の安定化を図ります。

■起業家支援プロジェクト事業
■商業活性化支援事業

創業・起業への支援と事業承継4

主な事業・取り組み

商工会議所や商工会が行う中小企業対策事業等への支援を通じ、地域産業を支える人材育成への取
り組みを進めます。
各産業の専門家や市民、経営者、関係団体と連携し、企業の競争力の強化や人材育成、後継者確保

等に取り組みます。
中学生・高校生へのキャリア教育※や企業のインターンシップ※受け入れ、地元産業の周知を関係機

関とともに推進し、また、地域おこし協力隊制度等も積極的に活用し、この地域の次の時代を担う人
材の育成に取り組みます。

■浜田・江津地区雇用推進協議会事業
■起業家支援プロジェクト事業

産業を支える人材育成3

主な事業・取り組み

※キャリア教育　　　職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身につけると共に、自己の個性を理解し、主体的
に進路を選択する能力・態度を育てる教育のこと。

※インターンシップ　学生が一定期間企業などの中で研修生として働き、自分の将来に関連する就業体験を行うこと。

用
語
解
説

女性創業セミナー
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4 国際貿易港浜田港など
港湾を活用した産業振興

●　本市は重要港湾である浜田港と三隅港を有しており、地域の産業・経済を支える重要な物流拠点と
なっています。なかでも県内唯一の国際貿易港である浜田港は、平成22年に重点港湾43港の一つに選
ばれ、平成23年には国における原木機能の日本海側拠点港に選定されました。このような状況の中、
新北防波堤の建設や山陰自動車道と直結する臨港道路福井４号線等の港湾整備が進められています。

●　浜田港においては、長浜地区でのパーム椰子殻の取扱いの開始や福井地区のコンテナ貨物の取扱量の
増加に伴い、埠頭の拡大や大型船舶の寄港を可能とする水深の確保等、更なる港湾インフラ※の整備が
必要となっています。また、三隅港では取扱い貨物の多様化による更なる利用促進が求められています。

●　このように、港湾整備の推進や利用促進により、企業活動の活発化を促進し、地域産業の振興を図る
ことが課題となっています。

現状と課題

●　浜田港及び三隅港の利用促進を図るため、物流機能の強化に向けて更なる港湾インフラの整備を推進
し、地域産業の振興を図ります。

基本方針

※インフラ　港湾・道路・通信・公共施設など、産業や生活の基盤となる施設のこと。

出典：島根県浜田港湾振興センター「浜田港要覧2015」

用
語
解
説

浜田港の貿易相手国（平成26年、上位5か国） 浜田港の外貿内貿貨物量の推移

順位 輸　出 順位 輸　入
1 ロシア 35,293 1 カナダ 88,799

2 韓国 10,179 2 インド
ネシア 81,450

3 台湾 6,887 3 中国 23,451
4 中国 4,219 4 アメリカ 8,894
5 ベトナム 582 5 韓国 5,439

（単位：トン）

重要港湾　浜田港

H22 H23 H24 H25 H26

（万トン）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

外貿内貿貨物取扱量の増加
平成26年 平成33年

浜田港の取扱い貨物量52万トン 70万トン

主要施策

浜田港の物流機能を強化するため、埠頭の拡大や水深確保、ア
クセス道路の整備等について国・県等の関係機関へ積極的に働き
かけ、地域経済を支える物流拠点として更なる港湾整備の推進を
図ります。

■港湾活用促進事業
■浜田港振興会負担金	
■臨港道路福井４号線整備事業（国事業）
■新北防波堤整備事業（国事業）

港湾整備の推進による物流機能の強化1

主な事業・取り組み

浜田港でのコンテナ積み

浜田港湾整備予定図

浜田三隅道路
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目標 現状値 目標値 目標の説明

クルーズ客船の寄港回数の増加
平成26年度 平成33年度

浜田港へ寄港するクルーズ客船
の年間回数2回 5回

目標 現状値 目標値 目標の説明

コンテナ貨物取扱量の増加
平成26年度 平成33年度 浜田港と韓国・釜山港との国際

定期コンテナ航路のコンテナ取
扱量3,414TEU※ 4,500TEU

国内外のクルーズ客船や水上飛行機等の誘致を促進す
ることにより、市内への観光入込客数の増加を図り、地元
産品等の販売促進や観光施設の利用促進を図ります。

■港湾活用促進事業
■浜田港振興会負担金

クルーズ客船等の誘致促進3

主な事業・取り組み

※ポートセールス　貿易貨物の集積、寄港船舶の誘致を目的とした港湾の振興策。
※ＴＥＵ　　　　　コンテナ貨物量を表す単位で、１ＴＥＵは20フィートコンテナ１本に相当し、40フィートコンテ

ナ１本は２ＴＥＵに相当する。

用
語
解
説

港湾関係行政機関や港湾事業者と連携を図りながら、コンテナ船大型化への対応、福井埠頭の
拡大や港全体の効率的な利用に向けた検討を進めるとともに、市内及び市外企業へ港の活用方法
の周知やポートセールス※を積極的に行い、浜田港及び三隅港の更なる利用促進により貨物取扱
量の増加に努めます。

■港湾活用促進事業	 ■浜田港振興会負担金

港の利用促進と取扱貨物量の増加2

主な事業・取り組み

浜田港定期コンテナ航路の取扱貨物量の推移
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5 観光・交流の推進

●　島根県の観光入込客は、県東部を中心に推移し、県西部への波及は少なく、本市の観光入込客数は減
少傾向にあります。

●　観光客のニーズは多様化しており、有名な観光地だけでなく、地域に眠っている「お宝観光資源」を精
査し、その地域の観光商品として活用することが必要です。

●　既存の観光事業者や団体・市民が連携した受入体制や観光施設の整備が求められています。
●　観光客以外にも、イベントやシンポジウム等の開催、スポーツ文化合宿の誘致、ツーリズム※や都市
間交流による交流人口※の拡大が必要です。

現状と課題

※ツーリズム　自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型余暇活動。
※交流人口　　観光者等の一時的・短期的な滞在人口。

用
語
解
説

観光客の推移

石見神楽定期公演in三宮神社
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目標 現状値 目標値 目標の説明

浜田の五地想ものがたり
協賛店舗数の増加

平成26年度 平成33年度
浜田の食材にこだわった地
産地消メニュー提供店舗数34店舗 40店舗

はまごちツープライス料
理提供食数の増加

平成26年度 平成33年度 浜田の五地想ものがたり協
賛店の1,400円、2,800円の
提供食数

1,400円  17,009食
2,800円  10,629食

1,400円  30,000食
2,800円  20,000食

主要施策

「お宝観光資源」を観光客のニーズに応じた観光商品と
して確立し、地域の魅力として発信します。特に観光協
会等との連携を強め、観光マネジメント機能の強化に取
り組みます。
また、平成31年の浜田開府400年に向け、浜田の歴史・

文化を再認識するため、貴重な歴史・文化・自然に恵ま
れた「城山公園」を整備し、観光・交流の拠点とします。
あわせて、石見神楽の観光拠点を整備し、定期公演を

行うとともに、神楽社中の広域連携を推進します。
さらに、浜田の旬のごちそうを「はまごち」と銘打ち、加盟店や提供食数の増加を図り、浜田の

食の魅力化に取り組みます。

■「ようこそ！浜田」事業
■浜田城周辺整備事業
■（仮称）浜田歴史神楽館整備事業
■浜田開府400年記念イベント事業
■石見神楽振興事業
■浜田の五地想ものがたり※推進事業

「お宝観光資源」を活用した観光商品化と石見神楽の振興1

主な事業・取り組み

●　「お宝観光資源」の魅力を精査して観光商品として確立するとともに、観光事業者や団体等が連携した
観光客の受入体制の整備に努めます。

●　観光施設の整備を行い、イベント等による交流人口や観光客等の宿泊客数を増加し、外貨獲得につな
がる観光施策を推進します。

基本方針

※五地想ものがたり　本市の５自治区の食文化への想いを込め、「ご馳走」と掛け合わせた造語。山海の豊富な食資源を
見つめ直すとともに、地産地消へのこだわりとおもてなしの心を持って本市の食の魅力をＰＲす
る取組。

用
語
解
説

はまごちツープライス料理（一例）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

宿泊客数の増加
平成26年 平成33年

市内のホテル・旅館・民宿等の
年間（１月～12月）宿泊客数225,043人 250,000人

目標 現状値 目標値 目標の説明

合宿等誘致人数の増加
平成26年度 平成33年度

合宿等誘致事業の年間利用人数3,642人 5,000人

浜田開府400年に向け、市全体でのおもてなし気運を醸成するため、おもてなし講座やボラン
ティアガイド養成講座を開催するとともに、観光協会や広島ＰＲセンターと連携し、観光客の受
入体制の整備に取り組みます。
また、国民宿舎「千畳苑」や良質な泉源を有する旭温泉、美又温泉の魅力向上策に取り組み、民

間と連携した宿泊観光客の受入体制を確保します。
さらに、瀬戸ケ島埋立地におけるブルーツーリズム※の拠点整備等の新たな集客施設や市民の

健康増進の核となる施設整備を検討するとともに、市内全域で外国語表記等統一感のある看板等、
観光施設の整備を推進します。

■「ようこそ！浜田」事業	 ■千畳苑改修事業
■観光協会助成事業	 ■瀬戸ケ島埋立地活用事業

観光客の受入体制の整備と滞在型観光の推進2

主な事業・取り組み

各種シンポジウムやイベントの開催、合宿やコン
ベンション※の誘致等、新たな切り口により交流人口
の拡大を図るとともに、豊かな自然や歴史、文化を
活かした都市農山漁村体験交流推進事業に取り組み、
定住の入口機能の充実を図ります。

■広浜鉄道今福線観光資源活用事業
■合宿等誘致事業
■はまだ農山漁村体験交流推進事業

イベント等の開催や合宿等の誘致3

主な事業・取り組み

※ブルーツーリズム　島や沿海部の漁村に滞在し、魅力的で充実したマリンライフの体験を通じて、心と体をリフレッ
シュさせる余暇活動のこと。

※コンベンション　　会議やイベントなどの、人、情報、知識、物などの交流の場、集りのこと。

用
語
解
説

幻の「広浜鉄道今福線」
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在住外国人への支援や民間国際交流団体の活動を支援す
るとともに、海外の友好都市との交流を深め、多文化共生
社会の実現と国際性豊かな人材育成に努めます。
また、浜田藩や島村抱月、石州和紙等を縁とした都市と

の相互交流や「食」による地域間連携を進め交流人口の増加
を図ります。
さらに、県境をまたいだ関係自治体との交流も推進し、

広域的な観光資源を活用した魅力づくりを行い、インバウ
ンド※の推進に努め、外国人観光客の増大を目指します。

■浜田国際交流協会助成事業
■浜田市と邑南町との「食」を通じた観光・文化交流事業

地域間交流、国際交流の推進4

主な事業・取り組み

※インバウンド　外国人の訪日旅行。
用
語
解
説

浜田国際交流協会イベント

ひろしまフードフェスティバル
（浜田市と邑南町の食材を使ったメニューの販売）
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6

●　企業立地を促進するためには、その業種に応じた工場用地や事務所の確保等が必要です。一昨年、遊
休施設を活用してＩＴ※企業を誘致したところですが、今後も立地奨励制度を充実し、遊休土地・施設
の活用や土地造成等の対応が重要となります。

　　また、今後、三隅発電所の作業従事者や各種イベントの人員を受け入れるため、域外マネーを獲得す
るホテル等の立地も必要となっています。

●　「島根あさひ社会復帰促進センター」や「三隅発電所」は、本市や周辺市町の地域経済を支える重要な社
会資本であり、これらの施設を核とした地域経済の活性化を図る必要があります。また、地元に立地、
拠点を構える企業や公共的機関に対しては、機能の移転や廃止等による雇用面での影響を最小限に留め
るための対策が必要になっています。

●　本市の有効求人倍率は、近年1.0倍を超え、求職者よりも求人が多い状況ですが、求職者数が最も多
い事務職に対し、求人数が多い職種は、接客業、介護業、保健師・看護師、製造業、建設・土木業等で、
雇用のミスマッチ※を解消する必要があります。

現状と課題

●　企業立地によって地元産業全体の裾野を広げ、多様な雇用機会を提供することにより、若者の域外流
出を防ぐとともに、Ｕ・Ｉターン者の受入を推進します。

●　雇用のミスマッチを解消し、多様な就労機会を提供するため、島根県やはまだ産業振興機構等、関係
機関と連携して企業立地を推進します。

●　「島根あさひ社会復帰促進センター」や「三隅発電所」を核とした地域経済の活性化を図ります。

基本方針

※ＩＴ　　　　コンピュータ（情報）やインターネット（通信）に関連する技術の総称。
※ミスマッチ　一致しないこと。

用
語
解
説

企業立地による雇用の推進

三隅発電所
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目標 現状値 目標値 目標の説明

新規立地企業数の増加
平成26年度 平成33年度

新規に立地した企業数
（６年間の累計）1社 12社

主要施策

企業立地の重点業種として、多くの雇
用が見込まれる食料品等の製造業や、情
報処理系の学生を雇用できるＩＴ企業、
多くの旅行・ビジネス客を受け入れるホ
テル等の業種を重点として取り組みます。
また、島根あさひ社会復帰促進セン

ターの誘致のように、地域経済に波及効
果の大きい国、県の公共的な施設等の立
地も推進します。
さらに、企業立地のための用地確保に

向けて、新たな用地の開発も含めた検討
を進めます。立地企業の要望に応じて、中山間地域へのＦＴＴＨ（光ファイバー網）※の整備を促
進します。

■企業立地促進奨励金
■ソフト産業立地促進補助金
■浜田市工場誘致条例に基づく固定資産税の課税免除
■高速通信網環境整備支援

企業立地の推進1

主な事業・取り組み

※ＦＴＴＨ（光ファイバー網）　光ファイバーによるデータ通信サービスのこと。
用
語
解
説

島根あさひ社会復帰促進センター
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目標 現状値 目標値 目標の説明

新規学卒地元就職者数の増加
平成26年度 平成33年度

地元の高校・大学を卒業して市
内企業に就職する学生数57人 100人

地元企業の雇用確保のため、浜田・江津
地区雇用推進協議会を中心に各関係機関と
連携し、市内の県立高等学校や専修学校、
大学生、Ｕ・Ｉターン者が地元企業に就職
するための支援に取り組みます。
また、無料職業紹介所の運営により、求

職者と地元企業のマッチング※に取り組み
ます。

■浜田・江津地区雇用推進協議会事業
■無料職業紹介事業

若者やＵ・Ｉターン者等の雇用の促進2

主な事業・取り組み

※マッチング　結び付けること。
用
語
解
説

就職フェア
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月間有効求人倍率

平成27年7月 前月 前年同月

1.24 1.19 1.21

『月間有効求人倍率』

職業別の『有効求職者数』と『有効求人数』の比較

　有効求人倍率とは経済指標のひとつで、求職者（仕事を探している人）１人あたりに何件の求
人があるのかを示したもの。

※浜田公共職業安定所調べ（平成27年７月）

有効求職者数

有効求人数

0 2,5002,0001,5001,000500
（人）

1,447

1,792

有効求職者数 有効求人数
建築・土木技術者等
保健師・看護師等

社会福祉の専門的職業
一般事務の職業
商品販売の職業
営業の職業

飲食物調理の職業
接客・給仕の職業
介護サービスの職業

保安の職業
農林漁業の職業

食料品等の製品製造・加工の職業
機械組立の職業

機械整備・修理の職業
自動車運転の職業
建設・土木の職業
清掃の職業

その他の軽作業

（人）（人）
0 100 200 300 400400 300 200 100 0

8
38
23

325
77

21
48
36

78
17
16

110
21
6

44
33
43

126

77
148

56
151
140

53
69

127
160

55
14

108
1
24

83
105

36
29

求人倍率が
低い職業

求人倍率が
高い職業
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ⅡⅡ
　保健・医療・福祉サービスが充実し、誰もが安心して生活でき
る環境を備えた健康でいきいきと暮らせるまちを目指します。

１　医療体制の充実１　医療体制の充実
1　医療従事者の確保
2　へき地医療体制の充実
3　救急医療体制の充実
4　「かかりつけ医」の普及・定着の促進

２　健康づくりの推進２　健康づくりの推進
1　生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進
2　がん対策の推進
3　市民自らが取り組む健康づくり運動の推進
4　こころの健康づくりの推進

３　子どもを安心して産み育てる環境づくり３　子どもを安心して産み育てる環境づくり
1　健やかな育ちに向けた支援
2　ゆとりある子育てへの支援
3　安心・安全な子育て環境の整備

４　高齢者福祉の充実４　高齢者福祉の充実
1　地域包括ケアシステムの構築
2　生涯現役のまちづくり
3　介護予防と生活支援体制の充実
4　認知症高齢者支援施策の充実

５　障がい者福祉の充実５　障がい者福祉の充実
1　地域における障がい者福祉サービスの充実
2　障がいのある人一人ひとりの自立と社会参加の促進
3　共に生きるバリアフリー社会の実現

６　地域福祉の推進６　地域福祉の推進
1　地域の支え合い活動の推進と支援
2　地域での自立した生活への支援
3　避難行動要支援者への支援体制の充実

健康福祉部門
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医師の充足率
区　分 全　国 島根県 浜田市 島根県充足率 浜田圏域充足率

医　師 237.8人 275.2人 240.2人 78.4％ 71.9％

1

●　全国的な医師不足が深刻な問題となっている中、中核病院である浜田医療センターでも特定診療科の
常勤医師の不在や不足がみられ、民間医療機関においても医師の高齢化や後継者不足の問題を抱えてい
ます。

　　また、看護師等の医療従事者※も不足している状況であり、育成と確保が必要となっています。
●　「浜田市健康づくりと地域医療を守り育てる条例」に基づき、将来にわたって安定した良質な医療が確
保されるよう、民間医療機関や国民健康保険診療所、中核病院は、相互に連携するとともに、医療に対
する住民の理解を深めながら、それぞれの役割を担うことが必要です。さらに、中核病院の診療体制の
維持についての支援が必要です。

現状と課題

●　地域住民が安心して医療が受けられるよう、医療従事者の確保等、地域医療を維持していくために必
要な対策について、地域医療機関と連携して取り組みます。

●　地域住民と医師との意思疎通を図り、病院勤務医師や診療所医師の重要性が認識できる機会の設定や
啓発を行い、医師等の医療従事者にとって住みやすく働きやすい環境整備等の支援を行います。

●　地域医療を担う医療従事者の育成や招へいを行います。

基本方針

※医療従事者　医師、薬剤師、看護師、助産師、臨床検査技師、診療放射線技師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士等、医療機関や福祉施設等に従事する様々な国家資格等を持つ専門職。

注　人数は平成24年12月末の人口10万人に対する医師従事者数（充足率は平成26年10月１日現在）

用
語
解
説

医療体制の充実

独立行政法人 国立病院機構 浜田医療センター
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目標 現状値 目標値 目標の説明
浜田市国民健康保険診療所の常
勤医師数の増加
（へき地診療所等５施設）

平成27年度 平成33年度
中山間地域の医療を支えるへき
地診療所等の医師の人数3人 4人

主要施策

医師確保については、中山間地域包括ケア研修センターへ医学生を積極的に受け入れるととも
に、ＳＮＳ※を活用して全国に情報発信を行い、医師の誘致に努めます。後期研修医の受入体制
については、研修の内容や研修プログラムの充実に取り組みます。
また、若い世代の医療への関心を高めるため、中学生の夏休み医療体験学習を実施します。
看護師等確保については、准看護学校修学資金による助成やリハビリテーションカレッジ島根

の入学者に対する助成を実施します。

市内５か所の国民健康保険診療所におい
ては、現在の診療体制を維持しながら、一
体的な運営等により、安定した医療サービ
スの提供を継続します。
また、各地域の民間医療機関や国民健康

保険診療所、中核病院との連携を強化し、
地域医療ネットワークの充実を図ります。

■地域医療連携事業
■リハビリテーションカレッジ島根支援事業

■国民健康保険（直営診療所施設勘定）
■地域医療連携事業
■在宅医療連携推進事業

医療従事者の確保

へき地医療体制の充実

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※ＳＮＳ　ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称。インターネット上の交流を通して社会的ネットワーク
（ソーシャル・ネットワーク）を構築するサービスのこと。

用
語
解
説

あさひ国保診療所
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一次医療を担う民間医療機関や国民健
康保険診療所と二次・三次医療を担う中
核病院の救急医療提供体制がそれぞれ有
効に機能するよう、休日応急診療所の適
切な運営に努めるとともに、市民に対し
て日常的に地域の医療情報を分かりやす
く提供します。
また、救急患者に対する的確な対応を

行うため、それぞれの医療機関が適切な
連携をとれるよう救急医療体制を充実し
ます。

■休日診療所管理運営費

救急医療体制の充実3

主な事業・取り組み

現在の高齢社会では、高齢者の日常生活の不具合も含む早期発見、早期治療（対応）、長期にわ
たる慢性期かつ複数疾患の医学的管理の必要性がさらに高まり、身近で頼りになる「かかりつけ
医」の役割、機能はますます重要になっています。
また、「中核病院」は「かかりつけ医」と連携をとり、専門的な検査や入院が必要な場合の治療を

行います。
このように、症状に応じた役割分担が必要なため、医師会等関係医療機関と連携を図り、市民

への「かかりつけ医」の普及と定着を推進します。

■地域医療連携事業
■在宅医療連携推進事業

「かかりつけ医」の普及・定着の促進4

主な事業・取り組み

ドクターヘリ
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2

●　高血圧や高脂血症、糖尿病等の生活習慣病は、健康長寿の最大の阻害要因となるだけでなく、医療費
にも大きな影響を与えています。その原因となっているメタボリックシンドローム※（内臓脂肪症候群）
は、日常生活で予防が可能なことから、バランスのとれた食生活、適度な運動、禁煙等を実践すること
が求められています。

●　平均寿命は延びていますが、健康寿命※は島根県と比べて短くなっています。健康寿命を延伸し、自
立した生活を長く送ることができる環境づくりが必要です。

●　現代社会環境の複雑多様化は、市民生活における精神的ストレスを増大させており、ライフステージ※

に応じたこころの健康づくりとこころの健康問題への対応が必要です。

現状と課題

※メタボリックシンドローム　内臓脂肪型肥満によって、様々な病気が引き起こされやすくなった状態のこと。
※健康寿命　　　　　　　　　65歳に達した方が健康で自立した生活が送れる期間（65歳＋平均自立期間）をいう。
※ライフステージ　　　　　　人の一生を少年期、青年期、壮年期、老齢期等と分けた、それぞれの段階。

注　数値は、島根県健康指標マクロ（平成20年、平成23年を中心とする５年平均）による。

用
語
解
説

健康づくりの推進

健康寿命と平均寿命

健康教室

（歳）
87

86

85

84

83

81

80

79

82

浜田市 島根県

H18～H22 Ｈ21～H25
男性

H18～H22 Ｈ21～H25
女性

健康寿命

82.08

81.43
82.02

81.47

85.73

85.03

85.66

84.9

（歳）
88

86

84

82

80

76

74

72

78

浜田市 島根県

H18～H22 Ｈ21～H25
男性

H18～H22 Ｈ21～H25
女性

平均寿命

79.05
78.14

79.679.65

86.6886.38 86.7286.56
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目標 現状値 目標値 目標の説明

健康寿命（男女別）の延伸
平成27年度 平成33年度

目標値：平成27年度当初島根県
平均値男81.47歳

女84.90歳
男82.02歳
女85.66歳

主要施策

健康寿命を下げている原因疾患としては、関節疾患、認知症、脳血管疾患が挙げられます。
健康寿命の延伸を目指し、生活習慣病の発症予防のために、子どもの時から食育に力を入れ、

家族ぐるみで、これまでの食生活や生活習慣を見直す意識啓発を図るとともに、それぞれのライ
フステージに応じた施策を推進します。

■ストップ・ザ生活習慣病対策事業
■在宅医療連携推進事業
■食生活改善推進員育成事業

生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進1

主な事業・取り組み

注　数値は、島根県健康指標マクロ（平成20年、平成23年を中心とする５年平均）による。

●　市民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」という意識を持ちながら、それぞれのライフステージに
応じた生活習慣の形成、体力づくり、健康づくりができるように支援します。

基本方針

主要死因別年齢調整死亡率
（人）
250

200

150

100

50

0 全がん 心疾患 脳卒中 自殺

男性　全年齢　人口10万対

180.0

202.2

180.6

189.0
浜田市（H20）
浜田市（H23）
島根県（H20）
島根県（H23）

63.6
67.8

68.1

75.1
61.7

65.9

46.4
49.6

34.7
47.0

35.6
41.7

（人）
100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0 全がん 心疾患 脳卒中 自殺

女性　全年齢　人口10万対89.2
86.7

84.6
86.8 浜田市（H20）

浜田市（H23）
島根県（H20）
島根県（H23）

30.6
33.5 36.5

37.3

30.5
33.3

23.7
25.8

9.9
13.2

9.8
11.3
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目標 現状値 目標値 目標の説明
がん年齢調整死亡率※の減少
（人口10万人当たりの年間死亡者
数）

平成27年度 平成33年度 全年齢合計によるがん年齢調整
死亡率
（目標値は島根県平均値）126.7 125.1

平均寿命を引き下げている要因のひとつに、がんが挙げられます。
疾病の早期発見のため、自己負担無料のがん検診を引き続き行うとともに、職場健診と一緒に

がん検診が受けられるよう事業所への働きかけを行い、がん検診を受けやすい環境づくりに取り
組みます。

■がん検診事業

がん対策の推進2

主な事業・取り組み

健康は、個人の努力と、家庭や地域、関係機関・団体等が支え合い、連携することによって維
持することができます。職場や地域で積極的に健康教室を行うことにより、市民が取り組みやす
い環境づくりを進めます。

■健康増進事業
■健康ポイント事業
■食生活改善推進員育成事業

市民自らが取り組む健康づくり運動の推進3

主な事業・取り組み

※年齢調整死亡率　年齢構成が異なる地域間の比較を行う目的で年齢人口を調整した死亡率。
用
語
解
説

学校、職域、地域等において、講演会等を実施し、市民
への普及啓発や相談できる場の確保等を行うことにより、
睡眠、運動、ストレス解消、アルコール等についての正し
い知識の普及を図り、心身ともに健全な生活の実現に努め
ます。

■自死予防対策事業

こころの健康づくりの推進4

主な事業・取り組み

「心の健康づくり」出前講座
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3

●　子どもや子育て家庭を取り巻く環境は、少子化や核家族化、晩婚化、未婚化の進行に加え、地域の連
帯意識の希薄化、女性就業者の増加や就労形態の多様化、保育需要の多様化等、様々な要因により大き
く変化しています。

●　子どもが健やかに育つためには、子育て家庭の仕事と家庭生活の両立、新しいニーズに対応した子育
て支援のほか、地域全体での子育てや安心・安全なまちづくりの推進が必要です。

●　また、多子世帯を中心にした子育て家庭の経済的な負担の軽減やひとり親世帯に対する支援が求めら
れています。

現状と課題

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

子どもを安心して
産み育てる環境づくり

●　妊娠期を含めた子どもが健やかに育つ環境を整備し、保護者が喜びを感じられるようなゆとりのある
子育てを支援するとともに、子育て家庭を地域のみんなで支える取り組みを推進します。

基本方針

０歳～17歳人口の推移

認定こども園あさひ子ども園

H22 H23 H24 H25 H26 H27（年度）

（人）
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

0歳～5歳合計 6歳～11歳合計 12歳～17歳合計

3,257

2,885

2,774

3,139

2,915

2,739

3,019

2,874

2,735

2,951

2,841

2,701

2,919

2,760

2,632

2,829

8,916 8,793 8,628 8,493 8,311 8,146

2,700

2,617
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目標 現状値 目標値 目標の説明

子育て世代包括支援センター
（仮称）の施設数の増加

平成26年度 平成33年度 全ての妊産婦の状況を継続的に把握
し、妊娠期から育児期までの総合的相
談や支援をワンストップで行う子育
て世代包括支援センター（仮称）の数

0か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

認可保育所定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

認可保育所の定員数1,895人 1,955人

放課後児童クラブ定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

放課後児童クラブの定員数790人 850人

主要施策

“子どもの育ち”に視点を向け、健やかに成長することができ、周囲との関わりあいの中で豊か
な人間性を育んでいくための遊びや教育の場づくりを推進します。
また、母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、妊娠期から出産、産後、

育児まで切れ目のない支援体制を整備します。

“子育て家庭”に視点を向け、保護者がゆとりをもって子どもと向き合うことができるよう、島
根県が進める子育て支援施策と連携し、多子世帯を中心に子育て家庭の経済的な負担の軽減やひ
とり親世帯への支援を充実し、地域と身近に関わりながら子育てのできる体制を推進します。
また、保育所や放課後児童クラブの施設整備を進めるとともに、保育士の確保や放課後児童ク

ラブ支援員の研修育成に努めることにより、保育の質の向上を図り、子育てしながら働けるより
よい環境づくりに取り組みます。

■安心お産応援事業
■乳幼児等健康診査事業
■子育て世代包括支援センター（仮称）事業

■保育所入所受入促進事業
■第３子以降保育料軽減事業
■保育士修学資金貸付事業
■児童医療費助成事業

健やかな育ちに向けた支援

ゆとりある子育てへの支援

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

地域子育て支援拠点数の増加
平成26年度 平成33年度

地域子育て支援拠点数2施設 3施設

“地域や環境”に視点を向け、地域全
体で子どもの育ちを支える意識づくり
や地域の子育て活動への支援を推進し
ます。子育てを地域で相互援助するファ
ミリー・サポート・センターの会員増
や事業の充実を図るとともに、地域に
おける子育て支援ネットワークの中核
施設である子育て支援センターの移転
新築に取り組みます。
保護者が仕事と家庭生活を両立しな

がら、安心して働ける環境を整備する
とともに、家庭・地域・行政が一体となって、次世代の担い手である子どもたちが心豊かに成長
し、将来に向かって夢や希望を持てるまちづくりを展開します。

■次世代育成支援事業
■ファミリー・サポート・センター事業
■子育て支援センター事業
■地域子育て支援拠点事業

安心・安全な子育て環境の整備3

主な事業・取り組み

ファミリー・サポート・センターの集い
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4

●　団塊の世代の人が後期高齢者となる平成37年（2025年）を見据え、たとえ介護が必要になっても住み
なれた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるように、医療・介護・予防・住まい・生
活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム※」の構築に向けた積極的な取り組みが求められて
います。

●　高齢化率の急激な上昇・高齢者数の増加に伴い、介護を必要とする高齢者数も増加しています。介護
を必要とする方へのサービスに加え、要介護・要支援状態にならないための取り組みや日常生活への支
援が重要となってきます。

●　少子・高齢化が進み、老老介護等が社会問題となる中、介護を必要とする人を支えるマンパワーの拡
大が重要となっています。その中で、「高齢者＝支えられる人」とする概念を見直し、高齢者が生涯現役
で活躍する社会を築くことが求められています。

●　高齢者が住み慣れたまちで健康でいきいきと安心して暮らし続けることができるよう、生涯現役のま
ちづくり、介護予防と生活支援体制の充実、認知症高齢者支援施策の充実、地域包括ケアシステムの構
築を目指し、地域の実情に沿った高齢者施策を総合的に推進します。

現状と課題

基本方針

※地域包括ケアシステム　高齢者が住み慣れた地域で、安心して尊厳のあるその人らしい生活を継続することができる
よう、医療、介護、福祉の各サービスを包括的、継続的に提供する支援体制。

用
語
解
説

高齢者福祉の充実

介護予防教室



第３章 第３節前期基本計画 部門別計画 Ⅱ  健康福祉部門

56

目標 現状値 目標値 目標の説明

地域包括支援センター数の増加
平成26年度 平成33年度

地域包括支援センターの数（サブ
センターを自治区ごとに設置）1施設 5施設

目標 現状値 目標値 目標の説明

シルバー人材センター会員数の
増加

平成26年度 平成33年度
浜田市シルバー人材センターに
登録された会員数464人 552人

主要施策

介護が必要な状態になっても可能な限り住み慣れた地域で自分らしく暮らせるように、医療・
介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム構築に向けた取
り組みを推進するため、医療機関をはじめ関係機関との連携体制の強化や地域包括支援センター
機能の強化を図ります。

生涯現役で積極的に社会との関わりや、自分らしく自立して生きていくライフスタイルを持つ
ことで、いきいきと心豊かに生活することができるよう、高齢者が積極的に地域行事やボラン
ティア活動に参加できる仕組みづくりに取り組みます。
また、社会福祉協議会や高齢者クラブ連合会、シルバー人材センター等の活動を支援し、健康

づくりや生きがいづくり活動の推進及び地域の多様な要望に対応できる体制の整備を図ります。

■包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

■高齢者クラブ連合会助成事業
■シルバー人材センター助成事業

地域包括ケアシステムの構築

生涯現役のまちづくり

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

要介護認定率の増加の抑制
（要介護者のみ）

平成26年度 平成33年度
65歳以上の高齢者のうち、要介
護１以上の認定者の割合18.8％ 19.6％

目標 現状値 目標値 目標の説明

認知症サポーター養成講座受
講者数の増加

平成26年度 平成33年度
認知症の人と家族を地域で見守る応
援者養成講座の受講者の総数3,696人 6,000人

市民後見人養成講座受講者数
の増加

平成26年度 平成33年度 親族後見人と専門職後見人の間の存
在として位置づけられる市民後見人
養成講座の受講者の総数70人 150人

高齢者の介護予防と生活支援体制の充実を図るため、
介護予防・日常生活支援総合事業に取り組みます。
生活機能の低下防止をはじめ、高齢者の状況に応じ

た介護予防メニューの充実に取り組むことにより、高
齢化の進展に伴い上昇が見込まれる要介護認定率の抑
制に努めます。元気な高齢者に対しては介護予防に関
する知識の普及・啓発等に取り組みます。
また、地域や関係機関と連携して、担い手の拡大を

図り、生活支援体制を充実します。

認知症高齢者は、今後増加が見込まれることから、認知症が疑われる高齢者の早期発見と把握
に努め、医療機関と介護事業者等との連携を図りながら、状況に応じた適切な支援体制の構築を
推進します。
また、認知症サポーターを増やすことで周囲の理解者を増やし、認知症高齢者がその地域で暮

らし続けることができる環境づくりを進めます。

■介護予防・日常生活支援サービス事業
■一般介護予防事業

■認知症施策推進事業
■権利擁護事業

介護予防と生活支援体制の充実

認知症高齢者支援施策の充実

3

4

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

地域と連携した認知症予防教室
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5

●　障がいのある人が安心して暮らしていくためには、何でも相談できる窓口をつくる等、相談体制の充
実が必要不可欠となっています。

●　障がいのある人の自立及び社会参加を促進し、障がいの有無に関わらず、すべての人が相互に人格と
個性を尊重しながら共生する社会の実現が求められています。

●　差別や偏見、疎外感を感じることがないよう、障がいのある人もない人も共に理解し合いながら暮ら
すことができる地域づくりが求められています。

●　障がい者福祉への理解と認識を深め、地域全体で支え合う体制づくりを進めるとともに、障がいのあ
る人もない人も一人ひとりがいきいきと輝き、共に安心して暮らせるまちを目指し、障がい者福祉の充
実を図ります。

現状と課題

基本方針

障がい者福祉の充実

チャレンジショップ浜田きてみんさい（販売風景）
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3 子どもを安心して
産み育てる環境づくり 4 高齢者福祉の充実

Ⅱ 

健
康
福
祉
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

地域生活支援拠点数の増加
平成26年度 平成33年度

障がい者の地域生活を支援する
機能を集約した拠点数０か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

障がい児通所支援事業所数の増加
平成27年度 平成33年度 身近な地域で障がい児の療育・

発達について専門的な支援が提
供される事業所数3か所 5か所

主要施策

障がいのある人が住みなれた地域で暮らせるように、適切な保健・医療・福祉サービスが提供
できる体制の充実を図ります。
入所施設から地域生活への移行や就労支援といった課題に対して、地域の社会資源を最大限に

活用しながら、対応できる体制の整備を推進します。

障がいのある人一人ひとりが能力を最大限に発揮でき、様々な活動に参加する機会が確保でき
るよう、乳幼児期から障がいの早期発見・早期療育、教育、就労へと、ライフステージに応じた
総合的かつ継続的な支援を推進します。
また、障害者優先調達推進法に基づき、障がいのある人の自立の促進と雇用の拡充に資するた

め、本市における障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進を図ります。

■相談支援事業
■居住サポート事業
■障がい者介護給付事業
■障がい者訓練等給付事業

■障がい児通所給付事業
■地域生活支援事業
■障がい者社会参加促進事業

地域における障がい者福祉サービスの充実

障がいのある人一人ひとりの自立と社会参加の促進

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

手話通訳奉仕員登録者数の増加
（手話通訳士・者含む）

平成27年度 平成33年度
手話通訳奉仕員登録者数49人 84人

平成28年４月から施行される障害者差
別解消法においては、「障害を理由とする権
利侵害の禁止や社会的障壁の除去を怠るこ
とによる権利侵害の防止」が規定されてい
ます。
この法の精神に基づき、障がいのある人

を取り巻くあらゆる「バリア」を解消し、障
がいのある人の基本的人権が尊重され、障
がいのある人もない人もお互いに理解し合
い、共に生きる社会の実現をめざします。

■地域生活支援事業

共に生きるバリアフリー※社会の実現3

主な事業・取り組み

※バリアフリー　社会的弱者が社会生活を送る上で支障となる物理的・精神的な障壁を取り除くこと。
用
語
解
説

手話奉仕員養成講座
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3 子どもを安心して
産み育てる環境づくり 4 高齢者福祉の充実 5 障がい者福祉の充実

Ⅱ 

健
康
福
祉
部
門

6

●　地域や家族の絆が希薄になる中で、誰もが地域で安心して暮らしていくには、地域の一人ひとりのつ
ながりや、地域へのかかわりが必要となってきています。

●　生活課題は、経済的なものから家族関係に関わるものまで複雑で多岐にわたっています。
●　近年起きた全国での大災害の経験から、あらためて地域コミュニティ※の重要性が再認識され、日常
からのつながりや災害時における要援護者への支援体制の構築が求められています。

●　市民が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、行政による「公助」だけでなく、地域を主体とした
「自助」や「共助」により、市民を主役に、互いを認め合い、みんなで支え合う地域福祉の推進を図ります。

現状と課題

基本方針

地域福祉の推進

※コミュニティ　人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、その人々の集団。地域社会。共同体。
用
語
解
説

民生児童委員のあいさつ運動
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目標 現状値 目標値 目標の説明

「避難行動要支援者名簿」の提供を
受ける地域の関係団体数の増加

平成27年度 平成33年度
名簿を基に地域防災に取り組む
団体数（消防団、民生委員を除く）44団体 70団体

生活困窮者自立支援法に基づき、仕事や生活に困っている人からの困りごと相談全般に応じ、
相談者の気持ちに寄り添いながら、専門機関と連携して、自立した生活へ向けた支援（自立相談
支援、就労準備支援、家計相談支援）を実施します。

■生活困窮者自立支援事業

地域での自立した生活への支援2

主な事業・取り組み

主要施策

近所同士や地域内で助け合い、支え合う関係を築く取り組みを支援し、地域の多世代（子ども
から高齢者まで）がいつでも集え、交流を深めることができる場所づくりと地域での見守り活動
を推進します。
独居高齢者や高齢者だけの世帯が増えている状況があり、地域から孤立する人がでないように、

困った時に気軽に相談できる人・場所を身近な地域につくる等の支援体制を強化します。

■地域福祉まるごと支援推進事業
■社会福祉協議会助成事業
■民生委員活動費助成事業

地域の支え合い活動の推進と支援1

主な事業・取り組み

市民の安全を守るため、地域での防災体制を整備するとともに、特に一人暮らしの高齢者や高
齢夫婦世帯、障がい者や乳幼児のいる世帯等、支援が必要な人たちに対して、地域における見守
りや声かけ等で日頃から地域内のつながりを強化し、安心して暮らせる地域づくりを進めます。
市が作成する「避難行動要支援者名簿」を本人同意を得た上で、地域の関係者へ提供し、地域に

おける互助・共助が行える体制づくりや地域の防災力を高める支援を行います。

■避難行動要支援者名簿の管理

避難行動要支援者への支援体制の充実3

主な事業・取り組み
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Ⅲ 
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育
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化
部
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ⅢⅢ
　自ら学び高めあう学習活動を推進し、郷土に誇りを持った次世
代を担う人を育むまちを目指します。

１　学校教育の充実１　学校教育の充実
1　生きる力の育成
2　一人ひとりを大切にする教育の推進
3　食育と体づくりの推進

２　家庭教育支援の推進２　家庭教育支援の推進
1　家庭教育支援の充実
2　青少年の健全育成
　

３　社会教育の推進３　社会教育の推進
1　ふるさと郷育の推進
2　公民館における人材育成と拠点整備
3　図書館サービスの充実

４　生涯スポーツの振興４　生涯スポーツの振興
1　スポーツ・レクリエーション活動の推進
2　スポーツ精神の高揚と競技力の向上
3　スポーツ・レクリエーション環境の整備

５　歴史・文化の伝承と創造５　歴史・文化の伝承と創造
1　芸術・文化の振興
2　伝統文化の保存と継承
3　文化財の調査･保存と活用
4　地域文化の交流拠点づくり

教育文化部門
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●　学校教育は、将来を担う子どもの学力や豊かな心、健やかな体力を育む役割を果たしており、「生きる
力」を育成することがより重要となっています。

●　各学校では、学力の向上を図るとともに、子どもの能力や興味を引き出すよう、これまで以上に一人
ひとりに応じた指導が重要となっています。

●　老朽化した教育施設について、整備・改修を検討する必要があります。

現状と課題

●　子どもの「生きる力」を育むため、学ぶ意義を深め、学ぶ意欲を高めるとともに、基礎学力の向上に加
え、思考力、判断力、表現力等の幅広い学力の向上を図ります。

●　人権意識や道徳心の育成を根底に、一人ひとりを大切にする教育を推進します。
●　健全な体づくりと食育を推進します。

基本方針

1 学校教育の充実

児童・生徒数の推移

小学１年生

H22 H23 H24 H25 H26 H27（年度）

（人）
5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

小学生 中学生

1,541

2,859

1,507

2,906

1,440

2,855

1,380

2,834

1,396

2,745

1,386

4,400 4,413 4,295 4,214 4,141 4,076

2,690
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2 家庭教育支援の推進 3 社会教育の推進 4 生涯スポーツの振興 5 歴史・文化の
伝承と創造

1学校教育の充実

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明
「総合的な学習の時間」で学習
したことが普段の生活や社会
に出たときに役立つと思う子
どもの割合の増加

平成26年度 平成33年度

全国学力・学習状況調査による肯定率小6　83.5％
中3　74.1％

小6　90.0％
中3　80.0％

「総合的な学習の時間」におい
て、自分で調べ学習活動に取
り組んでいると思う子どもの
割合の増加

平成26年度 平成33年度

全国学力・学習状況調査による肯定率小6　57.7％
中3　52.7％

小6　65.0％
中3　60.0％

主要施策

ふるさとの教育資源を活用し、学ぶことと社会とのつながりを意識した教育を行います。地域
住民・企業と協力し、ふるさとを愛し、ふるさとに貢献しようとする人材育成を図ります。
思考力・判断力・表現力の向上に努めるとともに、

自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的・協働
的に探求する力を育むため、言語活動の充実やその
基盤となる国語力の向上に努めます。
教員の資質向上に努めるとともに、学力調査の実

施を通して実態を把握し、基礎学力の定着、小・中
学校９年間を見通した教育を推進する等、本市の教
育力の向上を目指します。
また、安全で安心な教育を推進するため、学校教

育施設等の環境整備に努めます。

■ふるさと郷育、キャリア教育、自然体験活動の推進
■学校図書館の支援
■学力向上総合対策事業
　（国語教育の充実、授業力向上研修、学校図書館活用推進、プリント学習支援等）
■小中連携教育推進事業
■ＩＣＴ教育整備事業
■外国語指導助手の招致
■土曜学習支援事業

生きる力の育成1

主な事業・取り組み

学校図書館活用授業
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目標 現状値 目標値 目標の説明

自分には良いところがあると
思っている子どもの割合の増加

平成26年度 平成33年度
全国学力・学習状況調査による
肯定率
（括弧内は全国平均値）

小6　79.1％
　　 （76.1％）
中3　73.9％
　　 （67.1％）

小6　86.0％

中3　77.0％

人の気持が分かる人間になりた
いと思っている子どもの割合の
増加

平成26年度 平成33年度
全国学力・学習状況調査による
肯定率
（括弧内は全国平均値）

小6　90.4％
　　 （94.4％）
中3　97.0％
　　 （95.3％）

小6　95.0％

中3　98.0％

目標 現状値 目標値 目標の説明

学校給食での地域食材利用率の
増加

平成26年度 平成33年度
市内小中学校の給食における地
元食材利用率58.2％ 70.0％

いじめ等の問題行動の未然防止、早期発見、早期対応と、不登校の解消に向けて、児童・生徒
とその家庭への指導や相談等の支援を行います。
また、教育上特別な配慮を必要とする児童・生徒の実態掌握に努め、持てる力を活かせるよう、

個々に対応した支援を推進します。
そして、子どもの貧困対策として、経済的支援を行うとともに、児童・生徒とその保護者に対

する面談等を行い、教育相談の充実を図ります。

■児童生徒健全育成事業	 ■親学プログラムの実施
■問題行動、いじめ等の指導相談	 ■特別支援指導推進事業
■人権意識高揚の推進	 ■要保護・準要保護児童生徒就学援助

一人ひとりを大切にする教育の推進2

主な事業・取り組み

健康で安全な生活を自ら実践できる児童・生徒を育成するため、食育を推進するとともに、学
校給食での地産地消を推進します。
また、教育活動全体を通して、児童・生徒が自ら運動に親しみ体力や運動能力の向上を図ると

ともに、小中学校体育連盟主催の大会等を支援します。

■食育推進事業
■学校給食での地産地消の推進
■学校体育大会支援事業

食育と体づくりの推進3

主な事業・取り組み
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1 学校教育の充実 3 社会教育の推進 4 生涯スポーツの振興 5 歴史・文化の
伝承と創造

2家庭教育支援の推進

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

●　家庭環境の変化やライフスタイルの多様化に伴い、家庭や地域における教育力の低下が懸念されてお
り、地域ぐるみで子どもの育ちを支える取り組みを推進する必要があります。

●　子どもたちを取り巻く環境の変化を受け、行政による様々な教育施策の展開・推進とともに、学校、
家庭及び地域住民がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体で子どもの育ちを支えるための連
携・協働の取り組みの充実が必要です。

現状と課題

●　家庭、学校、地域が一体となって次世代を担う子どもの育ちを支える気運を醸成し、家庭教育支援の
充実と、青少年の健全育成を進めます。

基本方針

2 家庭教育支援の推進

親学プログラム
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目標 現状値 目標値 目標の説明

親学プログラムの実施回数の
増加

平成26年度 平成33年度
親学プログラムを活用した学習機会
の提供回数11回 25回

主要施策

子どもの基本的な生活習慣を身に付ける家庭の
役割を踏まえ、学校やＰＴＡを通じて、適当なメ
ディア※との接触時間を含めた生活習慣の定着や規
範意識の醸成に向けた学習機会の提供に取り組み
ます。
また、島根県の「親学プログラム」を活用し、親と

しての役割や子どもとの関わり方について気づき
を促す学習機会の提供等の家庭教育支援を推進し
ます。

地域の子ども会や青少年健全育成団体等の子どもたちの社会体験活動を支援し、これらの団体
と連携しながら、市民の主体的な青少年健全育成活動の活性化と発展に取り組みます。
また、青少年が健やかに成長し自立した生活が送れるよう、青少年サポートセンターを相談窓

口とした育成支援に取り組みます。

■親学プログラムの実施
■家庭教育支援チームの結成
■つなぐ、つながる事業（三世代交流事業・通学合宿支援事業）
■「家読」の推進

■関係協議会等への補助事業
■青少年団体育成補助事業

家庭教育支援の充実

青少年の健全育成

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※メディア　情報媒体。
用
語
解
説

親学プログラム
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2 家庭教育支援の推進 4 生涯スポーツの振興 5 歴史・文化の
伝承と創造

3社会教育の推進1 学校教育の充実

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

●　子どもたちの自然体験や社会体験の不足から、善悪の判断や規範意識の低下等、家庭や地域での教育
力の低下が懸念されています。

●　地域住民がより良く暮らすため、地域課題の解決に向けた学びを通して、地域社会の発展、活性化に
寄与する人材を育成することが求められています。

●　図書館の資料提供機能の充実とともに、利用者の多様化するニーズに応じたサービスが必要になって
います。

現状と課題

●　子どもたちの郷土愛の心を育む「ふるさと郷育※」を推進します。
●　住民自治意識の高い人々や団体を育成するとともに、公民館施設の整備を進めます。
●　図書館の資料や情報提供の充実に努めるとともに、市民が憩い、交流し、ひとづくり、まちづくりに
資する図書館を目指します。

基本方針

3 社会教育の推進

※ふるさと郷育　浜田市の教育資源（ひと・もの・こと）を活かした教育活動を推進するため、浜田市の理念として、ふ
るさと教育の「教」の字を「郷里」の「郷」の字に置き換えた「郷育」という言葉を用いて、「ふるさと郷育
（きょういく）」という。

用
語
解
説

社会教育委員活動
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目標 現状値 目標値 目標の説明

ふるさと郷育ネットワーク団
体数の増加

平成26年度 平成33年度
中学校区でふるさと郷育を協議する
ネットワーク団体の数3団体 9団体

学校支援活動に参加したボラ
ンティア人数の増加

平成26年度 平成33年度
学校支援地域本部事業のボランティ
アの延べ参加者数7,528人 8,500人

主要施策

子どもの育ちを地域ぐるみで支えるため、学校、家庭、地域がそれぞれの役割を果たし、中学
校区ごとのネットワークでつなげ、相互に支援し合います。
「ふるさと郷育」を通して、子どもの生きる力を育成し、ふるさとを愛する心を育てます。また、
地域住民が学んだことを活かせるような場づくりを支援します。
学校や家庭、地域、行政が連携・協働・融合したネットワークを形成し、市民一体となった教

育体制を構築します。

■浜田市の人物読本の紹介・活用
■ふるさと再発見事業
■つなぐ、つながる事業（三世代交流事業、通学合宿支援）
■ふるさと教育推進事業
■学校支援・放課後支援・家庭教育支援事業
■土曜学習支援事業
■自然体験活動の推進

ふるさと郷育の推進1

主な事業・取り組み

ふるさと再発見事業 三世代交流事業
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2 家庭教育支援の推進 4 生涯スポーツの振興 5 歴史・文化の
伝承と創造

3社会教育の推進1 学校教育の充実

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

地域課題の解決支援事業を実施
する公民館数の増加

平成26年度 平成33年度
「地域課題の解決支援事業」に取
り組む公民館の数3公民館 26公民館

公民館の役割を明確にし、地域課題の解決に資する
人づくりを目指した学びの機会を充実します。
地域住民による学習の実践や地域独自の特色ある取

り組みを支援し、住民が主体的に地域課題の解決に取
り組む意識を高め、地域人材の育成支援を進めます。
また、社会教育を推進する拠点施設として、公民館

施設の改修や整備を行います。

■公民館活動推進事業
■地域課題の解決支援事業
■人権学習活動
■公民館施設改修事業

公民館における人材育成と拠点整備2

主な事業・取り組み 公民館活動

課題解決支援に向けた公民館の取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

図書館利用登録率の増加
平成26年度 平成33年度

市民の図書館利用者カード登録
者の割合34.3％ 40％

市民一人当たりの図書貸出冊数
の増加

平成26年度 平成33年度
市民一人当たりの年間の図書貸
出冊数5.0冊 7.0冊

幅広い世代に図書館を利用してもらい、読書活
動が進むよう、郷土の歴史・風俗や人物等に関す
る資料収集を含む多様な分野の図書の所蔵に努め
ます。
また、利用者の様々な相談や要望に対応できる

レファレンスサービス※の充実に努めるとともに、
読み聞かせ等の市民ボランティアと連携した図書
館機能の更なる向上に取り組みます。

■多様な分野の図書の充実
■レファレンスサービスの充実
■「特集展示」コーナーの充実
■ボランティア登録者数の増加
■移動図書館車・簡易閲覧所の運用
■こどもの読書週間、秋の読書週間での読書活動推進事業

図書館サービスの充実3

主な事業・取り組み

※レファレンスサービス　図書館で、資料・情報を求める利用者に対して提供される文献の紹介・提供等の援助のこと。
用
語
解
説

図書館利用者登録数 年度別貸出冊数

H22 H23 H24 H25 H26（年度）

（人）
18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

中央図書館 金城図書館 旭図書館
弥栄図書館 三隅図書館 移動図書館車

H22 H23 H24 H25 H26（年度）

（冊）
３００，０００

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

中央図書館 金城図書館 旭図書館
弥栄図書館 三隅図書館 移動図書館車

子どもの読書

中央図書館
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2 家庭教育支援の推進 3 社会教育の推進 5 歴史・文化の
伝承と創造

4生涯スポーツの振興1 学校教育の充実

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

●　市民のスポーツに対するニーズや関わり方は、高度化・多様化しています。
●　一人ひとりのライフスタイルに応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことがで
きる生涯スポーツ社会の実現が求められています。

●　各スポーツ施設の老朽化に伴い、施設の移設を含め、整備・改修を検討する必要があります。

現状と課題

●　幼児から高齢者までのそれぞれの世代に応じた心身の健康を養うスポーツ・レクリエーション活動を
推進します。

●　各種スポーツ少年団や競技団体等と連携し、スポーツ精神の高揚と競技力の向上を図ります。
●　高齢者をはじめとした市民が気軽にスポーツに親しむことができる環境を整備します。

基本方針

4 生涯スポーツの振興

グラウンドゴルフ大会
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目標 現状値 目標値 目標の説明

総合スポーツ大会参加者の増加
平成26年度 平成33年度

総合スポーツ大会への年間参加者の数2,623人 4,000人

主要施策

一人ひとりのライフスタイルに応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむこ
とができる機会の充実に取り組みます。
また、スポーツリーダーの人材育成と資質の向上に取り組み、スポーツ関係団体やスポーツ推

進委員との連携によるスポーツ・レクリエーション活動推進体制の充実を図ります。

■総合スポーツ大会の開催

スポーツ・レクリエーション活動の推進1

主な事業・取り組み

浜田市総合スポーツ大会

スサノオマジック夢授業
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2 家庭教育支援の推進 3 社会教育の推進 5 歴史・文化の
伝承と創造

4生涯スポーツの振興1 学校教育の充実
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教
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目標 現状値 目標値 目標の説明

トップアスリート教室の開催回
数の増加

平成26年度 平成33年度
トップアスリートによる教室の
年間開催回数2回 4回

目標 現状値 目標値 目標の説明

軽スポーツ教室の開催回数の増加
平成26年度 平成33年度

市が主催する軽スポーツ教室の
年間開催回数6回 12回

スポーツ少年団活動や「ＪＦＡ夢の教室※」の開催を通じて、年少者に対する礼節の尊重や友情
を育む心を養う等のスポーツ精神の高揚を図ります。
また、各種大規模大会を誘致し、競技力の向上と競技人口の拡大を図るとともに、トップアスリー

ト※による教室を開催する等、高いレベルのスポーツに触れる機会の充実に向けて取り組みます。

■「ＪＦＡ夢の教室」の開催　　■トップアスリート等の各種スポーツ教室の開催

スポーツ精神の高揚と競技力の向上2

主な事業・取り組み

※ＪＦＡ夢の教室　　財団法人日本サッカー協会主催のＪリーグやなでしこリーグの現役選手、ＯＢ・ＯＧ等の関係者、その他
種目の現役選手やＯＢ・ＯＧを「夢先生」として小学校に派遣し、「夢の教室」と呼ばれる授業を行う事業。

※トップアスリート　その競技で最高水準の実力を認められている運動選手。

用
語
解
説

地域住民に学校体育施設を開放し、身近で使いやすい施設運営を進めます。
市民が気軽にスポーツに親しむ場として、既存の施設や組織を活用し、学校の運動部活動との

連携を図り、各種スポーツ活動を推進します。
また、各種軽スポーツ活動を活かした生きがいづくり活動を推進します。
一方で、老朽化した各施設や設備の安全対策と計画的な整備・充実に努めます。特に東公園内

の運動施設については、移転も含め整備の検討を行います。

■学校開放事業　　■軽スポーツ活動の推進

スポーツ・レクリエーション環境の整備3

主な事業・取り組み

ウォーキング大会 ふらばーるボールバレー
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●　市民が歴史や文化・芸術をより身近に感じ、楽しみながら豊かな心を創造できるよう、市民参加型の
イベント等を実施し、文化・芸術活動の活性化を図る必要があります。

●　本市の石見神楽をはじめとする伝統文化や天然記念物、史跡等の多くの文化財を保存し、活用すると
ともに、次世代へ継承していく必要があります。

●　石央文化ホールや美術館、資料館等の文化芸術活動施設は、利用者が減少傾向にあり、魅力ある企画
や展示を行うとともに子どもの頃から芸術文化に親しめる環境づくりを推進する必要があります。

現状と課題

●　市民が日常的に芸術・文化に触れられる環境づくりを進めるとともに、市民が主体となった文化活動
を推進します。

●　郷土の歴史や文化財の調査、保存、管理を行い、潤いとゆとりを育み、地域性に富んだ文化の振興に
努めます。

●　平成31年の浜田開府400年を機に、浜田藩や津和野藩をはじめ、地域の歴史・文化の保存と振興に
努めます。

基本方針

5 歴史・文化の
伝承と創造

浜田城三重櫓（天守）復元ＣＧ
（復元：三浦正幸　ＣＧ制作：株式会社エス）
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2 家庭教育支援の推進 3 社会教育の推進 4 生涯スポーツの振興
5歴史・文化の

伝承と創造1 学校教育の充実

Ⅲ 

教
育
文
化
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

石央文化ホール利用者数の増加
平成26年度 平成33年度

石央文化ホールの年間利用者数51,560人 55,000人

市内美術館における創作活動
等の受講者数の増加

平成26年度 平成33年度
市内美術館でワークショップ、創作活
動、講座等によって芸術に触れる人数9,763人 10,000人

主要施策

石央文化ホールの収容力を活かして、大・中規模な公
演や市民参加型イベント等を開催し、日常的に芸術文化
に触れる機会の充実に取り組みます。
世界こども美術館や石正美術館において、芸術の鑑賞

や創作活動、講座、ワークショップ等を開催し、文化芸
術の創造性を高めます。
美術展や文化祭等の市民団体イベントの開催を支援し、

市民が主体となった文化活動を推進するとともに、施設の利用促進に努めます。
子どもたちに本物の芸術を鑑賞してもらえるよう、各種助成制度を活用した巡回公演等の開催

支援を行います。

地域で受け継がれ、守られている石見神楽や田囃子等、伝統文化の保存・継承について、展覧
会の開催や伝統文化フェスティバルの実施等により推進します。
また、伝統芸能等の体験機会を拡大するとともに、各種助成制度を活用して後継者の育成等を

支援します。

■石央文化ホールの管理運営
■世界こども美術館の管理運営
■石正美術館の管理運営
■文化振興事業

■文化振興事業

芸術・文化の振興

伝統文化の保存と継承

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

石央文化ホール
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目標 現状値 目標値 目標の説明

文化財の指定・登録件数の増加
平成26年度 平成33年度

国、県、市が指定した文化財の
件数66件 70件

専門機関や識見者と連携して貴重な文化財や遺跡の計画的な調査と保存を進めるとともに、郷
土の偉人の業績等の再発見と周知に努めます。
また、文化財の分布状況や価値等の調査・研究成果を市民に分かりやすく情報発信し、観光ルー

トや学習教材として活用し、地域への愛着や誇りが持てるように意識の醸成に努めます。

■文化財保存事業
■市内遺跡発掘調査事業
■各指定文化財の管理
■市誌編纂事業

文化財の調査・保存と活用3

主な事業・取り組み

平成31年の浜田開府400年を機に、浜田藩や津
和野藩をはじめ、石見神楽の歴史やユネスコ無形文
化遺産「石州半紙」等の伝統文化資源を活用し、浜田
の魅力を市内外に発信できる地域文化交流拠点を
整備します。

■（仮称）浜田歴史神楽館整備事業
■浜田城周辺整備事業

地域文化の交流拠点づくり4

主な事業・取り組み

浜田城下の古地図
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Ⅳ 

環
境
部
門

自
然
環
境
を
守
り
活
か
す
ま
ち

自
然
環
境
を
守
り
活
か
す
ま
ち

ⅣⅣ
　豊かな自然や美しい景観を引き継ぐため、適切なリサイクル推
進に努めるとともに、自然エネルギーの活用を推進するまちを目
指します。

１　特性を活かした景観形成の推進１　特性を活かした景観形成の推進
1　景観計画、条例の施行	
2　景観づくりの推進
3　自然景観保全の推進

２　環境保全と快適な住環境づくりの推進２　環境保全と快適な住環境づくりの推進
1　環境保全活動の推進
2　生活関連施設整備の推進
3　市民による美化活動の推進	
4　動物愛護の推進

３　地球温暖化対策の推進３　地球温暖化対策の推進
1　再生可能エネルギーの導入促進	
2　エコライフスタイルの推進

４　循環型社会の構築４　循環型社会の構築
1　４つの「Ｒ（アール）」によるごみの減量化の推進	
2　廃棄物の適正な処理の推進

環境部門
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●　本市は、海と砂浜が織り成す美しい海岸線と、緑豊かな山河等の自然や、先人から引き継いできた歴
史文化遺産等、多くの景観資源を有しています。

●　これらの景観資源を守り、育て、創造し、次の世代に伝える必要があります。
●　そのためには、市民、事業者、市民団体、行政等が共通の認識に立ち、連携と協働による景観づくり
を推進する必要があります。

現状と課題

●　景観法に基づく浜田市景観計画や条例を制定し、一定規模以上の建築、工作物の新築、増改築や開発
行為等の届出により、良好な景観形成を誘導します。

●　本市の良好な景観を形成する公共施設の整備や維持管理を行うとともに、情報発信や普及啓発活動等
を通じて、市民、事業者、市民団体、行政等が連携した協働による景観づくりを推進します。

●　市民の心に安らぎと潤いを与える緑豊かな景観づくりを推進するため、市民の景観づくり意識の醸成
を図るとともに、市民との協働による自然景観の保全や緑や花があふれるまちづくりを進めます。

基本方針

1 特性を活かした景観形成の推進

石見畳ヶ浦
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2 環境保全と快適な住
環境づくりの推進 3 地球温暖化対策の推進 4 循環型社会の構築

1特性を活かした
景観形成の推進

Ⅳ 

環
境
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

緑と花の沿道推進事業実施件数
の増加

平成26年度 平成33年度
事業に取り組んだ累積実施件数89件 124件

主要施策

市全域を景観区域とし、更に代表する優れた景観や眺望を有する地区、良好な景観を創ってい
く地区、地域住民の意識やまちづくりの機運が高い地区を重点地区として指定し、良好な景観の
形成の促進を図ります。

景観計画の重点地区等において、景観形成住民協定、景観協定等を締結する地区を中心に景観
形成の支援を行い、景観づくりの推進を図ります。
また、空き家については、景観保全と危険防止の観点から、周辺環境に悪影響を及ぼさないよ

う、所有者等に対して適正な管理に務めるよう啓発を行います。
都市計画の用途地域内において、公道沿いに緑や花があふれる景観づくりを推進します。

リアス式と砂浜の海岸線、「日本の棚田百選」に選定され
ている棚田等の農地や里山集落等、自然豊かな景観の保
全に努め、集落美化活動、道路・河川愛護活動、遊休地
や山林の植栽活動を推進します。

■景観計画、条例の施行

■景観づくり事業
■緑と花の沿道推進事業

■棚田等農地保全整備事業
■美化活動の推進

景観計画、条例の施行

景観づくりの推進

自然景観保全の推進

1

2

3

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

室谷の棚田
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●　先人によって守られてきた豊かな自然環境を後世に引き継ぎ、また快適な住環境を確保するために
は、市民一人ひとりが環境保全・美化に対する意識を高め、行政、市民、事業者、関係団体等が協働し
た取り組みが求められています。

●　浜田浄苑や火葬場等の生活関連施設は、老朽化が進んでいることから、長寿命化や統廃合等の対策を
講ずる必要があります。

●　少子高齢化や核家族化の進展に伴い、犬猫等のペットを飼養する家庭が増加する一方で、鳴き声や糞
尿放置、放し飼い等によるトラブルの事例も発生しています。

現状と課題

●　海、山、川の豊かな資源に恵まれた本市の自然環境を後世に引き継ぐため、水環境の再生、緑の保全、
生物多様性の保全等を目的とした環境保全活動や啓発・教育活動に、市民、事業者、行政が一体となっ
て取り組みます。

●　身近な住環境の快適性を確保するため、生活関連施設を整備するとともに、市民の自発的な環境美化
活動や動物愛護を推進します。

基本方針

2 環境保全と快適な
住環境づくりの推進

浜田川沿道の花植栽活動
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1 特性を活かした
景観形成の推進 3 地球温暖化対策の推進 4 循環型社会の構築

2環境保全と快適な
住環境づくりの推進

Ⅳ 

環
境
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

環境出前講座の開催回数の増加
平成26年度 平成33年度

出前講座の通算開催回数0回 30回

主要施策

本市の豊かな自然環境を守り引き継ぐため、環境保全活動を行う市民団体との連携強化を図る
とともに、学校や公民館等での出前講座を開催する等周知、啓発に努めます。

浜田浄苑は平成９年２月の供用開始から18
年が経過し、機械設備等の耐用年数が経過して
いるため、施設の長寿命化に取り組みます。
また、市内４か所に設置している火葬場につ

いては、老朽化に伴い順次統廃合を進めます。

■環境保全市民団体との連携強化
■環境リーダー研修事業
■環境出前講座の開催

■浜田浄苑環境整備事業
■三隅火葬場増改築事業

環境保全活動の推進

生活関連施設整備の推進

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

浜田浄苑
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目標 現状値 目標値 目標の説明

環境アダプトプログラム登録団
体数の増加

平成26年度 平成33年度
環境アダプトプログラムへの登
録団体数29団体 35団体

快適な住環境を確保するため、地域のサークル
や団体によるボランティア活動を支援し、市民の
美化活動推進に取り組みます。

■環境アダプトプログラム※推進事業

市民による美化活動の推進3

主な事業・取り組み

※アダプトプログラム　道路や河川、公園など公共空間に対して、市民や事業者及び行政が協働で美化活動を行うしく
みのこと。

用
語
解
説

動物の愛護や遺棄防止、無責任な餌やりの制限等についての意識啓発に努めます。
また、犬の飼養者等に対する狂犬病予防注射や飼い方教室等の実施に取り組みます。

■狂犬病予防対策事業
■犬の飼い方教室の実施

動物愛護の推進4

主な事業・取り組み

アダプトプログラムによる活動
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2 環境保全と快適な住
環境づくりの推進 4 循環型社会の構築

3地球温暖化
対策の推進

1 特性を活かした
景観形成の推進

Ⅳ 

環
境
部
門

●　二酸化炭素の排出や森林の伐採等により、地球温暖化は進行し、海面上昇や異常気象を招く等、今
なお全世界的な問題としてその対策が求められています。このため、自然エネルギーの利用や省エネル
ギー推進のために、個人や家庭、市民団体・グループ、事業所等における足元からの活動が不可欠となっ
ています。

●　公共施設に太陽光発電システムやバイオマス発電設備を整備する等の取り組みを行ってきましたが、
引き続き、環境にやさしい再生可能エネルギーの導入促進に取り組む必要があります。

現状と課題

●　市民、事業者、行政が一体となって地球温暖化対策に取り組み、地球環境にやさしく、環境負荷の少
ない資源循環型社会の構築を目指して、省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入に努めます。

基本方針

3 地球温暖化対策の推進

風力発電所



第３章 第３節前期基本計画 部門別計画 Ⅳ  環境部門

86

目標 現状値 目標値 目標の説明

はまだエコライフ推進隊の会員
数の増加

平成26年度 平成33年度
はまだエコライフ推進隊の会員数143会員 190会員

目標 現状値 目標値 目標の説明

はまだエコライフ推進隊の会員
数の増加

平成26年度 平成33年度
はまだエコライフ推進隊の会員数143会員 190会員

主要施策

住宅用太陽光発電システムの設置支援を行うとともに、太陽光や太陽熱、風力、バイオマス等
の再生可能エネルギーの企業等による導入に対する支援や行政による施設活用を行い、環境にや
さしい再生可能エネルギー※の導入を促進します。
また、再生可能エネルギーへの理解とその普及に努めるため、地域、事業者、行政が協働した

エネルギー・環境教育の取り組みに向けて検討を進めます。

■住宅用太陽光発電システム設置補助
■公共施設等における再生可能エネルギー設備導入

再生可能エネルギーの導入促進1

主な事業・取り組み

国の新たな二酸化炭素削減目標等を踏まえ
た活動を公益財団法人しまね自然と環境財団
やエコライフ※推進隊等と協働で取り組み、市
民への有用な情報も広く発信し、エコライフ
を啓発していきます。

■もったいない推進事業
■マイバッグ持参運動の推進

エコライフスタイルの推進2

主な事業・取り組み

※再生可能エネルギー　エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの。（太陽光、風力、水力、
地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスが規定されている。）

※エコライフ　　　　　地球に負担の少ない生活スタイルのこと。

用
語
解
説

世界にひとつのマイバッグづくり
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2 環境保全と快適な住
環境づくりの推進 3 地球温暖化対策の推進 4循環型社会の構築1 特性を活かした

景観形成の推進

Ⅳ 

環
境
部
門

H21 H22 H23 H24 H25 H26
ごみの総排出量（ｔ） 21,580 21,488 21,536 21,659 21,709 21,427
一人あたりの排出量（g） 961 958 972 989 1,003 1,004
リサイクル率（％） 25.3 24.1 24.6 24.0 24.0 23.7

●　国においては、平成12年の循環型社会形成推進基本法を制定以降、処理・処分を中心としたシステ
ムから、ごみの減量と、有効利用を図ることにより環境への負荷が少ない「循環型社会」の構築を目指し
ています。

●　市民や事業者の意識の醸成を図りながら、ごみの排出抑制や減量化、資源化を積極的に進めています
が、市民一人あたりのごみ排出量は増加傾向にあり、引き続き深化した取り組みが求められています。

●　平成23年度から不燃ごみの被覆型埋立処分場の供用を開始しましたが、廃プラスチックの処分方法や
高齢者にとって分かり易いごみの分別収集も含め、その延命のための対策を研究する必要があります。

現状と課題

●　地域で循環型社会を構築するため、ごみの減量化や資源化に関する意識啓発に努め、資源を有効活用
する地域循環システムの形成を目指します。

基本方針

4

ごみの総排出量と一人あたり一日平均排出量の推移

リサイクルセンターの見学

H21 H22 H23 H24 H25 H26

（t）
21,800
21,600
21,400
21,200
21,000
20,800
20,600
20,400
20,200

（g）
1,250

1,200

1,150

1,100

1,050

1,000

950

20,000 900

ごみの総排出量 一人あたりの排出量
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目標 現状値 目標値 目標の説明

市民一人あたりのごみ排出量の
減少

平成26年度 平成33年度
総ごみ排出量÷本市人口÷365
日1,004g 967g

ごみのリサイクル率の増加
平成26年度 平成33年度

（直接資源化量＋中間処理後資源
化量）÷総ごみ排出量×10023.7％ 24.6％

主要施策

ごみを減らす「４Ｒ」に取り組み、環境にやさしい、無駄のない暮らしを
目指すため、市民の自主的な取り組みが広がるように各種啓発活動や情報
提供等を行います。

■生ごみ処理機購入費の助成
■もったいない推進事業

４つの「Ｒ
アール

」によるごみの減量化の推進1

主な事業・取り組み

ごみの飛散がない環境配慮型の被覆型埋立処分場を有効に利用し、環境への負荷の少ない適正
なごみ処理を行います。さらに、ごみ焼却の過程で出るスラグ※の再利用に努めるとともに、廃
プラスチックの焼却による埋立処分場の延命化を目指します。
また、後を絶たない不法投棄については、防止のための環境パトロールの強化や監視カメラの

設置、意識啓発に努めます。

■ごみ処理対策事業
■不法投棄ごみゼロ運動

廃棄物の適正な処理の推進2

主な事業・取り組み

※スラグ　金属の製錬に際して、溶融した金属から分離して浮かぶかす。道路の路盤材やコンクリート骨材として広く
用いられる。

用
語
解
説

Refuse（リフューズ）：ごみになるものは断る

Reduce（リデュース）：ごみを減らす

Reuse（リユース）：繰り返し使用する

Recycle（リサイクル）：再生して利用する

買い物にはマイバッグを持って、過剰包装を断ります。

シャンプー等は、詰め替え用で補充します。

（何度でも洗って使える）リターナブル容器に入ったも
のを選びます。

廃食用油、古着・古布等の拠点回収リサイクル事業を
利用します。

リユース食器
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Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

生
活
基
盤
が
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ま
ち

生
活
基
盤
が
整
っ
た
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち

ⅤⅤ
　生活の基盤となる道路や鉄道、港湾等の交通基盤を充実するとと
もに、情報通信基盤を整備し、快適に暮らせるまちを目指します。

１　道路網の整備１　道路網の整備
1　山陰道（浜田～益田間）の整備促進
2　県道改良事業の促進
3　農道、広域基幹林道整備事業
4　市道改良事業

２　公共交通の充実２　公共交通の充実
1　わかりやすい公共交通ネットワークの構築
2　交通弱者にやさしい移動手段の確保
3　利用しやすい交通環境の整備

３　地域情報化の推進３　地域情報化の推進
1　ＧＩＳ（地図情報システム）情報の公開推進
2　クラウド化の推進
3　システムの安全性・継続性の確保
4　携帯電話不感地域の解消

４　充実した都市基盤の整備４　充実した都市基盤の整備
1　浜田駅周辺整備
2　城山公園整備
3　市役所周辺整備

５　快適な生活基盤の整備５　快適な生活基盤の整備
1　きれいで安全な水道水の供給
2　快適な生活環境づくりに向けた下水道の整備
3　住みやすい住宅環境の整備
4　まちづくりの基本である地籍の明確化

生活基盤部門



浜田三隅道路
延長14.5㎞

平成28年度開通予定
延長6.4㎞

平成27年3月14日開通
延長8.1㎞

開通区間
事業中区間
未事業化区間

浜田JCT
西村IC

久城IC
旭IC

金城PAスマートIC

瑞穂IC

大朝IC

千代田JCT

広島北JCT広島北IC

広島東IC

広島IC
西風新都IC
広島JCT

浜田東IC

浜田IC

江津西IC

江津IC

松江玉造IC

東出雲IC

安来IC

宍道IC

三刀屋木次IC

吉田掛合IC
雲南吉田IC

斐川IC

出雲IC
湯里IC

石見福光IC

高津IC

原井IC

浜田港IC

石見三隅IC

遠田IC

浜田自動車道

仁摩・石見銀山IC

須子IC

温泉津IC
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●　国道、県道及び広域農道等の主要幹線道路は、遂次改良が進められています。これらの道路と山陰道
を早期に結ぶ高速ネットワークの整備が期待されています。

●　市道や農林道は、地域に密着した生活道であり、快適な生活を送るためには整備が必要です。

現状と課題

●　高速ネットワークの整備に向け、山陰自動車道の早期整備を推進します。
●　快適な市民生活を確保し、地域の産業振興を図るため、自治区間を20分で連絡する地域内道路ネッ
トワークを整備するとともに、緊急車両が円滑に通行できる市道の改良を促進します。

基本方針

1 道路網の整備

浜田ジャンクション付近

島根県内高速道路整備予定図
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2 公共交通の充実 3 地域情報化の推進 4 充実した
都市基盤の整備

5 快適な
生活基盤の整備

1道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

浜田三隅道路の全線開通
平成26年度 平成33年度 ・浜田三隅道路全線14.5Kmの供

用開始
・石見三隅ＩＣの供用開始

一部
供用開始

平成28年度
供用開始

三隅益田道路の全線開通
平成26年度 平成33年度 ・三隅益田道路全線15.2Kmの供

用開始
・（仮称）岡見ＩＣの供用開始事業中 供用開始

目標 現状値 目標値 目標の説明

県道改良促進
平成26年度 平成33年度

14路線の内７路線、13工区の完
了をめざす。14路線

（21工区）
7路線

（8工区）

主要施策

山陰道は、地域経済の発展や福祉・医療における活動に
必要不可欠であり、災害時において国道９号の代替路線と
して機能する重要な道路であることから、早期整備を推進
します。

主要地方道や一般県道は、広域的な観光ルートを形成するとともに、各支所間を連絡する重要
な幹線道路であることから、道路改良を促進します。

■浜田三隅道路
■三隅益田道路

■国道186号、浜田八重可部線、浜田美都線、三隅美都線、田所国府線、桜江金城線、弥栄旭イ
ンター線

■三隅井野長浜線、今福芸北線、美川周布線、黒沢安城浜田線、佐野波子停車場線、一ノ瀬折居線、
益田種三隅線

山陰道（浜田～益田間）の整備促進

県道改良事業の促進

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

浜田三隅道路開通式
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目標 現状値 目標値 目標の説明

農道整備促進
平成26年度 平成33年度

３路線合計の整備率
（３路線完了）69％ 100％

林道整備促進
平成26年度 平成33年度

３路線合計の整備率
（３路線の内１路線完了）78％ 90％

目標 現状値 目標値 目標の説明

市道浜田527号線道路改良
平成26年度 平成33年度 〔浜田自治区〕

浜田駅周辺の市道を整備し、駅
南北の連絡を円滑にする。0％ 100％

市道小国峠線道路改良
平成26年度 平成33年度

〔金城自治区〕
狭小な市道の改良を行う。0％ 50％

市道戸地線道路改良
平成26年度 平成33年度 〔旭自治区〕

集落間を結ぶ幹線市道の整備を
行う。10％ 40％

市道谷線道路改良
平成26年度 平成33年度

〔弥栄自治区〕
主に突角剪除を行う。0％ 50％

市道白砂１号線道路改良
平成26年度 平成33年度 〔三隅自治区〕

急カーブ、狭小市道の改良、及
び集落の環状機能の充実を図る。30％ 50％

農産物や林産物の搬出に重要な役割を果たしていることから、道路整備を促進します。

■一般農道田原地区　　　　　　　　　　　■林道足尾線、金城弥栄線、三隅線
■一般農道はまだ中央地区、櫟田原地区

農道、広域基幹林道整備事業3

主な事業・取り組み

策定された道路計画に基づき、着実に整備を進めます。幅員狭小の行き止まり道路については、
回転場の整備を行います。

■市道浜田527号線道路改良	 ■市道谷線道路改良
■市道小国峠線道路改良	 ■市道白砂１号線道路改良
■市道戸地線道路改良

市道改良事業4

主な事業・取り組み



第
３
章

第
３
節

前
期
基
本
計
画

部
門
別
計
画

93

3 地域情報化の推進 4 充実した
都市基盤の整備

5 快適な
生活基盤の整備

2公共交通の充実1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

●　自家用車の普及・拡大と人口減少の影響により、路線バス等の公共交通利用者は、年々減少傾向にあ
ります。

●　一方で、自家用車を運転できない交通弱者にとって、公共交通は、生活に必要不可欠なサービスです。
なかでも特に、高齢者が安心して生活（通院・買い物等）できる交通手段の確保や移動支援策の構築は、
早急に取り組むべき課題となっています。

●　将来にわたって安心して利用できる持続可能な公共交通サービスを展開するためには、市の財政負担
の軽減に努めるとともに、法改正に対応した新たな施策の導入、公共交通の利用促進に取り組む必要が
あります。

●　また、浜田市と周辺自治体に関連する広域交通（国道9号沿いのバス路線やＪＲ山陰本線・三江線等）
の維持存続に向けては、関係自治体と連携した取り組みの強化が必要です。

現状と課題

2 公共交通の充実

石見交通バス乗車人数の推移（浜田市バス運行対策費補助対象路線）

浜田市生活路線バス

H21H20H19H18H17 H22 H23 H24 H25 H26

（万人）
150

100

50

（年度）0

119 118 117 115

99 99 95 91 86 89
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目標 現状値 目標値 目標の説明

生活路線バス１便当たり利用者
数の維持

平成26年度 平成33年度
生活路線バス１便当たりの年間
利用者数2.0人／便 2.0人／便

以上

予約型乗合タクシー１便当たり
利用者数の維持

平成26年度 平成33年度
予約型乗合タクシー１便当たり
の年間利用者数1.8人／便 1.8人／便

以上

●　市民・交通事業者・行政の協働により、高齢者等の交通弱者が安心して生活できる持続可能な公共交
通網の構築に取り組みます。

基本方針

主要施策

通勤・通学・通院・買い物等の市民生活に必要な路線バスや予約型乗合タクシー※等の公共交
通を確保します。
また、地域ニーズへの対応と財政負担の軽減を念頭に、既存の交通サービスの見直し等を行い、

より効率的でわかりやすい公共交通網への再編に取り組みます。

■路線バス利用促進事業	
■生活路線バス運行事業
■予約型乗合タクシー運行事業
■地域公共交通再編事業

わかりやすい公共交通ネットワークの構築1

主な事業・取り組み

※予約型乗合タクシー　玄関先から目的地までドア･トゥ･ドアで移動できる低料金の乗合タクシー。
　　　　　　　　　　　デマンドタクシー。

用
語
解
説
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3 地域情報化の推進 4 充実した
都市基盤の整備

5 快適な
生活基盤の整備

2公共交通の充実1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

輸送事業に取り組む地域自主組
織数の増加

平成26年度 平成33年度
主体的に輸送事業に取り組む地
域自主組織の数1団体 3団体

目標 現状値 目標値 目標の説明

環境整備を実施したバス停数の
増加

平成26年度 平成33年度 市がベンチや上屋の設置等、環
境改善に取り組んだバス停数の
累計3か所 6か所

地域や交通事業者と連携して、高齢者等の交通弱者に配慮
した「ドア・トゥ・ドア型」の移動手段の確保に取り組みます。
また、敬老乗車券交付事業の本格導入により、運賃負担を

軽減し、高齢者等が外出しやすい環境づくりに努めます。

■予約型乗合タクシー運行事業
■自治会等輸送活動支援事業
■敬老乗車券交付事業

交通弱者にやさしい移動手段の確保2

主な事業・取り組み

バス停の待合環境の改善や、乗り継ぎしやすいダイヤの設定、高齢者等の利用に配慮した車両
の導入等、公共交通利用者の利便性向上に取り組みます。
また、地域経済の活性化を意識した新たな利用促進の仕組みづくり等を推進し、公共交通利用

者の減少抑制に努めます。

■地域公共交通再編事業
■生活路線バス車両整備事業

利用しやすい交通環境の整備3

主な事業・取り組み

予約型乗合タクシー
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●　全市に光ケーブル網を設置し、ＣＡＴＶ網と携帯基地局の整備を積極的に進める等した結果、高速情
報通信基盤の整備は概ね完了しています。

●　ＩＴ技術は日進月歩で進展しており、ＩＴ技術を活用した施策は地域の活性化に大きく影響すること
から、更なる施策の展開が必要となっています。

●　ＩＴを活用した行財政改革のための分析提案を行い、防災防犯、コミュニティ活性化、産業の振興、
観光交流の促進、医療・福祉の充実、学力の向上等に寄与することが必要です。

現状と課題

●　既に整備した高速情報通信環境とＩＴ技術を活用し、より利便性・経済性・安全性・継続性の向上し
たシステムやサービスの提供を目指します。

基本方針

3 地域情報化の推進

石見ケーブルビジョン
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2 公共交通の充実 4 充実した
都市基盤の整備

5 快適な
生活基盤の整備

3地域情報化の推進1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

市民向けのＧＩＳ情報提供
平成26年度 平成33年度

市民向け公開レイヤー数0 14

目標 現状値 目標値 目標の説明

各種システムのクラウドサービ
スへの切り替え

平成26年度 平成33年度
庁内システムをクラウドサービ
スに切り替えた件数2件 7件

主要施策

地図情報に関連した情報の公開を行います。
特に、市民にとって有益な「ＡＥＤ※の設置場所」、「ハザードマップ」、「避難所マップ」等、災害

関連情報の提供を行います。

クラウドサービス※を活用することで、コス
トの削減を図りつつ住民サービスの向上を図り
ます。

■統合型ＧＩＳ管理事業

■基幹系システム次世代化事業
■情報ネットワークシステム再構築事業

ＧＩＳ（地図情報システム）情報の公開推進

クラウド化の推進

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※ＡＥＤ　　　　　　電気ショックが必要な心臓の状態を自動で判断し、心臓に電気ショックを与えることができる機
器。自動体外式除細動器。

※クラウドサービス　インターネット上でデータ等を保存するサービスのこと。

用
語
解
説

浜田市役所サーバールーム
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目標 現状値 目標値 目標の説明

ＢＣＰ（事業継続計画）の策定・
運用

平成26年度 平成33年度
ＢＣＰ計画を策定する未策定 策定

目標 現状値 目標値 目標の説明

携帯電話不感地域の解消
平成26年度 平成33年度

携帯電話が利用できない集落の数8集落 0集落

社会保障・税番号制度（マイナンバー）が開始される中で、セキュリティ※対策の重要性はこれ
まで以上に増大するため、適切な投資を行います。
また、自然災害や火災等の緊急事態においても公共サービスの継続・早期復旧を可能とするた

め、情報システムのＢＣＰ（事業継続計画）※を策定します。

■基幹系システム次世代化事業
■情報ネットワークシステム再構築事業

システムの安全性・継続性の確保3

主な事業・取り組み

携帯電話やスマートフォン※は日常生活の様々な場面で活用さ
れており、災害時や緊急時の連絡手段としても重要視されてい
ることから、どこの地域でも利用できる環境が必要になってい
ます。
このような移動型通信機器の環境整備は、必要不可欠な地域

の生活基盤として捉え、不感地域の解消に努めます。

■移動用通信鉄塔整備事業

携帯電話不感地域の解消4

主な事業・取り組み

※セキュリティ　　　　　人、地域、住居社会、地域社会、国家、組織、資産などを対象とした、害からの保護。
※ＢＣＰ（事業継続計画）　緊急事態（自然災害や大火災、テロ等）に陥った場合に、そこで被る損害を最小限におさえつ

つ、公共サービスを継続したり、早急に復旧したりするために、日頃行う活動や、緊急時の
行動をまとめたプランのこと。

※スマートフォン　　　　パソコンに近い性質を持った多機能性携帯電話。

用
語
解
説

移動用通信鉄塔
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2 公共交通の充実 3 地域情報化の推進 5 快適な
生活基盤の整備

4充実した
都市基盤の整備1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

●　核家族化、モータリゼーション※の進展等から、平地が少ない本市は、郊外での開発等による人口流
出が進み、中心市街地の空洞化が懸念されます。

●　人口減少、少子高齢化が進む中、市街地の拡大を抑制し、これまでに整備してきた社会資本ストック
を有効に活用するとともに、中心市街地や地域生活拠点に都市機能を誘導し、充実することにより、効
率的でコンパクトな都市づくりを進める必要があります。

現状と課題

●　既存の都市基盤施設の有効活用を図るとともに、中心市街地並びに各地域生活拠点を中心とした都市
機能の誘導、充実によるコンパクトでまとまりのある集約型市街地の形成を図ります。

●　集約型市街地の形成を図るためには、魅力ある都市空間の形成が必要となります。浜田駅周辺、城山
公園周辺、市役所周辺等を中心に魅力ある都市空間の形成を図り、利便性の向上と観光、交流人口の増
加による賑わいの創出を図ります。

基本方針

4 充実した都市基盤の整備

※モータリゼーション　自動車の大衆化。
用
語
解
説

浜田駅周辺
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主要施策

浜田駅を中心として土地区画整理事業や駅北開発を行い、土地利用が充実しつつあります。更
なる南北一体化のための自動車動線の確保や本地区にふさわしい有効な土地利用の誘導等による
賑わいの創出を図ります。

城山公園は、眺望に優れた桜の名所として多く
の市民等に親しまれている中心市街地の貴重な都
市基盤施設であることから、立地性や地域独自の
資源として活用し、地域愛を深めるとともに、観
光、交流の場となる整備を行い、市街地の魅力と
賑わいの創出を図ります。

市役所、国の浜田法務総合庁舎等が立地する市役所周辺地区について、市民等に直結する行政
機関等の集約化、高度化によるワンストップサービスの形成を目指します。

■市道浜田555号線改良
■市道浜田556号線改良
■土地の有効利用

■（仮称）浜田歴史神楽館建設
■環境整備

■国、県、市の行政施設の合築
■警察跡地の有効活用

浜田駅周辺整備

城山公園整備

市役所周辺整備

1

2

3

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

城山公園
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2 公共交通の充実 3 地域情報化の推進 4 充実した
都市基盤の整備

5快適な
生活基盤の整備1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

●　水道事業は、国の方針に基づき平成28年度末に簡易水道事業を統合することになっており、統合に伴
う経営基盤の強化や老朽管路の更新等が大きな課題となっています。

　　工業用水道は、中国電力三隅発電所及び誘致企業に工業用水を供給しています。
●　下水道事業は、集合処理や合併処理浄化槽等の整備を行ってきましたが、市街地での下水道整備に未
着手のため、市全体としては整備が進んでいない状況です。

　　（平成26年度末の汚水処理人口普及率　浜田市44.１％、島根県77.0％）

●　市営住宅は、老朽化した住宅が増えており、今後、これらの維持、管理、建替を含めた整備等を行う
ため、建替費用や修繕費用を抑制し、計画的・効率的な住宅施策を進める必要があります。

●　民間の木造住宅については、地震等の災害に備えるため耐震診断や耐震改修を行う必要があります。
また、空き家については年々増加しており、安全性の観点から適正な管理が求められています。

●　本市の地籍調査は、平成26年度末で約40％の進捗率であり、全国平均の約51％を下回っています。
特に、過疎・高齢化が進む中山間地域においては、山林の荒廃と境界の不明化が進み、境界の確認が困
難になることが危惧されており、地籍調査の早急な実施が必要です。

現状と課題

5 快適な生活基盤の整備

美川浄水場

汚水処理人口普及率

H21 H22 H23 H24 H26H25

（％）
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80

60

40
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0

70.4
77.076.274.073.472.1

38.9
44.143.141.841.440.3

島根県 浜田市

（年度末）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

管路の耐震化率の増加

平成25年度 平成33年度 災害拠点病院等の重要給水施設
への耐震管路の割合
H25延長　324,510ｍ
H33延長　330,000ｍ

10.5％
（33,973ｍ）

21.2％
（70,000ｍ）

●　水道事業は、引き続き市民が安心して水道を利用できるよう、事業の統合や施設の効率的な整備を進
めます。

●　下水道事業は、市街地での公共下水道整備に積極的に取り組むとともに、既存の集合処理事業への接
続率の向上や合併処理浄化槽設置への助成継続に努め、地域の実情に応じた手法により整備を進めます。

●　市営住宅等の整備については、浜田市住宅マスタープランや浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき、
良好な居住環境を保全するために、既存住宅の適切な管理と維持保全を行いつつ、社会情勢の変化によ
り多様化する住宅ニーズに対応した住宅施策を進め、市民生活の安定と社会福祉の増進に努めます。

●　浜田市建築物耐震改修促進計画に基づき民間の木造住宅の耐震化を図ります。また、空き家の適正な
管理に関する啓発を行い、住みやすい環境の整備に努めます。

●　地籍調査については、境界トラブルの未然防止、登記手続きの簡素化、土地取引の円滑化、公共事業
の迅速な推進を図るため、計画的に事業を進めます。

基本方針

主要施策

簡易水道事業を統合し、全市一つの水道事業として運営します。きれいで安全な水道水を市民
に供給することは水道事業の使命ですが、独立採算が原則のため、今後も安定的に水道水を供給
するためには経営基盤の強化が必要であり、水道料金の改定・統一を行います。
また、水道水の安定供給のため、管路更新計画を策定し、老朽管等の計画的な更新・改良に努

めます。
特に、浜田医療センターをはじめとした主要医療機関等への管路更新を優先して取り組みます。
工業用水道は、三隅発電所２号機の建設計画に合わせて必要な水量を供給します。

■簡易水道事業の水道事業への統合
■水道料金の改定（全市統一）
■老朽施設の更新や耐震化
■三隅発電所2号機への工業用水の配水

きれいで安全な水道水の供給1

主な事業・取り組み
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2 公共交通の充実 3 地域情報化の推進 4 充実した
都市基盤の整備

5快適な
生活基盤の整備1 道路網の整備

Ⅴ 

生
活
基
盤
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

汚水処理人口普及率の増加
平成26年度 平成33年度

汚水処理施設が整備されている
区域内人口の割合44.1％ 51％

中心市街地における公共下水道整備については、最優先で実施し、平成30年度には工事着手
ができるよう事業推進に努めます。特に本市は、国土交通省の低コスト型下水道整備モデル都市
に選定されており、国土交通省と直接協議しながら、概ね30年程度で整備完了となるよう円滑
な事業推進に取り組みます。
下水道事業は、住民に清潔で快適な生活をもたらすのみならず、河川等の水質を保全し、海の

資源を豊かにするためにも重要な事業であり、これまでに整備を進めてきた公共下水道事業、農
業・漁業集落排水事業への接続をさらに推進するとともに、個人への合併処理浄化槽設置助成事
業を行う等、地域に応じた快適な生活環境づくりに向けた取り組みを行います。

■市街地における公共下水道事業の推進
■合併処理浄化槽設置助成事業（個人設置）

快適な生活環境づくりに向けた下水道の整備2

主な事業・取り組み

市営住宅の適正な配置と管理を目指し、平成28年
度に浜田市住宅マスタープランを策定します。その
計画に基づき、老朽化した住宅の集約建替等や用途
廃止した住宅の解体を行います。
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき、耐久性

を向上させる等の改修工事を行い、既存住宅の有効
活用に努めます。
市内の木造住宅の耐震化や空き家の所有者に対す

る適正管理の意識啓発を行い、安全で良好な住環境
の整備を推進します。

■市営住宅適正配置事業
■公営住宅等長寿命化改修事業
■小福井住宅建替事業
■木造住宅耐震化等促進事業
■住宅リフォーム助成事業

住みやすい住宅環境の整備3

主な事業・取り組み

市営長浜西住宅



第３章 第３節前期基本計画 部門別計画 Ⅴ  生活基盤部門

104

目標 現状値 目標値 目標の説明

地籍調査実施済み面積の増加
平成26年度 平成33年度 第６次国土調査事業

10年計画（平成22年度～平成31
年度）の目標値を2か年スライド

266.89㎢
（40.0％）

406.97㎢
（61.0％）

平成25年度に調査完了となった旭自治区を除く
４自治区において、平成22年度から始まった第６
次国土調査事業10箇年計画に基づき、目標達成に
向けて積極的に事業に取り組みます。

■地籍調査事業
　調査対象面積
　A＝667.64㎢

まちづくりの基本である地籍の明確化4

主な事業・取り組み

地籍調査
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部
門

安
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暮
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る
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ち

安
全
で
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し
て
暮
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せ
る
ま
ち

ⅥⅥ
　市民と行政が協働で、地域の防災や防犯活動を推進し、安全で
安心して暮らせるまちを目指します。

１　災害に強いまちづくりの推進１　災害に強いまちづくりの推進
1　住民への情報周知手段の確保・充実
2　共助による地域防災力の向上
3　災害応急活動体制の整備
4　防災事業の推進
	

２　地域防犯力の強化・交通安全対策の推進２　地域防犯力の強化・交通安全対策の推進
1　地域における防犯意識の高揚と犯罪のない地域社会の形成
2　安全で快適な交通環境づくり

３　消防・救急体制の充実３　消防・救急体制の充実
1　消防本部・消防署の体制の強化
2　適切な救命処置と救急業務高度化への対応
3　地域における救急救命体制の整備
4　火災に強いまちづくり
5　消防団の充実強化と消防本部・支所との連携強化

防災・防犯・消防部門
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●　本市は、過去に幾度となく集中豪雨による激甚災害に見舞われ、その教訓を活かした災害に強いまち
づくりが求められており、より一層防災・減災対策を推進していく必要があります。

●　集中的な豪雨や竜巻、新型インフルエンザ等の新たな感染症、武力攻撃やテロ等、様々な危機への的
確な対応が求められており、各種の危機情報や警報、避難の指示・誘導等の情報を市民に確実に伝える
必要があります。

●　自助・共助・公助の考え方に基づき、市民の防災意識の高揚に努めるとともに、自主防災組織の設立
や活動支援を行い、地域における防災力の向上を図る必要があります。

●　国や県等の行政機関、電気通信や電力供給等の公共機関との連携体制の更なる強化、他自治体等との
相互応援体制の充実、また、地域の事業者等と災害支援に関する協定の締結等により、災害応急活動体
制の整備・充実を図る必要があります。

現状と課題

●　「自助」、地域社会がお互いを守る「共助」、「公助」の適切な役割分担に基づく防災協働社会の実現を目
指し、「災害に強い、安全で安心な活力あるまちづくり」を推進します。

●　浜田川総合開発と矢原川ダムの建設を推進するとともに、地すべりや土石流対策、急傾斜地崩壊対策、
海岸保全対策等の防災事業を推進します。

●　生命または身体に著しい危害が生じるおそれがある土砂災害特別警戒区域に関する様々な情報提供を
進めます。

基本方針

1 災害に強いまちづくりの推進

総合防災訓練（消防団活動）
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2 地域防犯力の強化・
交通安全対策の推進 3 消防・救急体制の充実

1災害に強い
まちづくりの推進

Ⅵ 

防
災
・
防
犯
・
消
防
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

屋外子局数の増加（浜田自治区）
平成26年度 平成33年度

屋外拡声子局の数33局 53局

防災防犯メール登録者数の増加
平成26年度 平成33年度

浜田市防災防犯メールに登録し
ている者の数5,826人 10,000人

目標 現状値 目標値 目標の説明

自主防災組織の組織率の増加
平成26年度 平成33年度

世帯数に対する組織された地域
の世帯数の割合46.5％ 85.0％

主要施策

災害発生時に最も重要なのは、早期避難等の住民の自主的な行動（自助）です。避難の判断をす
るためには、早くて正確な情報提供が必要です。
このため、防災行政無線屋外拡声子局の増設や、防災防犯メール登録者数の増加に努めるとと

もに、気象情報や避難準備情報等、より多くの住民の方への正確な情報伝達に努めます。
また、ハザードマップについては、必要に応じて最新の情報に更新し、見やすくわかりやすい

ものに改定します。

災害発生時には、公的機関のみでは十分な対処ができないため、日頃から地域や近隣の人々が
集まって、互いに協力しながら防災活動に取り組む「共助」が必要となります。
このため、自主防災組織の設立を進め、未設立の地域に対しては、防災出前講座による啓発活

動の実施や、防災資機材の購入費補助等により設立を支援します。
また、避難行動要支援者に対しては、地域住民が避難行動要支援者名簿を活用し、個別支援計

画の作成ができるよう支援を行います。

■防災行政無線屋外拡声子局増設事業
■防災無線等施設維持管理

■地域安全まちづくり事業

住民への情報周知手段の確保・充実

共助による地域防災力の向上

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

総合防災訓練参加者数の増加
平成26年度 平成33年度

市総合防災訓練に参加する関係
者、市民の人数の累計600人 10,000人

災害発生又はそのおそれがある場合には、災害対策本部等において迅速・的確な応急対策を行
う必要があるため、ＩＰ無線機等の導入や、県防災情報ネットワーク再整備等を進めるとともに、
食料、飲料水、生活必需品、防災資機材等の備蓄を進め、指定避難所の適正配置や設備の改善に
努めます。あわせて、他自治体等との相互応援協定を拡充し、災害応急活動体制の整備を進めま
す。
また、住民参加型の総合防災訓練を関係機関と連携して実施し、災害対応に対する住民理解の

向上に努めます。
海難（水難）事故については、海上保安部、警察署、民間団体等と協力し、迅速に対応できる体

制の整備に努めます。

■備蓄物資配置事業
■災害時連絡体制確保事業
■県防災情報ネットワーク再整備事業

災害応急活動体制の整備3

主な事業・取り組み

二級河川浜田川流域の治水、利水対策と
して浜田川総合開発事業（第二浜田ダム建設
及び浜田ダム再開発）を進めます。
また、二級河川三隅川流域では既設の御

部ダムと建設中の矢原川ダムの洪水調整に
より、過去に甚大な浸水被害を受けた三隅
市街地を守ります。

■浜田川総合開発事業（県事業）
■矢原川ダム事業（県事業）

防災事業の推進4

主な事業・取り組み

総合防災訓練（市民避難活動）
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1 災害に強い
まちづくりの推進 3 消防・救急体制の充実

2地域防犯力の強化・
交通安全対策の推進

Ⅵ 

防
災
・
防
犯
・
消
防
部
門

2 地域防犯力の強化・交通安全
対策の推進

●　近年の急激な社会環境の変化に伴い、人々の価値観や生活様式は多様化し、地域社会における連帯感
や規範意識の希薄化が顕著になってきており、暮らしの安全と安心を確保するためには、地域社会が持
つ犯罪を抑止する機能の充実強化が重要な課題となっています。

●　浜田警察署管内での犯罪は減少傾向にありますが、高齢者を狙った還付金詐欺や悪質な訪問販売、不
審者による女性や子どもへの声かけ事案等は続いており、犯罪を未然に防止するために警察と関係機
関、市民、地域が連携した地域ぐるみの防犯体制を強化する必要があります。

●　近年交通事故死者数に占める高齢者の割合が高い傾向が続いています。今後ますます高齢化が進展す
る中、高齢者の交通事故防止活動を強力に推進し、きめ細かな高齢者支援対策を図る必要があります。

●　子どもの交通事故対策については、学校、保護者等と協力しながら交通ルールと正しい交通マナーを
身に付けさせるための実践的な交通安全指導が必要です。また、見守り隊等のボランティア団体との連
携、通学（園）路の危険箇所の把握・改善等により、登下校（登降園）時の交通事故等の防止を図る必要が
あります。

現状と課題

●　犯罪防止に配慮した生活環境の整備に努めるとともに、「自分たちのまちは自分たちで守る」、「地域の
安全は地域で守る」という市民の防犯意識を高め、市民と行政が一体となった地域ぐるみの防犯活動を
推進します。

●　交通安全施設の整備・拡充に努めるとともに、警察等の関係機関と連携し、市民に対する交通安全教
育、啓発活動を推進します。

基本方針

交通安全啓発活動（一日おまわりさん）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

防犯出前講座の開催回数の増加
平成26年度 平成33年度

講座の年間開催回数6回 40回

主要施策

浜田市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例の基本理念に基づき、市民一人ひとりの自主防
犯意識の高揚を図るとともに、自主的な活動を活性化し、連携が深まる活動を促進します。
また、子どもや高齢者等の防犯上配慮を要する人について、被害防止等の取り組みを進めると

ともに、防犯設備士等の有資格者等を有効活用し、地域住民が連携して地域全体で子どもや高齢
者等を見守る活動を促進します。

■地域安全まちづくり事業
■協議会等負担金

地域における防犯意識の高揚と犯罪のない地域社会の形成1

主な事業・取り組み

警察、交通安全協会、学校、交通指導員等と連携
し、高齢者や子どもの年齢層に応じた交通安全教育
を推進します。
また、広報やチラシの配布、市ホームページ、ケー

ブルテレビ※等を活用した広報啓発活動により交通安
全意識の高揚を図ります。

■交通指導員配置事業
■交通安全対策協議会助成事業

安全で快適な交通環境づくり2

主な事業・取り組み

※ケーブルテレビ　アンテナを用いずに映像を同軸ケーブル、光ファイバー・ケーブルを用いて伝送する有線テレビ。
　　　　　　　　　双方向通信が可能。回線は、電話、インターネットにも用いられる。

用
語
解
説

高齢者どんちっち運動啓発パレード
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1 災害に強い
まちづくりの推進

3消防・救急
体制の充実

2 地域防犯力の強化・
交通安全対策の推進

Ⅵ 

防
災
・
防
犯
・
消
防
部
門

●　一人暮らしや高齢者のみの世帯が増え、また、地域のつながりが希薄になっていることから、救急や
火災、その他の災害に対して地域での対応力が低下しています。

●　救急需要は増加しており、今後も高い水準で要請が続くことが予想されます。広い市域のどこであっ
ても迅速な病院前救護と円滑な救急搬送が行える体制を作る必要があります。

●　全国的に高齢者や子どもが犠牲になる火災が頻発しています。市民の防火意識の高揚を図り、住宅用
火災警報器の普及を促すとともに、高齢者施設等への防火指導を強化し、火災を発生させない環境を作
ることが重要となっています。

●　災害は、複雑化、多様化、また大規模化しています。これらの災害に備えるため、消防本部の出動体
制の強化を図る必要があります。

　　さらに、本市が大きな被害を受けた時に備え、県内の消防相互応援協定や緊急消防援助隊等の早い要
請と迅速な受入体制を構築するとともに、要請があれば、島根県隊として被災地に出動できる体制を維
持していくことが課題となっています。

●　消防団員が減少し、高齢化が進む中、新たな団員を確保し、装備品や資器材を充実する等、消防団の
災害対応力の強化が必要となっています。

現状と課題

3 消防・救急体制の充実

※毎年１月～12月の実績による。

救急救命処置訓練

消防署出動件数の推移 消防団員数の推移（定数1,065人）

H22 H23 H24 H25 H26

（件）
3,000

2,000

1,000

0
48 28 32 27 39 41 25 57 53 51

火災 救急 救助

2,736 2,878
2,824 2,958

2,875

H22 H23 H24 H25 H26

（人）
1,500

1,000

500

0

消防団員数（実員）

1,008 1,010 1,008 992 980
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●　市民との協働により、地域で安心して暮らせる救急救命体制を整備するとともに、火災や交通事故、
その他の災害に迅速・的確に対応できるよう出動体制を整える等、消防本部の災害対応力の強化を目指
します。

●　消防団を充実強化し、消防団と消防本部、支所、そして自主防災組織をはじめとする地域との連携を
深めることにより、地域における防災力の強化を図ります。

基本方針

主要施策

消防職員の定数について、出動体制の強化を図るとともに、実動可能な人員を確保するため増
員を行います。今後予定されている三隅発電所２号機の着工にあわせて、三隅出張所の増員を図
ります。
また、建築後37年経過している消防本部庁舎について、移転新築を検討します。あわせて、消

防署の体制・配置についても検討します。

■実動可能人員の確保
■三隅出張所の体制強化

消防本部・消防署の体制の強化1

主な事業・取り組み

各種出動車両
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目標 現状値 目標値 目標の説明

救急救命士の資格取得者数の増加
平成26年度 平成33年度

消防職員における救急救命士の
資格取得者数32名 38名

目標 現状値 目標値 目標の説明

応急手当の講習受講者数の増加
平成26年度 平成33年度

生産年齢人口の約２割
（５人に１人）4,542人 5,000人

まちかど救急ステーション認定
事業所数の増加

平成26年度 平成33年度
毎年度20事業所を認定42事業所 180事業所

高規格救急自動車※や救命資機材の充実を図り、ドクター
ヘリ※を有効に活用することで、より早く現場において救
命処置が行える体制を作ります。
救急救命士を計画的に養成するとともに、病院実習を含

めた生涯教育体制を構築し、質の高い救急業務を行います。
救急救命処置の拡大等、救急業務の高度化に対し、医療

の立場から病院前救護の質を保証するための地域における
体制の更なる充実強化を図ります。

■ヘリ臨時離着陸場の整備	 ■気管挿管等病院実習事業
■救急救命士養成事業	 ■浜田・江津地区救急業務連絡協議会事業

適切な救命処置と救急業務高度化への対応2

主な事業・取り組み

※高規格救急自動車　救急救命士が高度な救命処置を行えるように、広いスペースと救命資機材を積載した救急車。
※ドクターヘリ　　　救急医療用の医療機器を装備したヘリコプターのこと。

用
語
解
説

市民への応急手当の普及を図るとともに、ＡＥＤの設置を促進します。
また、救命体制が整備された事業所等を認定した「まちかど救急ステーション」を増やし、市民

と協働し、地域における救急救命体制を整備します。

■応急手当の普及啓発事業
■まちかど救急ステーション認定事業

地域における救急救命体制の整備3

主な事業・取り組み

浜田医療センターのヘリポート
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目標 現状値 目標値 目標の説明

防火講話・消火訓練実施回数の
増加

平成26年度 平成33年度
防火講話及び消火訓練の実施回数29回 50回

市民の防火意識を高め、火災が起きない、たとえ起きても犠牲者を出さず被害を拡大させない
環境づくりを進めます。
そのため、自治会等における防火講話や消火訓練を積極的に開催するとともに、ケーブルテレ

ビ等での広報やイベント会場での展示を通じて、火災の早期発見、早期避難に役立つ住宅用火災
警報器や、初期消火に有効な住宅用消火器、着衣着火や延焼を防ぐ防炎製品の普及に努めます。

■防火講話や消火訓練等の実施
■住宅用火災警報器等の普及

火災に強いまちづくり4

主な事業・取り組み

消防団充実強化法（平成25年）により、地域防災
の中核と位置づけられる消防団の機能向上を図る
ため、装備、資器材の充実や消防団協力事業所の
認定推進等、消防団員が活動しやすい環境づくり
に取り組むとともに、若者や女性の消防団員の加
入を促進します。
また、各支所への消防職員の配置等、消防本部

と支所との連携を強化し、地域の特性に配慮した
防災事務を行う体制作りを検討し、地域における
防災力の強化に努めます。

■消防団員教育
■消防団協力事業所事業
■支所防災自治課への消防職員の配置

消防団の充実強化と消防本部・支所との連携強化5

主な事業・取り組み

消防出初め式
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ⅦⅦ
　市民や地域団体、企業、ＮＰＯ、行政が協働し、地域課題の解
決や新たな取り組みを進め、持続可能なまちを目指します。

１　地域コミュニティの形成１　地域コミュニティの形成
1　市民との協働によるまちづくりの推進
2　地域コミュニティ支援の充実
3　市民活動等への支援の充実

２　人がつながる定住環境づくりの推進２　人がつながる定住環境づくりの推進
1　Ｕ・Ｉターン定住支援制度の充実
2　定住支援情報の受発信
3　空き家を有効活用した定住支援
4　結婚活動支援の充実

３　大学等高等教育機関と連携した地域づくり３　大学等高等教育機関と連携した地域づくり
1　大学等と市民との交流推進
2　大学等の知的資源活用
3　大学等の学生支援

４　人権を尊重するまちづくりの推進４　人権を尊重するまちづくりの推進
1　すべての人が大切にされる人権啓発の推進
2　子どもの命と人権を守る活動の推進

５　男女共同参画社会の推進５　男女共同参画社会の推進
1　男女がともに参画する社会の実現

地域振興部門
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第３節 部門別計画 Ⅶ  地域振興部門

●　少子高齢化と人口減少の進行により、自治機能の低下や地域リーダーが不足し、また、市街地におい
ては人口の空洞化も進んでいることから、地域活動は困難になってきています。

●　公民館区や小学校区等を基本とした「地区まちづくり推進委員会」の組織化と活動支援に努めています
が、市街地においては組織化が進まず、中山間地域においては次代を担う若者の育成に苦慮している状
況です。

●　今後、更なる住民自治を進めるためには、市民と行政が一体となった協働関係を築くとともに、地域
課題の解決に向けた取り組みを牽引する地域リーダーの育成やＮＰＯ・ボランティア団体との更なる連
携の強化が必要です。

現状と課題

●　地区まちづくり推進委員会等の住民自治組織や地域リーダーの育成支援に努めるとともに、地域の実
情に応じた支援事業を実施することにより、地域の個性を活かした「地域の力」による市民主体のまちづ
くりを推進します。

基本方針

1 地域コミュニティの形成

美又湯気の里づくり委員会の活動
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2 人がつながる定住
環境づくりの推進

3 大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

5 男女共同参画
社会の推進

1地域コミュニティ
の形成

Ⅶ 

地
域
振
興
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

地区まちづくり推進委員会の組
織率の増加

平成26年度 平成33年度
地区まちづくり推進委員会に参
画する町内の組織率66％ 90％

主要施策

少子高齢化と人口減少が進む中で、市民の安
全・安心な生活を維持するためには、市民の主
体的な協力が重要であり、行政、民間、ＮＰＯ
等が協働したまちづくりを進める必要があり
ます。
そのために、公民館の役割の一つである「ひ

とづくり」活動と連携しながら、市民主体のま
ちづくりへの機運の益々の醸成を図るととも
に、「地区まちづくり推進委員会」の組織育成を
推進します。
また、地域協議会が“まちづくり”に積極的に

関わっていただくとともに、定期的にまちづくりフォーラムや講演会等を実施し、市民の皆さん
の声を市政に反映するよう努めます。

■地域協議会運営事業
■協働推進事業
■まちづくりフォーラム等の研修会開催

市民との協働によるまちづくりの推進1

主な事業・取り組み

まちづくりフォーラム
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目標 現状値 目標値 目標の説明

市民団体の補助事業申請件数の
増加

平成26年度 平成33年度
市民協働活性化支援事業の年間
実施件数7件 15件

目標 現状値 目標値 目標の説明

人材育成研修会等の開催回数の
増加

平成26年度 平成33年度
地域リーダー育成に関する研修
会の年間開催回数2回 6回

ＮＰＯ・ボランティア団体等の市民団体が行う公益活動の促進と、広く市民参加機会の創出を
図るため、よりニーズに応じた支援となるよう、事業の見直しに取り組みます。
また、市民団体が有する専門的な知識や技能等が地域コミュニティ活動等において発揮できる

よう、地区まちづくり推進委員会等への連携に向けた支援に取り組みます。

■市民協働活性化支援事業

市民活動等への支援の充実3

主な事業・取り組み

「地区まちづくり推進委員会」が自主的に行う特色ある地域活動に対し、積極的な支援を行うと
ともに、必要に応じて活動拠点施設の整備に向けた検討を進めます。
さらに、地域課題の解決に向けて中心的な役割を担う“地域リーダー”の後継者づくりを進め、

女性や若い世代等、多様な人材の育成支援に取り組みます。
また、地区まちづくり推進委員会が未設立の地区に対しては、町内会や自治会等に対して積極

的に関わり、その地域の状況に応じた組織化への支援を行います。
さらに、地区まちづくり推進委員会、町内会、自治会間での、地域コミュニティ活動の情報交

換の仕組みづくりや環境を整備し、地域間の相乗的な機運の醸成を図ります。

■まちづくり総合交付金事業	 ■自治会活動等支援事業
■地域づくり振興事業	 ■人材育成研修会の開催

地域コミュニティ支援の充実2

主な事業・取り組み
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1 地域コミュニティ
の形成

3 大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

5 男女共同参画
社会の推進

2人がつながる定住
環境づくりの推進
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門

●　進学や就職により都市圏等へ転出した人のＵターンを促進するためには、働く場の確保や子育て支援
策の充実が必要です。また、Ｉターン者を増やすためには、魅力ある独自の定住支援制度と地域におけ
る定住環境づくりが必要です。

●　空き家は増加傾向にあることから、地域や町内会等の機能を維持するためにも、Ｕ・Ｉターン者の住
居利用をはじめとした空き家の有効活用が必要となっています。

●　少子化の要因の一つに晩婚化・未婚化が挙げられることから、独身男女の出会いの機会を増やすとと
もに、結婚までに結び付ける仕組みづくりが必要です。

現状と課題

●　Ｕ・Ｉターン希望者向けの就労体験等の定住支援制度を充実して「はまだ暮らし」の情報発信を積極的
に行い、Ｕ・Ｉターン者の定住環境づくりを進めます。

●　Ｕ・Ｉターン者や学生等の住居利用をはじめとした空き家の有効活用に向けて取り組みます。
●　独身男女の出会いの場を創出し、結婚支援を行うボランティア団体等と連携しながら、独身男女の結
婚活動を促進します。

基本方針

2 人がつながる
定住環境づくりの推進

定住相談（定住フェア）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

Ｕ・Ｉターン者数の増加
平成26年度 平成33年度

各種支援制度を通じたＵ・Ｉター
ン者の数34人 50人

Ｕ・Ｉターン者との意見交換会
の開催回数の増加

平成26年度 平成33年度
意見交換会の年間開催回数1回 3回

目標 現状値 目標値 目標の説明

Ｕ・Ｉターン相談件数の増加
平成26年度 平成33年度

定住フェア、空き家バンク制度
等を通じた年間相談件数255人 300人

主要施策

Ｕ・Ｉターン者向けの就労体験のインターンシップ事業メニュー
を充実し、都市圏の若い女性を中心とした受入支援に取り組みます。
特に、Ｉターン者には日頃のサポートが重要であることから、「生

活相談員」の設置や困り事の声を聴く場を設ける等、地域と行政等
が協働したサポート体制の構築を進めます。
また、核家族化が進む一方で、子育て家庭と高齢者世帯等の家族のサポートによる就業支援に

つなげるための多世代同居支援制度の実施に向けた検討を進めます。

■シングルペアレント※受入事業	 ■はまだ暮らしインターンシップ事業
■ふるさと農業研修生育成事業	 ■Ｕ・Ｉターン者交流事業

Ｕ・Ｉターン定住支援制度の充実1

主な事業・取り組み

本市や県・関係機関等のホームページ、ＳＮＳ等を活用し、魅力ある「はまだ暮らし」の情報提
供に努めるとともに、都市圏で開催される「定住フェア」や各種相談会で定住支援情報を提供し、
Ｕ・Ｉターン希望者のニーズの把握に努めます。
また、引き続き定住相談員による相談サービスの充実に取り組みます。

■定住フェアへの参加	 ■定住情報の動画配信
■定住相談員配置事業

定住支援情報の受発信2

主な事業・取り組み

※シングルペアレント　一人で子育てしている父親または母親のこと。
用
語
解
説

U・Iターン者と市長との意見交換会
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1 地域コミュニティ
の形成

3 大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

5 男女共同参画
社会の推進

2人がつながる定住
環境づくりの推進

Ⅶ 

地
域
振
興
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

空き家バンク登録件数の増加
平成26年度 平成33年度

空き家バンクへの年間登録物件数13件 20件

目標 現状値 目標値 目標の説明

婚活イベント参加者数の増加
平成26年度 平成33年度

市主催又は助成団体が開催する婚
活イベントの年間延べ参加者数162人 200人

地域や町内会、商店街等における空き家を活用した取り組みを支援し、Ｕ・Ｉターン者向けの
住宅改修費用助成に取り組みます。
また、空き家バンク制度※における空き家物件と利用希望者の登録件数の増加に向けた支援制

度に取り組みます。

■空き家バンク事業
■学生シェアハウス※の整備

空き家を有効活用した定住支援3

主な事業・取り組み

※空き家バンク制度　所有者等が使用予定のない空き家を｢空き家バンク｣に登録し、利用希望者等に情報提供を行うこ
とで空き家の有効活用を図る制度。

※シェアハウス　　　リビングや台所、浴室などを共有し、各住人の個室をプライベート空間とする共同生活スタイル
のこと。

用
語
解
説

結婚相談や出会い事業等の結婚支援活動を行うＮＰ
Ｏ法人等の民間団体に対し、その活動支援を行うとと
もに、独身男女の出会いイベントを積極的に企画・開
催し、独身者の結婚活動の支援に取り組みます。
また、「（仮称）縁結び相談員」の配置による縁結び支

援の仕組みづくりを進め、多くの独身男女が結婚まで
結び付くよう取り組みます。

■男女の出会い創出事業

結婚活動支援の充実4

主な事業・取り組み

婚活イベント
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●　本市では、島根県立大学浜田キャンパスの開学以来、「大学を核としたまちづくり」を重要施策として
位置付け、大学・行政・地域住民の三者連携に取り組んでいます。

●　島根県立大学では、社会情勢の変化や地域ニーズに対応した大学改革に着手される一方、平成25年
度から5年間、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ（Center of community）事業）」の採
択を受ける等、「地域のニーズに応え、地域と協働し、地域に信頼される大学」の実現を目指しています。

●　地域の再生・活性化という課題解決に向けて、今後も大学の知的資源を活用するとともに、若い学生
の力を最大限引き出せるよう支援することが必要です。

現状と課題

●　知的資源や多様な人材を持つ大学等高等教育機関と地域との連携によるまちづくりを推進します。

基本方針

3 大学等高等教育機関と
連携した地域づくり

島根県立大学
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2 人がつながる定住
環境づくりの推進

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

5 男女共同参画
社会の推進

3大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

1 地域コミュニティ
の形成

Ⅶ 

地
域
振
興
部
門

目標 現状値 目標値 目標の説明

市民交流促進事業実施件数の増加
平成26年度 平成33年度

大学等と市民団体とが実施する
交流事業の６年間の合計件数6件 50件

目標 現状値 目標値 目標の説明

県立大学との共同研究実施件数
の増加

平成26年度 平成33年度
県立大学と浜田市が実施する共
同研究の６年間の合計件数4件 24件

主要施策

島根県立大学及びリハビリテーションカレッジ島根の教員又は学生と連携して交流事業等を行
う市民団体にその費用の一部を補助することにより、大学等高等教育機関で学ぶ学生の地域活動
への参画を促し、地域との交流を深めます。

県立大学の教授陣と産業振興や地域振興施策につい
て共同研究を行い、より実効性の高い行政施策の展開
を目指します。そのためにも、地域の課題解決に向け
た新たな学部を増設いただくよう働きかけ、学生や研
究者が本市に集まるよう市も一体となって更なる大学
の魅力化を図ります。
また、県立大学等の公開講座や特別講演会等への市

民参加を促進するほか、島根大学、放送大学、県内高
等教育機関との連携を深め、生涯学習機能としての活
用を図ります。

■市民交流促進事業
■小中学生学習支援事業
■浜田広域子ども交流事業

■県立大学との共同研究事業
■大学等高等教育機関生涯教育促進事業

大学等と市民との交流推進

大学等の知的資源活用

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

浜田を元気にするアイデアコンテスト
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目標 現状値 目標値 目標の説明

新入生浜田探索ツアー参加者数
の増加

平成26年度 平成33年度 大学等の新入生を対象に実施す
る浜田探索ツアー参加者の６年
間合計人数38人 1,000人

市内の高等教育機関で学ぶ学生に、
浜田市に親しみ・興味を持ってもらえ
るよう、また卒業後の定住につながる
よう、市の魅力ＰＲや学生主催行事へ
の活動支援を行います。
また、本市出身者で優れた学力を有

し、高い志を持って勉学に励む大学生
に対しては、平成26年度に創設した
坂根正弘奨学金制度により、将来の科
学技術や医学の進歩、経済の発展等に
貢献する人材の育成・支援に取り組み
ます。

■大学等行事（学園祭等）への助成
■新入生浜田探索ツアー事業
■学生シェアハウスの整備
■坂根正弘奨学金事業

大学等の学生支援3

主な事業・取り組み

島根県立大学新入生「浜田探索ツアー」
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2 人がつながる定住
環境づくりの推進

3 大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

5 男女共同参画
社会の推進

4人権を尊重する
まちづくりの推進

1 地域コミュニティ
の形成

Ⅶ 

地
域
振
興
部
門

●　差別のない社会をつくる上で、「人権の尊重」は非常に重要な課題です。しかし、人権問題は、知的理
解にとどまる傾向にあり、実践力が十分に身についていない現状があります。

●　人権課題において、同和問題や女性・高齢者・子どもへの虐待、学校におけるいじめ等は依然として
憂慮すべき状況にあり、また、近年はインターネットを利用した人権侵害が増加傾向にあります。その
他、障がいのある人や外国人への差別、地域社会における人権侵害等、多岐にわたる人権課題に向き合
わなくてはなりません。

●　このため、同和問題をはじめとする様々な人権課題の解決に向けて、自分のみならず他人の人権も大
切にする、お互いを尊重し合うという人権感覚を醸成するための人権教育・啓発の推進がさらに求めら
れています。

現状と課題

●　誰もがお互いに認め合い、人権問題を正しく理解して認識を深めることで、社会全体の人権意識の高
揚を図り、日常生活で人権尊重の意識を感覚として身につけ、行動できる社会の実現に向けた取り組み
を推進します。

基本方針

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

平成27年度市人権作品コンクール入賞作品
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目標（1、2共通） 現状値 目標値 目標の説明

人権研修会等の開催回数の増加
平成26年度 平成33年度 地域や公民館における各種人権

啓発に関する研修会の年間開催
回数42回 64回

主要施策

人が輝き文化のかおる人権尊重のまちづくりに向
けた理念を浸透させるため、「浜田市人権尊重都市宣
言」を平成20年に制定しました。
人はお互いに、人間らしく生きたいという願いと

幸せに生きる権利を持っています。
差別を憎み、許さない社会を構築していくために

は、教育や啓発が最も重要であることから、地域や
公民館、事業所等における人権啓発を推進し、すべ
ての人が大切にされ、思いやりのある社会の実現を
目指します。

■人権尊重のまちづくり推進事業
■人権啓発推進事業
■同和教育推進事業

すべての人が大切にされる人権啓発の推進1

主な事業・取り組み

一人ひとりの子どもたちが心身ともに健康で健やかに育つことは、私たちすべての願いです。
家庭や地域、各関係機関・団体等が一体となって子どもの生活にしっかりと目を向け、温かい

かかわりを深めていけるように、人権・同和教育をすべての教育の基底に据え、人を人として大
切にする子どもの育成に取り組みます。

■人権教育推進事業

子どもの命と人権を守る活動の推進2

主な事業・取り組み

人権尊重のまちづくり推進大会
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2 人がつながる定住
環境づくりの推進

3 大学等高等教育機関
と連携した地域づくり

4 人権を尊重する
まちづくりの推進

5男女共同参画
社会の推進

1 地域コミュニティ
の形成

Ⅶ 

地
域
振
興
部
門

●　女性の社会進出が進む中、法の下に男女の平等がうたわれていますが、家庭や地域社会において性別
による固定的な役割分担や慣習は依然として存在しており、女性の社会参加を促す条件整備は立ち遅れ
ているのが現状です。

●　女性が主体的に地域活動に参画でき、家庭や地域、職場において男女それぞれに人権が尊重され、い
きいきと暮らせる調和のとれた環境づくりが必要です。

現状と課題

●　行動や慣習の中に根強く残る固定的な役割分担意識に気づき、克服していくため、男女共同参画社会
を目指すための啓発活動や学習会に取り組みます。

基本方針

5 男女共同参画社会の推進

浜田女性ネットワークによる女性模擬市議会
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目標 現状値 目標値 目標の説明

審議会等への女性参画率の増加
平成26年度 平成33年度

浜田市男女共同参画推進計画に
掲げる審議会等への女性参画率25.2％ 40.0％

主要施策

男女共同参画社会を実現するための指針となる「浜田市男女共同参画推進計画」に基づき、男女
がお互いに対等なパートナーとして、それぞれの能力を十分に発揮できる環境づくりのため、職
場や地域をはじめとしたあらゆる分野における啓発活動を積極的に推進します。

■男女共同参画推進事業

男女がともに参画する社会の実現1

主な事業・取り組み
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中心市街地の賑わい創出と住民との連携によるまちづくり

協働と連携による地域主体のまちづくり

農地保全と旭温泉を活かしたまちづくり

農林業生産・加工と体験交流による定住促進

住民主体のまちづくり、三隅発電所を核としたまちづくり

浜田自治区

金城自治区

旭 自 治 区

弥栄自治区

三隅自治区

旭自治区
金城
自治区

弥栄自治区三隅自治区

浜田自治区

自治区別計画 ～地域の個性を活かしたまちづくり～第４節
　本市では、平成17年10月の市町村合併に際して「浜田那賀方式自治区」制度を導入し、地域の個性を
活かしたまちづくりを進めています。
　今後も、各地域が永続的に発展し、それぞれの地域特性を活かしたまちづくりを進めるため、自治区
における主要施策を掲げて取り組みます。

自治区
の

位置図

　自治区制度は、合併時から当面10年間としていましたが、平成32年３月
まで延長することとしました。
　この延長にあたっては、多くの市民の皆さんからのご意見やご要望を伺っ
て議論を重ね、自治区長の処遇を変更して延長することとしたものです。

自治区制度の
延長にあたって
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概況
●　浜田自治区は、本市の中心機能を有し、中国横断自動車道広島浜田線、浜田港、国道９号、ＪＲ山陰
本線等の交通基盤、島根県立大学浜田キャンパスや浜田市立中央図書館を核とした学術機能、浜田医療
センターを核とした高度医療基盤を有する経済・文化交流地域です。

人口減少と高齢化率
●　平成27年10月１日現在の人口（住民基本台帳）は41,724人（高齢化率32.3％）で、合併時の平成17年
10月の46,001人（高齢化率26.1％）と比較すると、4,277人が減少し、高齢化率は6.2ポイント上昇し
ています。

産業
●　市街地形成の核となっている商店街は、大型店舗やコンビニエンスストアの進出等に伴い、中心市街
地の魅力化を図る上でも、商店街の活性化を図ることが課題となっています。

地域づくり
●　地域の人とのつながりや地域活動への関心が低いこと等から、地域コミュニティのあり方が課題と
なっています。

現状と課題

●　浜田自治区は、本市の中心機能を有していることから、市全体での魅力を創出し、経済的な波及効果
を生み出す施策が実施できるよう、周辺自治区と連携して「元気な浜田づくり」を進めます。

●　地縁団体のみならず、ＮＰＯ法人やボランティア団体等の市民団体を含めた住民主体のまちづくりを
進めます。

●　地域コミュニティと連携した地域の防災・防犯力の向上に努めます。

基本方針

1 浜田自治区
中心市街地の賑わい創出と
住民との連携によるまちづくり

浜田城跡
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目標 現状値 目標値 目標の説明

地区まちづくり推進委員会の組
織率の向上

平成26年度 平成33年度 地区まちづくり推進委員会に参
画する町内の組織率（地区まちづ
くり推進委員会に参画する町内
の世帯数の割合）

42.6％
（50.4％）

85％
（87.1％）

主要施策

中心市街地の商業者の高齢化、廃業が進む中で、商
業機能が失われつつある現状を踏まえ、中心市街地の
空き店舗の活用による開業のみならず、開業・事業継
承を支援することで、商業機能の維持に取り組みます。
また、賑わいのある商店街や魅力ある地域活動を回

復するため、商店街と地域とが連携して取り組む賑わ
い創出イベントに対する支援や、商店街や周辺地域の
居住人口の増加策の検討等、交流人口が増える方法を
模索し、中心市街地の活性化に努めます。

浜田自治区の地域コミュニティは、周辺自治区に比べて地縁によるつながりは希薄ですが、Ｎ
ＰＯやボランティア団体等の市民団体は多く存在し、活発な活動が行われています。
市街地においても人口の空洞化や高齢化が進み、町内会単位では地域コミュニティの維持も困

難となってきています。
このような状況から、地域住民が主体となったまちづくりが進められるよう、地縁による団体

だけでなく、市民団体と協働して「地区まちづくり推進委員会」の設立と地域リーダーの育成支援
に向けて積極的に取り組みます。
また、地域課題の解決に向けた話し合いを行うための拠点施設の確保に努めます。

■商業活性化支援事業

■まちづくり総合交付金事業
■地域づくり振興事業
■協働推進事業

地元商店街の振興

活力ある地域コミュニティの形成

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

商店街の賑わい
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目標 現状値 目標値 目標の説明

自主防災組織の組織率の向上
平成26年度 平成33年度 浜田自治区の世帯数に対する自

主防災組織が組織された地域の
世帯数の割合43.3％ 85％

地域防災力を向上するため、「自助」・「共助」・「公助」
の考えに基づき、防災・防犯に関する市民の意識の醸
成に努め、町内会や自治会等での自主防災活動が取り
組まれるように支援を行います。
また、地区まちづくり推進委員会の設立にあわせて、

自主防災組織の設立も促します。

■地域安全まちづくり事業
■自主防災組織の設立支援

地域コミュニティと連携した防災力の向上3

主な事業・取り組み

「地区まちづくり推進委員会」のイメージ図

地縁型コミュニティエリア

生産団体 地域づくり
団体

ＮＰＯ ボランティア
団体

○○地区
まちづくり推進委員会
（地域リーダー、地域コーディネーター）

高齢者
団体 若者団体

女性団体自治会・
町内会等

公民館 学校・
ＰＴＡ

自主防災組織の活動
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概況
●　金城自治区は、美又温泉や湯屋温泉、乗馬施設、ゴルフ場、体育館、大規模農業団地における観光体
験農園等、多様な体験交流施設を有しています。また、郷土の先人「島村抱月」ゆかりの地や伝統芸能等
の貴重な歴史文化資源が多くあります。

人口減少と高齢化率
●　平成27年10月１日現在の人口（住民基本台帳）は4,458人（高齢化率36.6％）で、合併時の平成17年
10月の5,170人（高齢化率31.7％）と比較すると、712人が減少し、高齢化率は4.9ポイント上昇してい
ます。

産業
●　金城自治区では、水稲を中心に野菜、果樹等が生産され、産直市等の地産地消の取り組みが盛んに行
われています。しかし、担い手の高齢化や耕作放棄等による荒廃農地の拡大が課題となっています。

地域づくり
●　人口減少、高齢化が進む地域社会において、通院、買い物といった生活面の不安、災害時の避難行動
といった防災面の不安等の地域課題の解決に向けた取り組みや、６次産業化等の地域の活性化に向けた
住民主体の地域づくり活動を進める必要があります。

現状と課題

●　農産品のブランド化や販路拡大を促進するとともに、営農体制を強化し、農地の保全に取り組みます。
●　美又温泉の魅力を高め、地域活動と施設が連携した観光交流人口の拡大を目指します。
●　地域の取り組みのステップアップを図り、協働と連携による地域主体のまちづくりを進めます。

基本方針

2 金城自治区
協働と連携による
地域主体のまちづくり

美又温泉
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目標 現状値 目標値 目標の説明

宿泊客数の増加
平成26年度 平成33年度

年間の宿泊客数22,000人 26,000人

目標 現状値 目標値 目標の説明

認定農業者数の増加
平成26年度 平成33年度

認定農業者数（個人・法人）16経営体 18経営体

水田面積の維持保全
平成26年度 平成33年度

水田面積539ha 485ha

主要施策

大規模農業団地を中心とした有機野菜、花卉、ピオーネ、イチゴ等の栽培や観光農園事業を促
進し、産品のブランド化や販路の拡大に向けて取り組みます。
農業研修生制度を活用した担い手の育成や日本型直接支払制度を活用した営農の共同化、農業

組織の法人化に取り組み、集落営農の体制強化を図ります。
また、農地の保全に向けて、農地の集約や農業基盤の再整備による農作業の効率化に取り組み

ます。

浜田市の重要な観光資源である美又温泉の魅力を高めるため、美又温泉エリアの整備や地域の
「おもてなし」活動を促進します。
また、ホタルやハッチョウトンボが生息する豊かな自然や地域の歴史文化をめぐるウォーキン

グ、渓流釣りやいちご狩り、農山村の暮らしにふれる農家民泊といった地域活動と、きんたの里、
ライディングパーク、堂床山森林公園、森の公民館等の施設が連携した体験交流メニューの開発
に取り組みます。

■ブランド化、販路拡大の推進	 ■日本型直接支払制度
■農業研修生制度	 ■農業振興対策事業

■美又温泉の魅力づくり	 ■観光交流促進事業
■美又温泉の景観づくり

農業振興と農地保全

観光交流人口の拡大

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

まちづくり連絡会活動回数の増加
平成26年度 平成33年度

地区まちづくり推進委員会が協
働して行う活動回数1回／年 2回／年

地域活動団体と連携した活動回
数の増加

平成26年度 平成33年度 地区まちづくり推進委員会と地
域活動団体が連携して行う活動
回数0回／年 5回／年

通学路の除雪作業や産直集荷時の声かけ活動、波佐の米粉パンや美又の黒米焼酎等の特産品の
開発、出身者や都市住民との交流活動等、各地域の課題解決と地域の活性化に向けたまちづくり
活動のステップアップに、地域と行政が一体となって取り組みます。
また、公民館や小中学校のふるさと学習、県立大学生の地域貢献活動、総合型地域スポーツク

ラブ※「アスレチックきんた」や交流活動に取り組む「サウンドファイブ夢の音会」、若い農業者が
集う「ＡＣスマイル」等、地域の活動団体と連携したまちづくり活動を推進します。

■まちづくりステップアップ事業
■まちづくり連絡会
■学生の支援・協働
■職員地域支援体制

まちづくり活動のステップアップ3

主な事業・取り組み

※総合型地域スポーツクラブ　1995年から文部科学省が実施するスポーツ振興施策の一つで、幅広い世代の人々が各
自の興味や関心、競技レベルに合わせて、様々なスポーツに触れる機会を提供する地
域密着型のスポーツクラブ。

用
語
解
説

かなぎウェスタンライディングパーク 地区まちづくり推進委員会による出店

小学生の農業体験
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概況
●　旭自治区は、水稲や赤梨をはじめとする農業を中心とした典型的な中山間地域であり、広島からの玄
関口となる旭インターチェンジと日本最先端の矯正施設「島根あさひ社会復帰促進センター」を有してい
ます。

人口減少と高齢化率
●　平成27年10月１日現在の人口（住民基本台帳）は2,958人（高齢化率40.8％）で、合併時の平成17年
10月の3,088人（高齢化率41.5％）と比較すると、130人が減少し、高齢化率は0.7ポイント下降してい
ますが、島根あさひ社会復帰促進センター勤務者が多い南高台行政区を除くと高齢化率は46.2％と非
常に高い状況にあります。

産業
●　地域での暮らしを守り維持していくために、農地保全と就労しやすい環境整備を推進するとともに、
高齢化率増を抑制しつつ若年女性率を高め、流出人口の減少、流入人口の増加を図る取り組みを具現化
する必要があります。

地域づくり
●　自分たちの地域は自分たちで守るという住民自治の原点に立ち返り、「自助」「共助」を基本とする「結」
を再構築し、自主防災組織の全地域設置を前提とした持続可能な地域づくりを地区まちづくり推進委員
会や自治会等の住民団体と連携して取り組むことが一層重要です。

現状と課題

●　農地を農地として残す農地保全と、新たな儲かる農業に挑戦し、農業振興を進めます。
●　旭温泉やスキー場等の地域資源を活用した観光交流人口の拡大を進めます。
●　住民と行政が協働し、地域課題の解決を図る取り組みを行い、地域活性化のための取り組みを推進し
ます。

基本方針

3 旭自治区
農地保全と
旭温泉を活かしたまちづくり

都川の棚田
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目標 現状値 目標値 目標の説明

守るべき農地面積の維持保全
平成26年度 平成33年度 質の高い農地への転換により遊

休農地化を防ぐ
（維持保全率73％）487ha 357ha

旭豊米（地域棚田米）の販売拡大
平成26年度 平成33年度 地域の特色ある米をブランド米

として販売
（ブランド米販売面積率30％）0ha 8.3ha

目標 現状値 目標値 目標の説明

宿泊客数の増加
平成26年度 平成33年度

年間の宿泊客数19,353人 25,000人

主要施策

農地の質を高める事業を実施して、担い手への農地の流動化やサポート経営体への作業委託を
推進し、農地の活用を通じて、農村環境の保全や地域の維持に努めます。
また、赤梨の産地維持のための改植や加工品開発にも着手するとともに、新たな儲かる農業の

実現を目指して、棚田米等の特色ある米の販売やアスパラガス栽培も積極的に推進し、農家の所
得向上や新規就農者の確保に努めます。

旭温泉水を有効活用した新たな産業の創出や、温泉
施設のバリアフリー化に取り組み、旭温泉の魅力を活
かした観光交流人口の拡大を推進します。
また、オフシーズンのスキー場や自然あふれる豊か

な農村景観（石積み棚田等）、地域のホタル祭りや雪合
戦大会、郷土芸能である石見神楽等、現在ある魅力的
で貴重な地域資源を活用した観光メニューの充実に向
けて取り組みます。

■農業振興補助対策事業	 ■地域資源利活用支援事業
■棚田等保全整備事業	 ■梨園産地強化対策事業

■旭温泉水有効活用事業
■ゲレンデトレッキング事業

農地保全と農業振興

観光交流人口の拡大

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
旭温泉あさひ荘
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目標 現状値 目標値 目標の説明

まちづくり推進委員会等連携会
議の開催回数の増加

平成26年度 平成33年度
他団体との連携会議の年間開催
回数1回 3回

未利用施設の有効活用数の増加
平成26年度 平成33年度

閉校した学校の未利用施設の有
効活用数1施設 4施設

中山間地域における人口減少、少子高齢化等の課題解決の取り組みを支援するため、地区まち
づくり推進委員会や自治会等の自治組織の連携を図り、協働による地域課題を解決するための取
り組みを推進します。
地域の連携体制を維持していくため、必要な人材育成と地域ぐるみの総合的な仕組みづくりに

取り組みます。
地域住民が自ら再編する組織に対して、組織機能の強化や活動のサポートを行い、地域コミュ

ニティの自助・共助を図ります。
閉校した学校を有効活用し、都市農村交流促進や創業の支援等を担う施設活用を行い、雇用創

出と地域活性化に取り組みます。

■まちづくり推進委員会等連携会議の開催
■地域リーダーの育成
■職員担当制事業
■集落機能再編・強化事業
■木田暮らしの学校事業
■旧和田小学校改修事業
■旭図書館移転事業

共に支え合うまちづくりと地域活性化の推進3

主な事業・取り組み

浜田市木田暮らしの学校
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概況
●　弥栄自治区は、農林業を主幹産業とした四季折々の豊かな自然に恵まれた農村地域です。
人口減少と高齢化率
●　平成27年10月１日現在の人口（住民基本台帳）は1,385人（高齢化率46.4％）で、合併時の平成17年
10月の1,694人（高齢化率41.1％）と比較すると、309人が減少し、高齢化率は5.3ポイント上昇してい
ます。

産業
●　有機農業による質の高い農産品の生産や加工、ふるさと体験村を拠点とした交流事業、その他各種
ツーリズムや民泊等、豊かな自然・歴史・文化を活かした更なる取り組みが求められています。

地域づくり
●　地域協議会・自治会・まちづくり推進委員会の、各組織が様々な情報を共有し、連携した一体的な取
り組みが求められています。

現状と課題

●　基幹産業である農業の強化に向けて、後継者を育成し、儲かる農業の実践を目指します。
●　「弥栄に来て良かった！また来たい！」と思える魅力を創出し、観光交流人口の拡大に取り組むことで
雇用や定住に結び付け、人口の自然減少と社会減少の抑制を進めます。

●　山を育て守り続けることで、環境保全等の公益的機能の向上を図り、そこで産み出される資源と景観
を産業や交流に活かした循環型社会の構築を目指します。

●　若年層と中高年層のバランスを考慮した定住施策により、積極的なＵ・Ｉターン者の受け入れ環境を
整え、子どもから高齢者までが安心していきいきと暮らせる「住みよいむら※」を目指します。

基本方針

※　ここでいう「むら」とは弥栄自治区におけるコミュニティのイメージに対する呼称

4 弥栄自治区
農林業生産・加工と
体験交流による定住促進

主要地方道浜田美都線沿いの桜並木
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目標 現状値 目標値 目標の説明

入込客数の増加
平成26年度 平成33年度

年間の入込客数26,037人 30,000人

宿泊客数の増加
平成26年度 平成33年度

年間の宿泊客数2,468人 3,000人

目標 現状値 目標値 目標の説明

認定農業者の増加
平成26年度 平成33年度

農業経営改善計画が新たに認定
された農業経営体数12人 15人

特定農業法人の増加
平成26年度 平成33年度

一定地域の農地の過半を集積す
る農業生産法人数3組織 5組織

弥栄米取り扱い面積の増加
平成26年度 平成33年度

弥栄米の栽培基準を満たした水
稲栽培面積0ha 100ha

主要施策

集落営農組織が連携して、弥栄米のブランド力強化を進めるとともに、持続可能な農業を目指
して資材の共同購入や機械の共同利用を行い、生産から加工、販売までの６次産業化を進めます。
また、新規就農者を受入れる等により、施設野菜農業者を育成し、儲かる農業の実践を目指し

て取り組みます。

「笠松市民の森」を代表とする森林の公益機能の向上と培養に努め、循環型社会を推進し、豊か
な自然と「ふるさと体験村」を中心とした交流イベントを計画し、積極的に外部へ向けて情報発信
することにより、観光交流人口の拡大を図ります。
さらに、民泊や弥栄ツーリズム等による田舎暮らし体験メニューや「どぶろく」を活用し、宿泊

客の増加を図ります。

■農業振興対策費等の補助	 ■若手農業者への支援
■弥栄米のブランド化推進	 ■農業研修生への研修後の就農サポート
■集落営農連携協議会の支援

■弥栄ツーリズム定着支援　　■ふるさと体験村維持管理

次世代につなげる農業振興

観光交流人口の拡大

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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区

目標 現状値 目標値 目標の説明

Ｕ・Ｉターン世帯の増加
平成26年度 平成33年度

定住世帯数（年間５世帯）14世帯※ 44世帯

自主的な防災活動に取り組む自
治会数の増加

平成26年度 平成33年度
計画的に避難訓練等の自主防災
活動を行う自治会の数3自治会／

26自治会
26自治会／
26自治会

子どもから高齢者までのそれぞれの世代が、住み慣れた地域で自分らしく活き活きと住み続け
られるように、交通事情等の地理的不利条件を補う支援活動に取り組みます。
在住者とＵ・Ｉターン者が、共に支え合いながら住み続けられるように、自治会と連携して生

活面や防災面に配慮した定住施策を実施し、住民の誰もが安心して暮らせる「住みよいむら」づく
りを進めます。
自治会・まちづくり組織・行政の連携を強化し、複数の自治会が一体となり、自主防災等のコ

ミュニティ活動に取り組みます。
また、その活動拠点の整備を行います。

■高齢者等の集いの場づくり
■子育て家庭への支援
■Ｕ・Ｉターン者への複合的支援
■集落連携の促進
■地域連携型自主防災組織設立
■まちづくり拠点の整備

安心して暮らせるむらづくりの推進3

主な事業・取り組み

※　定住対策基金事業（平成23年度～平成26年度に実施）により定住したＵ・Ｉターン世帯の数

弥栄米有機野菜原木干し椎茸
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概況
●　三隅自治区には、日本の手漉き和紙技術として、本美濃紙、細川紙とともにユネスコ無形文化遺産に
登録された石州半紙や西条柿等の地元特産があり、三隅中央公園には、小中学校、石正美術館、三隅図
書館、リハビリテーションカレッジ島根や各種スポーツ施設等の教育文化施設があります。また、中国
電力三隅発電所が立地しており、２号機の建設が予定されています。

人口減少と高齢化率
●　平成27年10月１日現在の人口（住民基本台帳）は6,352人（高齢化率40.3％）で、合併時の平成17年
10月の7,574人（高齢化率33.0％）と比較すると、1,222人が減少し、高齢化率は7.3ポイント上昇して
います。

産業
●　石州半紙は、新たな技術者の育成と安定的な原材料確保が求められており、地域の活性化に向けた更
なる活用を進める必要があります。

●　西条柿等の地域資源を活かした地域経済の活性化を図る必要があります。
地域づくり
●　公民館を中心とした生涯学習の推進、また、芸術文化のまちづくりに取り組んでいます。さらに、地
域住民の自治活動を基盤とするコミュニティに根ざしたまちづくりに取り組んでいます。

現状と課題

●　西条柿や石州和紙等の地域資源を活かした産業振興を進め、地域の活性化を図ります。
●　住民と行政が協働し、住民一人ひとりがいきいきと暮らせる、住民主体のまちづくりを推進します。
●　三隅発電所２号機の建設に伴い、地域経済の活性化を推進します。

基本方針

5 三隅自治区
住民主体のまちづくり、
三隅発電所を核としたまちづくり

室谷棚田から三隅発電所を望む
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５ 
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区

目標 現状値 目標値 目標の説明

営農組織数の増加
平成26年度 平成33年度

集落営農数1法人4団体 1法人6団体

西条柿生産戸数の維持
平成26年度 平成33年度

柿生産組合員の戸数47戸 47戸

石州和紙製造戸数の増加
平成26年度 平成33年度

石州和紙の製造戸数4戸 5戸

楮新規植栽面積の増加
平成26年度 平成33年度

年度ごとの楮の新規植栽合計面積0.3ha 1.6ha

主要施策

農地の荒廃防止や農業所得の向上に向けて、営農
組織の設立を進め、地域が連携して農業に取り組む
体制づくりを進めます。
また、西条柿の加工から生産・販売までの６次産

業化に取り組み、農家の収益増と担い手の確保を進
めます。
石州和紙の新たな技術者の育成や原材料の確保対

策を行うとともに、販路拡大や新製品の開発等を行
い、経済効果の増加に取り組みます。

■農業基盤整備事業	
■日本型直接支払制度	
■農地環境整備事業
■和紙の郷づくり・後継者育成事業
■楮植栽推進事業

産業振興1

主な事業・取り組み
石州和紙紙漉き体験
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目標 現状値 目標値 目標の説明

地区まちづくり計画の全地区で
の策定

平成26年度 平成33年度
地区まちづくり推進委員会にお
けるまちづくり計画の策定数4地区／6地区 6地区／6地区

地区まちづくり推進委員会防災
訓練の実施

平成26年度 平成33年度
地区まちづくり推進委員会にお
ける防災訓練の年間実施回数0回／年 1回／年

目標 現状値 目標値 目標の説明

従事者の宿舎の確保
平成26年度 平成33年度

空き家・空きアパートの確保件数0件 20件

従事者用宿舎の運営に取り組む
地域や団体の増加

平成26年度 平成33年度
宿舎運営に取り組む地域・団体数0地域・団体 3地域・団体

地域住民が地域課題を共有し、その解決に向けた主体的な活動を支援するため、職員の地域担
当制度や地域活動の活性化に向けた助成事業に取り組むことにより、住民と行政が一体となった
協働の関係を築き、住民一人ひとりがいきいきと暮らせる、住民主体のまちづくりを推進します。
また、地域防災力を向上するため、行政と住民自治組織との役割分担を行い、災害から身を守

る取り組みを一層充実します。

三隅発電所２号機の建設及び点検作業従事者の宿舎対策として、空き家等の確保に取り組みま
す。
また、それら空き家等を活用した宿舎の運営について、住民自治組織や団体による取り組みを

促進し、地元経済への波及効果による地域活性化を推進します。

■地域・支所連携防災訓練事業
■職員の地域担当制度
■（仮）コミュニティ助成事業

■発電所建設及び点検作業従事者の宿舎確保
■住民自治組織等による発電所関係宿舎運営の推進

まちづくり組織を核としたひと・まちづくりの推進

三隅発電所を核とした地域活性化の推進

2

3

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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合併算定替による普通交付税の縮減額（見込み）
年 度 縮減額 縮減割合

平成28年度 △1億4千万円 1割減
平成29年度 △4億1千万円 3割減
平成30年度 △6億9千万円 5割減
平成31年度 △9億6千万円 7割減
平成32年度 △12億4千万円 9割減
平成33年度 △13億8千万円 皆　減

開かれた行財政運営の推進第５節

現状と課題

※合併算定替による特別加算措置　市町村合併の特例措置として、合併後10年間は地方交付税（普通交付税）が合併前
の市町村が存続したものとして算定した合算額が保障される制度。合併後11年目
以降の５年間で、段階的に縮減され、合併後16年目以降は１市町村として算定し
た普通交付税額となる。

用
語
解
説

※臨時財政対策債を含む。

⑴　持続可能な財政運営の確立

〔税収の確保〕
　　本市の税収は、年々減少しています。
　　また、人口減少に伴って、地域経済
の縮減が懸念されることからも、税
収の確保に努める必要があります。

〔普通交付税〕
　　本市は、普通交付税に依存してお
り、合併算定替による特別加算措置※

は、平成28年度から縮減し、平成33
年度には終了します。

　　人口減少に伴う普通交付税の縮減
が見込まれることから、より適正な
中期財政計画のもと、徹底した経費
の削減と自主財源の確保に努める必
要があります。

市税収入の推移

普通交付税と臨時財政対策債の推移
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※アウトソーシング	 組織内部で行っていた業務を外部の専門業者などに委託すること。
※ＰＤＣＡサイクル	 事業などの管理において、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の４段階を

繰り返すことにより、継続的に改善していくための手法。
※ウェブサイト	 ウェブページが集まった意味のあるまとまりのこと。
※パブリックコメント	 市の基本的な計画等の策定等に当たって、その案を公表して市民の意見を募集し、その提出さ

れた意見を考慮して意思決定を行うとともに、意見の概要とこれに対する市の考え方を公表す
る一連の仕組み。

用
語
解
説

⑵　行政運営

⑶　計画の進捗管理

⑷　広報・広聴活動の充実

⑸　広域行政・都市間連携の推進

　これまでの行財政改革では「組織経営の視点を持った機能的で効率的な市役所」をテーマに、職員数や
人件費の削減、各種手当の見直し等に取り組み、効果を上げてきたところです。
　しかしながら、社会情勢が急激に
変化する中、多様化する住民ニーズ
を的確に把握し、引き続き、きめ細
かな行政サービスを提供し続けてい
くためには、定員の適正化はもちろ
んのこと、市民協働や業務のアウト
ソーシング※、公共施設数の削減等に
よる業務のスリム化を目指した行財
政改革に引き続き取り組み、身の丈
に合った行政運営へ転換していくこ
とが必要です。

　総合振興計画における目標とその成果について、課題や改善点を明確化し、ＰＤＣＡサイクル※がよ
り効果的に機能する進捗管理の仕組みを構築することが必要です。

　広報活動では、主要な広報媒体である「広報はまだ」の発行、「市公式ウェブサイト※」、各部署の「専用
ウェブサイト」、ケーブルテレビを活用した「行政情報番組」等で情報発信を行っています。
　広聴活動では、パブリックコメント※や意見交換会、各種団体等からの陳情・要望や市長に直接市民の
「声」を届けることができる「市長直行便」等を通じて、市民の皆さんの様々な意見の集約を行っています。
　市民の高度化・多様化する行政ニーズを的確に把握するとともに、更なる広報・広聴機能の充実が重
要となっています。

　可燃ごみ処理や介護保険事業は江津市との共同で、また、後期高齢者医療保険事業は県内市町村で構
成する広域連合で、それぞれ事務処理を行っています。
　観光振興の取り組みは、県西部圏域や近隣自治体と連携して進めており、今後も都市間連携を強化し
た効果的な事業を実施して、交流人口の増加に取り組む必要があります。

職員数と総人件費の推移
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（※H26以降は推計値、※職員数は消防職を除く一般行政職、※職員給は一般行政職）
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基本方針

⑴　計画的で健全な財政運営の確立

⑵　組織機構や事務の効率化

⑶　効果的な進捗管理の推進

⑷　広報・広聴活動の充実

⑸　広域行政・都市間連携の推進

●　中期財政計画を毎年度更新し、将来見通しを明らかにします。
●　普通交付税の合併算定替による特別加算措置が平成33年度で終了することから、健全な財政運営の
確立を目指します。

●　組織の再編や合理化を進め、スリムで柔軟な体制の実現に向けた組織機構を確立します。
●　業務のアウトソーシングを推進する等、民間活力を積極的に活用します。
●　業務量に応じた職員の適正な人員配置を行い、一層の業務効率化を図ります。
●　社会情勢の変化や、多様化する住民ニーズに沿った公共施設の適正配置を進めます。
●　職員の研修機会を充実し、職員の資質の向上と人材の育成に努めます。

●　総合振興計画の進捗状況を把握するため、ＰＤＣＡサイクルによる毎年度の進捗管理と評価に取り
組みます。

●　市民が必要としている情報を分かりやすく効果的に発信するとともに、市民の意見・要望を的確に
把握しながら行政運営を行います。

●　市外向けにも、浜田市の観光・特産品情報や定住につながる支援情報等、魅力的な情報を積極的か
つ効果的に発信します。

●　共同処理により事務の効率化や運営の安定化が図られる業務は、複数の地方公共団体が共同して取
り組む広域行政により実施します。

●　観光振興や地域振興は、都市間の協力・連携関係を築き、より効果的な実施を目指します。
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目標 現状値 目標値 目標の説明

健全な実質公債費比率の確保
平成26年度 平成33年度

実質的な公債費相当額の占める
割合の過去３年間の平均値12.0％ 18.0％未満

歳入・歳出内訳
歳　入
区 分　　　　　　　　年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
地　方　税 70 70 68 68 67 66
地方譲与税、各種交付金 15 15 17 17 17 17
普通交付税 118 119 120 119 115 111
特別交付税 12 9 9 9 9 9
使用料、手数料 6 6 6 6 6 6
国・県支出金 72 75 76 75 76 65
繰　入　金 16 11 16 17 15 20
地　方　債 50 48 38 35 32 29
その他収入 29 24 20 18 18 17

歳入合計 387 378 369 364 355 340

歳　出
区 分　　　　　　　　年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
人　件　費 60 58 59 58 56 55
物　件　費 45 45 45 45 45 45
扶　助　費 69 70 71 72 73 73
補 助 費 等 38 43 41 38 33 33
投資的経費 55 58 46 41 36 21
公　債　費 58 56 60 63 66 66
積　立　金 10 5 3 2 2 2
繰　出　金 43 38 39 38 38 38
そ　の　他 9 6 6 6 6 6

歳出合計 387 378 369 364 355 340

（単位：億円）

（単位：億円）

主要施策

中期財政計画を毎年度更新し、将来見通しを明らかにするとともに、平成28年度以降、普通
交付税の合併算定替による特別加算措置の縮減により、大幅な財源の減少が見込まれるため、徹
底した経費の削減と自主財源の確保を強化し、財政指標が早期健全化基準を上回らないよう健全
な財政運営を確立します。

■中期財政計画に基づく財政運営　　■自主財源確保に向けたふるさと寄附の推進

健全な財政運営1

主な事業・取り組み

財政計画 ※財政計画は平成27年12月時点での推計であり、毎年度更新するものです。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。



第
３
章

第
５
節

前
期
基
本
計
画

開
か
れ
た
行
財
政
運
営
の
推
進

149

基金年度末現在高（普通会計）
区 分　　　　　　　　年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
財政調整基金 43 43 38 31 19 1
減債基金 17 18 18 18 18 19
まちづくり振興基金 31 27 24 23 21 20
地域振興基金 10 6 3
その他基金 26 26 24 22 22 22

年度末現在高 126 120 108 93 80 62

財政指標
区 分　　　　　　　　年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
標準財政規模 210億円 212億円 212億円 211億円 206億円 201億円
財政力指数 0.397 0.383 0.367 0.360 0.356 0.355
経常収支比率 90.5％ 91.5％ 94.2％ 95.9％ 98.0％ 100.5％
実質公債費比率 10.7％ 11.5％ 12.6％ 13.0％ 13.5％ 14.1％
地方債残高 570億円 571億円 558億円 539億円 515億円 487億円
実質単年度収支 2億円 0億円 △5億円 △7億円 △12億円 △18億円

（単位：億円）

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

地方税 地方公共団体がかける税金で、都道府県税と市町村税（市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、
入湯税等）がある。

地方譲与税 国税として徴収され、地方公共団体に対して譲与される税のことであり、地方揮発油譲与税、自動車
重量譲与税等がある。

普通交付税 各地方公共団体の標準的な必要額（基準財政需要額）と標準的な収入（基準財政収入額）を見積もり、財
源不足が生じる場合、その不足額を基礎として地方公共団体に交付されるもの。

特別交付税 地方交付税の一部で、普通交付税算定に用いられる基準財政需要額または基準財政収入額に反映する
ことの出来なかった具体的な事情を考慮して交付されるもの。

人件費 職員等に対する勤労の対価や報酬、社会保険料等の経費のこと。
物件費 賃金、旅費、消耗品費、備品購入費、委託料等物財調達のための経費のこと。
扶助費 社会保障制度の一環として、生活困窮者、身体障がい者等に対してその生活を維持するために支出す

る経費のこと。
補助費等 各種団体に対する補助金、交付金、一部事務組合に対する負担金、報償費、保険料等の経費のこと。
投資的経費 道路、橋梁、公園、学校、公営住宅の建設等、社会資本の形成等に向けられ、その支出の効果がストッ

クとして将来に残るものに支出される経費のこと。普通建設事業費のほか、災害復旧に要する経費も
含まれる。

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金および一時借入金利子の支払いに要する経費のこと。
積立金 特定の目的のために財産を維持し、または資金を積み立てるために設けられた基金等に積み立てるた

めの経費のこと。
繰出金 一般会計と特別会計または特別会計相互間において支出される経費のこと。
財政調整基金 年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うため、

財源に余裕のある年度に積み立て、財源不足が生じる年度に取り崩しを行うもの。
減債基金 地方債の償還およびその信用維持のため、地方自治法第241条の規定により設けられる基金のひとつ。
まちづくり振興基金 地域振興及び市民の連帯の強化による一体的なまちづくりの推進に資するため設置した基金。
地域振興基金 各自治区の個性あるまちづくりを継承し、これを推進することを目的として、合併時に設置した基金

であり、平成28年度以降は、各自治区事業及び中山間地域（浜田自治区の中山間地域を含む）の活性
化に活用する。

標準財政規模 普通交付税算定の仕組みを通じて表されるその地方公共団体の標準的な一般財源の規模のこと。
財政力指数 普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３か年度の平均で、

各地方公共団体の財政力を示す指数。この指数が１に近く、あるいは１を超えるほど財政的に余裕が
ある団体といわれる。

経常収支比率 経常的に発生する経費に充当した一般財源の経常一般財源に対する割合で、財政構造の弾力性を判断
するための指標。

実質公債費比率 地方公共団体の一般会計等（普通会計）が負担する元利償還金等の大きさを指標化し、資金繰りの程度
を示す比率。18％以上となる地方公共団体は、地方債の借入れに許可を要することとされている。

実質単年度収支 今年度と前年度の実質収支の差に実質的な黒字要素（基金の積立、市債の繰上償還）および赤字要素
（基金の取崩）を除外した実質的な単年度の収支のこと。

用語解説
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目標 現状値 目標値 目標の説明

外部委員による総合振興計画の進
捗状況の確認・評価回数の増加

平成26年度 平成33年度 外部委員による総合振興計画の
進捗状況を確認・評価する年間
回数0回 1回

行財政改革実施計画の策定や進捗管理、取り組み結果の評価について、市民の意見を積極的に
取り入れ、市民と行政が一丸となって行財政改革に取り組みます。また、定員適正化計画や公共
施設再配置実施計画等の各種計画についても、着実な実施に努めます。

総合振興計画に掲げる目標の達成状況について、
外部委員による確認・評価を行い、総合振興計画
をＰｌａｎとするＰＤＣＡサイクルを構築し、効
果的な進捗管理を推進します。

■行財政改革実施計画の推進
■市職員の定員適正化計画の推進
■公共施設の適正配置

■総合振興計画の進捗管理

効率的な行政運営

効果的な進捗管理の推進

2

3

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

浜田市総合振興計画審議会
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「広報はまだ」や市公式ウェブサイトの内容の充実とケーブ
ルテレビを有効活用した情報発信に努めるとともに、他の専
用情報サイトと連携し、更なる情報発信の充実に努めます。
また、様々な方法により市民の意見や提言を的確に把握し、

市政に反映できるよう努めます。

浜田地区広域行政組合での可燃ごみ処理施設の
管理運営や介護保険に関する事務をはじめ、島根
県後期高齢者医療広域連合や島根県市町村総合事
務組合等の県内市町村での共同処理事務を継続し、
効率的な事業実施に努めます。
また、島根県西部９市町や近隣自治体と連携し、

観光振興を中心に交流人口の拡大に向けた取り組
みを強化します。

■広報はまだの発行
■市公式ウェブサイトの充実
■市長直行便

■広域行政組合等の共同処理事業
■石見観光振興協議会の観光ＰＲ
■浜田市と邑南町との｢食｣を通じた観光・文化交流事業
■益田市・萩市・浜田市・長門市４市長会議
■浜田自動車道沿線の広島市・邑南町との連携

広報・広聴活動の充実

広域行政・都市間連携の推進

4

5

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
石見観光振興協議会のイベント

広報はまだ
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紙漉き体験 ペットボトルいかだづくり
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資料１　第２次浜田市総合振興計画の策定体制

浜田市総合振興計画策定委員会
役　職 職　　　名 人数
委員長 市長

23名委　員

副市長、金城自治区長、旭自治区長、弥栄自治区長、三隅自治区長、教育長、総
務部長、地域政策部長、財務部長、健康福祉部長、市民生活部長、産業経済部長、
都市建設部長、議会事務局長、教育部長、消防長、上下水道部長、広域行政組合
事務局長、金城支所長、旭支所長、弥栄支所長、三隅支所長

浜田市総合振興計画調査検討委員会
役　職 職　　　名 人数
委員長 地域政策部次長（政策企画課長）

16名委　員

市長公室長、総務部次長、地域プロジェクト推進室長、財務部次長、健康福祉部
次長、市民生活部次長、産業経済部次長、都市建設部次長、教育部次長、消防本
部次長、上下水道部次長、金城支所防災自治課長、旭支所防災自治課長、弥栄支
所防災自治課長、三隅支所防災自治課長

第2次浜田市総合振興計画の策定体制資料1

議　　会

市　　民

行　　政

報告・
意見聴取

計画案
（議案上程）

庁　議
計画案の審議、決定

計画案

策定委員会
計画原案を審議し、計画案を作成

事務局
政策企画課

計画原案

調査検討委員会
計画素案を部門別に調整し、

計画原案を作成

庁内ワーキンググループ
必要な調査等の作業を行い、

計画素案を作成

計画素案

総合振興計画審議会

委員　25名
（うち公募委員 3名）

地域協議会

市民委員会
中・高校生アンケート
各種団体等ヒアリング

委員　75名
（各自治区15名）

パブリックコメント

諮問

意見聴取

意見提案

答申
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資料２　浜田市総合振興計画審議会条例

第2次浜田市総合振興計画の策定体制 浜田市総合振興計画審議会条例資料2

　（目的及び設置）
第１条　浜田市の総合振興計画に関し必要な調査審議を行うため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
138条の４第３項の規定に基づき、浜田市総合振興計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

　（組織等）
第２条　審議会は、25人以内の委員で組織する。
　２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

⑴　識見者
⑵　関係行政機関の委員及び職員
⑶　公共的団体の代表
⑷　その他市長が特に必要と認める者

　（任期）
第３条　委員の任期は、総合振興計画に関する調査審議に要する間とする。
　（会長及び副会長）
第４条　審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。
２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

　 （会議）
第５条　審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
　２　審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。
　３　審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。
　 （部会）
第６条　審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。
 　（庶務）
第７条　審議会の庶務は、政策企画課において処理する。
 　（その他）
第８条　この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮り定める。
　　附　則
 　（施行期日）
１　この条例は、平成18年４月１日から施行する。
 　（経過措置）
２　この条例の施行の日後又は委員の任期満了後最初に開かれる審議会の会議は、第５条第１項の規定に
かかわらず、市長が招集するものとする。

　　附　則（平成22年３月26日条例第４号）抄
　（施行期日）
１　この条例は、平成22年４月１日から施行する。
　　附　則（平成23年６月17日条例第28号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　附　則（平成25年６月19日条例第27号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　附　則（平成26年６月20日条例第22号）
　この条例は、公布の日から施行する。
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資料３　浜田市総合振興計画審議会委員名簿

区　分 役職 氏　名 摘　要

識見者 会　長 林　　　秀　司 島根県立大学教授

副会長 田　中　恭　子 島根県立大学准教授

委　員 西　井　久美子 浜田人権擁護委員協議会会長　

関係行政機関の委員及び職員　 委　員 藤　本　孝　男 浜田市教育委員会教育委員

公共的団体の代表
　

委　員 岩　谷　百合雄 浜田商工会議所会頭

委　員 槇　岡　正　明 石央商工会会長

委　員 来　原　明　宏 浜田金融会（山陰合同銀行浜田支店長）
平成27年7月から山陰合同銀行調査役

委　員 大　谷　克　雄 浜田市社会福祉協議会会長

委　員 佐々木　重　盛 島根県農業協同組合
いわみ中央地区本部企画総務部長

委　員 一法師　康　裕 石央森林組合総務課長

委　員
渡　邉　恭　郎 漁業協同組合ＪＦしまね浜田支所支所運営委員長

（平成27年6月27日～）

築　谷　允　行 漁業協同組合ＪＦしまね浜田支所長
（平成27年4月～同年6月26日）

委　員 中　村　洋　平 一般社団法人浜田青年会議所理事長

委　員 長　松　美千子 浜田女性ネットワーク事務局長

委　員 須　堯　亜　衣 連合浜田地区会議

その他市長が
特に必要と認める者
　

委　員 村　井　栄美子 浜田自治区地域協議会副会長　

委　員 小　野　豊　子 金城自治区地域協議会委員

委　員 馬　場　真由美 旭自治区地域協議会委員

委　員 栗　栖　一　雄 弥栄自治区地域協議会会長

委　員 木　村　正　行 三隅自治区地域協議会委員

委　員 花　田　　　香 ＮＰＯ法人浜田おやこ劇場理事長

委　員 山　岡　鉄　兵 特定非営利活動法人
浜田ライフセービングクラブ理事長

委　員 柿　元　信　次 Ｉターン者

委　員 佐々木　玲　慈 公募委員

委　員 玉　置　悦　子 公募委員

委　員 佐々木　大　輔 公募委員　

合　　　計 25名

（敬称略、順不同）

浜田市総合振興計画審議会委員名簿資料3

〔任期〕　平成27年４月10日～平成28年３月31日
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資料４　第２次浜田市総合振興計画の策定経過

平成27年　 総合振興計画審議会 庁内会議、市民・議会の意見聴取
3月   2日　「（仮称）第２次浜田市総合振興計画」策定方針決定

23日　第１回（庁内）策定委員会開催
4月   1日～17日　審議会公募委員募集

22日　審議会委員を決定
30日　第１回審議会開催
　　　（市長から審議会会長へ諮問）

27日　第２回（庁内）策定委員会開催

5月 12日　第１回「元気な浜田づくり市民委員会」
　　　（100人委員会）開催
16日　第２回「元気な浜田づくり市民委員会」
　　　（100人委員会）開催

21日　第２回審議会開催 19日　第３回（庁内）策定委員会開催
6月 15日　第１回（庁内）調査検討委員会開催

30日　第３回審議会開催 29日　第４回（庁内）策定委員会開催
7月   8日～17日　中・高校生の地域や将来意識に関する

　　　　　　  アンケート調査実施
17日　第１回市議会との意見交換会開催

29日　第４回審議会開催
23日　第５回（庁内）策定委員会・
　　　 調査検討委員会合同会議開催

8月   3日　第１回第２部会開催
  6日　第１回第１部会開催 12日　第２回市議会との意見交換会開催
17日　第１回第３部会開催 17日　第６回（庁内）策定委員会開催
18日　第２回第１部会開催
20日　第５回審議会開催 28日　第７回（庁内）策定委員会開催

9月   8日～10日　第３回市議会との意見交換会開催
　　　　　　（９月議会常任委員会で実施）

24日　第６回審議会開催 18日　第８回（庁内）策定委員会開催
28日　審議会会長から市長へ中間答申

10月   1日　パブリックコメント実施
　　　（10月１日～10月20日）

  9日　第７回審議会開催   9日　「元気な浜田づくり市民委員会」成果報告会開催
19日　団体代表者ヒアリング
　　　（10月19日～10月20日）実施

28日　第８回審議会開催 23日　第４回市議会との意見交換会開催
29日　審議会会長から市長へ答申 30日　第９回（庁内）策定委員会開催

12月 16日　12月市議会定例会において「第２次浜田市総合振興計画」を議決

浜田市総合振興計画審議会委員名簿 第2次浜田市総合振興計画の策定経過資料4
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資料５　第２次浜田市総合振興計画等の諮問・答申

第２次浜田市総合振興計画等の諮問・答申資料5

〔諮問書〕

〔答申書〕

政 　 第 　 3 6 　 号
平 成 2 7 年 4 月 3 0 日

浜田市総合振興計画審議会会長　様
浜田市長　　久保田　章　市　

「（仮称）第２次浜田市総合振興計画」等の策定について（諮問）
　「（仮称）第２次浜田市総合振興計画」及び「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に当たり、
貴審議会の意見を求めたいので諮問します。
　なお、多様な視点からご審議いただき、元気な浜田づくりが進められるものとなるよう、よろしく
お願いします。

記
諮問事項
１　「（仮称）第２次浜田市総合振興計画」の素案について
２　「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の素案について

平成27年10月29日

浜田市長　　久保田　章　市　様
浜田市総合振興計画審議会　　

会長　　林　　　秀　司　

「第２次浜田市総合振興計画」等の案について（答申）
　平成27年４月30日付け、政第36号で諮問のありました「（仮称）第２次浜田市総合振興計画」及び「浜
田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定につきまして、当審議会において慎重に審議し、下記
のとおり取りまとめましたので、意見を付して答申します。

記
１ 　答申事項
　⑴ 「第２次浜田市総合振興計画（案）」について　（別紙のとおり）
　⑵ 「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）」について　（別紙のとおり）

２ 　計画推進にあたっての意見
　⑴　人口減少対策プロジェクトについて

　人口減少に伴って各地域の機能低下が懸念されるため、在住する市民への定住施策と、Ｕ・
Ｉターン者受入の定住施策の両面から、全市・全庁的な人口減少対策に取り組むこと。

　⑵　行財政運営について
　今後、厳しい財政運営が見込まれるため、市民や企業、団体、ボランティアなどと協働した
各種事業を進めるとともに、積極的な行財政改革に取り組むこと。

　⑶　総合振興計画及び総合戦略の進捗管理について
　総合振興計画及び総合戦略の進捗管理については、市民等による組織で評価を毎年実施し、
より多くの市民に分かりやすく情報提供できるように努めること。



第
４
章

資
　
料
　
編

159

資料６　現状・目標値一覧

Ⅰ　活力のある産業を育て雇用をつくるまち【産業経済部門】
１　水産業の振興
沖合底曳網漁業リシップ事業取り組み統数の
増加 平成26年度 3ヶ統 平成33年度 5ヶ統

まき網漁業構造改革取り組み統数の増加 平成26年度 0ヶ統 平成33年度 2ヶ統
新規漁業研修者数の増加
（若者漁業者・ふるさと漁業研修生） 平成26年度 3人 平成33年度 18人

高度衛生管理型荷捌所整備率の増加 平成26年度 0% 平成33年度 100%
「どんちっち」ブランド加盟業者数の増加 平成26年度 130店 平成33年度 140店
ヒラメ稚魚育成尾数の増加 平成26年度 8万尾 平成33年度 48万尾
アワビ稚貝放流数の増加 平成26年度 16,000個 平成33年度 96,000個
漁港機能保全計画策定箇所数の増加 平成26年度 1か所 平成33年度 3か所
漁港海岸長寿命化計画策定箇所数の増加 平成26年度 0か所 平成33年度 1か所

２　農林業の振興
振興作物農業産出額の増加 平成26年度 173,295千円 平成33年度 200,000千円
新規就農者の新規認定数の増加 平成26年度 3経営体 平成33年度 毎年1経営体
認定農業者数の新規認定数の増加 平成26年度 1経営体 平成33年度 毎年1経営体
集落営農組織数の増加 平成26年度 30組織 平成33年度 33組織
森林経営計画に基づく原木生産量の増加 平成26年度 8,069㎥ 平成33年度 12,500㎥
苗木生産量の増加 平成26年度 22,550本 平成33年度 91,000本

３　商工業の振興
新商品の開発件数の増加 平成26年度 66件 平成33年度 102件
開業企業数の維持 平成26年度 33件 平成33年度 33件

４　国際貿易港浜田港など港湾を活用した産業振興
外貿内貿貨物取扱量の増加 平成26年 52万トン 平成33年 70万トン
コンテナ貨物取扱量の増加 平成26年度 3,414TEU 平成33年度 4,500TEU
クルーズ客船の寄港回数の増加 平成26年度 2回 平成33年度 5回

５　観光・交流の推進
浜田の五地想ものがたり協賛店舗数の増加 平成26年度 34店舗 平成33年度 40店舗
はまごちツープライス料理提供
食数の増加

（1,400円） 平成26年度 17,009食 平成33年度 30,000食
（2,800円） 平成26年度 10,629食 平成33年度 20,000食

宿泊客数の増加 平成26年 225,043人 平成33年 250,000人
合宿等誘致人数の増加 平成26年度 3,642人 平成33年度 5,000人

６　企業立地による雇用の推進
新規立地企業数の増加 平成26年度 1社 平成33年度 12社
新規学卒地元就職者数の増加 平成26年度 57人 平成33年度 100人

まちづくりの大綱
施策大綱

目標 現状値 目標値

第２次浜田市総合振興計画等の諮問・答申 現状・目標値一覧資料6

第 3 節　部門別計画　～一体的なまちづくり～
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資料６　現状・目標値一覧

Ⅱ　健康でいきいきと暮らせるまち【健康福祉部門】
１　医療体制の充実
浜田市国民健康保険診療所の常勤医師数の増
加（へき地診療所等５施設） 平成27年度 3人 平成33年度 4人

２　健康づくりの推進

健康寿命の延伸 （男） 平成27年度 81.47歳 平成33年度 82.02歳
（女） 平成27年度 84.90歳 平成33年度 85.66歳

がん年齢調整死亡率の減少（人口10万人当た
りの年間死亡者数） 平成27年度 126.7 平成33年度 125.1

３　子どもを安心して産み育てる環境づくり
子育て世代包括支援センター（仮称）の施設数
の増加 平成26年度 0か所 平成33年度 1か所

認可保育所定員数の増加 平成27年度末 1,895人 平成33年度末 1,955人
放課後児童クラブ定員数の増加 平成27年度末 790人 平成33年度末 850人
地域子育て支援拠点数の増加 平成26年度 2施設 平成33年度 3施設

４　高齢者福祉の充実
地域包括支援センター数の増加 平成26年度 1施設 平成33年度 5施設
シルバー人材センター会員数の増加 平成26年度 464人 平成33年度 552人
要介護認定率の増加の抑制（要介護者のみ） 平成26年度 18.8% 平成33年度 19.6%
認知症サポーター養成講座受講者数の増加 平成26年度 3,696人 平成33年度 6,000人
市民後見人養成講座受講者数の増加 平成26年度 70人 平成33年度 150人

５　障がい者福祉の充実
地域生活支援拠点数の増加 平成26年度 0か所 平成33年度 1か所
障がい児通所支援事業所数の増加 平成27年度 3か所 平成33年度 5か所
手話通訳奉仕員登録者数の増加（手話通訳士・
者含む） 平成27年度 49人 平成33年度 84人

６　地域福祉の推進
「避難行動要支援者名簿」の提供を受ける地域
の関係団体数の増加 平成27年度 44団体 平成33年度 70団体

まちづくりの大綱
施策大綱

目標 現状値 目標値
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資料６　現状・目標値一覧

Ⅲ　夢を持ち郷土を愛する人を育むまち【教育文化部門】
１　学校教育の充実
「総合的な学習の時間」で学習し
たことが普段の生活や社会に出
たときに役立つと思う子どもの
割合の増加

（小６） 平成26年度 83.5% 平成33年度 90.0%

（中３） 平成26年度 74.1% 平成33年度 80.0%
「総合的な学習の時間」におい
て、自分で調べ学習活動に取り
組んでいると思う子どもの割合
の増加

（小６） 平成26年度 57.7% 平成33年度 65.0%

（中３） 平成26年度 52.7% 平成33年度 60.0%

自分には良いところがあると
思っている子どもの割合の増加

（小６） 平成26年度 79.1% 平成33年度 86.0%
（中３） 平成26年度 73.9% 平成33年度 77.0%

人の気持が分かる人間になりた
いと思っている子どもの割合の
増加

（小６） 平成26年度 90.4% 平成33年度 95.0%
（中３） 平成26年度 97.0% 平成33年度 98.0%

学校給食での地域食材利用率の増加 平成26年度 58.2% 平成33年度 70.0%
２　家庭教育支援の推進
親学プログラムの実施回数の増加 平成26年度 11回 平成33年度 25回

３　社会教育の推進
ふるさと郷育ネットワーク団体数の増加 平成26年度 3団体 平成33年度 9団体
学校支援活動に参加したボランティア人数の
増加 平成26年度 7,528人 平成33年度 8,500人

地域課題の解決支援事業を実施する公民館数
の増加 平成26年度 3公民館 平成33年度 26公民館

図書館利用登録率の増加 平成26年度 34.3% 平成33年度 40%
市民一人当たりの図書貸出冊数の増加 平成26年度 5.0冊 平成33年度 7.0冊

４　生涯スポーツの振興
総合スポーツ大会参加者の増加 平成26年度 2,623人 平成33年度 4,000人
トップアスリート教室の開催回数の増加 平成26年度 2回 平成33年度 4回
軽スポーツ教室の開催回数の増加 平成26年度 6回 平成33年度 12回

５　歴史・文化の伝承と創造
石央文化ホール利用者数の増加 平成26年度 51,560人 平成33年度 55,000人
市内美術館における創作活動等の受講者数の
増加 平成26年度 9,763人 平成33年度 10,000人

文化財の指定・登録件数の増加 平成26年度 66件 平成33年度 70件

まちづくりの大綱
施策大綱

目標 現状値 目標値
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資料６　現状・目標値一覧

Ⅳ　自然環境を守り活かすまち【環境部門】
１　特性を活かした景観形成の推進
緑と花の沿道推進事業実施件数の増加 平成26年度 89件 平成33年度 124件

２　環境保全と快適な住環境づくりの推進
環境出前講座の開催回数の増加 平成26年度 0回 平成33年度 30回
環境アダプトプログラム登録団体数の増加 平成26年度 29団体 平成33年度 35団体

３　地球温暖化対策の推進
はまだエコライフ推進隊の会員数の増加 平成26年度 143会員 平成33年度 190会員

４　循環型社会の構築
市民一人あたりのごみ排出量の減少 平成26年度 1,004g 平成33年度 967g
ごみのリサイクル率の増加 平成26年度 23.7% 平成33年度 24.6%

Ⅴ　生活基盤が整った快適に暮らせるまち【生活基盤部門】
１　道路網の整備

浜田三隅道路の全線開通 平成26年度 一部…
供用開始 平成33年度 平成28年度…

供用開始
三隅益田道路の全線開通 平成26年度 事業中 平成33年度 供用開始

県道改良促進 平成26年度 14路線
（21工区） 平成33年度 7路線

（8工区）
農道整備促進 平成26年度 69% 平成33年度 100%
林道整備促進 平成26年度 78% 平成33年度 90%
市道浜田527号線道路改良 平成26年度 0% 平成33年度 100%
市道小国峠線道路改良 平成26年度 0% 平成33年度 50%
市道戸地線道路改良 平成26年度 10% 平成33年度 40%
市道谷線道路改良 平成26年度 0% 平成33年度 50%
市道白砂１号線道路改良 平成26年度 30% 平成33年度 50%

２　公共交通の充実

生活路線バス１便当たり利用者数の維持 平成26年度 2.0人／便 平成33年度 2.0人／便
以上

予約型乗合タクシー１便当たり利用者数の維持 平成26年度 1.8人／便 平成33年度 1.8人／便
以上

輸送事業に取り組む地域自主組織数の増加 平成26年度 1団体 平成33年度 3団体
環境整備を実施したバス停数の増加 平成26年度 3か所 平成33年度 6か所

３　地域情報化の推進
市民向けのＧＩＳ情報提供 平成26年度 0 平成33年度 14
各種システムのクラウドサービスへの切り替え 平成26年度 2件 平成33年度 7件
ＢＣＰ（事業継続計画）の策定・運用 平成26年度 未策定 平成33年度 策定
携帯電話不感地域の解消 平成26年度 8集落 平成33年度 0集落

５　快適な生活基盤の整備

管路の耐震化率の増加 平成25年度 10.5%…
（33,973ｍ） 平成33年度 21.2%…

（70,000ｍ）
汚水処理人口普及率の増加 平成26年度 44.1% 平成33年度 51%

地籍調査実施済み面積の増加 平成26年度 266.89k㎡…
（40.0%） 平成33年度 406.97k㎡…

（61.0%）

まちづくりの大綱
施策大綱

目標 現状値 目標値
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資料６　現状・目標値一覧

Ⅵ　安全で安心して暮らせるまち【防災・防犯・消防部門】
１　災害に強いまちづくりの推進
屋外子局数の増加（浜田自治区） 平成26年度 33局 平成33年度 53局
防災防犯メール登録者数の増加 平成26年度 5,826人 平成33年度 10,000人
自主防災組織の組織率の増加 平成26年度 46.5% 平成33年度 85.0%
総合防災訓練参加者数の増加 平成26年度 600人 平成33年度 10,000人

２　地域防犯力の強化・交通安全対策の推進
防犯出前講座の開催回数の増加 平成26年度 6回 平成33年度 40回

３　消防・救急体制の充実
救急救命士の資格取得者数の増加 平成26年度 32名 平成33年度 38名
応急手当の講習受講者数の増加 平成26年度 4,542人 平成33年度 5,000人
まちかど救急ステーション認定事業所数の増加 平成26年度 42事業所 平成33年度 180事業所
防火講話・消火訓練実施回数の増加 平成26年度 29回 平成33年度 50回

Ⅶ　協働による持続可能なまち【地域振興部門】
１　地域コミュニティの形成
地区まちづくり推進委員会の組織率の増加 平成26年度 66% 平成33年度 90%
人材育成研修会等の開催回数の増加 平成26年度 2回 平成33年度 6回
市民団体の補助事業申請件数の増加 平成26年度 7件 平成33年度 15件

２　人がつながる定住環境づくりの推進
Ｕ・Ｉターン者数の増加 平成26年度 34人 平成33年度 50人
Ｕ・Ｉターン者との意見交換会の開催回数の増加 平成26年度 1回 平成33年度 3回
Ｕ・Ｉターン相談件数の増加 平成26年度 255人 平成33年度 300人
空き家バンク登録件数の増加 平成26年度 13件 平成33年度 20件
婚活イベント参加者数の増加 平成26年度 162人 平成33年度 200人

３　大学等高等教育機関と連携した地域づくり
市民交流促進事業実施件数の増加 平成26年度 6件 平成33年度 50件
県立大学との共同研究実施件数の増加 平成26年度 4件 平成33年度 24件
新入生浜田探索ツアー参加者数の増加 平成26年度 38人 平成33年度 1,000人

４　人権を尊重するまちづくりの推進
人権研修会等の開催回数の増加 平成26年度 42回 平成33年度 64回

５　男女共同参画社会の推進
審議会等への女性参画率の増加 平成26年度 25.2% 平成33年度 40.0%

まちづくりの大綱
施策大綱

目標 現状値 目標値
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資料６　現状・目標値一覧

１　浜田自治区
地区まちづくり推進委員会の組織率の向上 平成26年度 42.6% 平成33年度 85%
自主防災組織の組織率の向上 平成26年度 43.3% 平成33年度 85%

２　金城自治区
認定農業者数の増加 平成26年度 16経営体 平成33年度 18経営体
水田面積の維持保全 平成26年度 539ha 平成33年度 485ha
宿泊客数の増加 平成26年度 22,000人 平成33年度 26,000人
まちづくり連絡会活動回数の増加 平成26年度 1回／年 平成33年度 2回／年
地域活動団体と連携した活動回数の増加 平成26年度 0回／年 平成33年度 5回／年

３　旭自治区
守るべき農地面積の維持保全 平成26年度 487ha 平成33年度 357ha
旭豊米（地域棚田米）の販売拡大 平成26年度 0ha 平成33年度 8.3ha
宿泊客数の増加 平成26年度 19,353人 平成33年度 25,000人
まちづくり推進委員会等連携会議の開催回数の増加 平成26年度 1回 平成33年度 3回
未利用施設の有効活用数の増加 平成26年度 1施設 平成33年度 4施設

４　弥栄自治区
認定農業者の増加 平成26年度 12人 平成33年度 15人
特定農業法人の増加 平成26年度 3組織 平成33年度 5組織
弥栄米取り扱い面積の増加 平成26年度 0ha 平成33年度 100ha
入込客数の増加 平成26年度 26,037人 平成33年度 30,000人
宿泊客数の増加 平成26年度 2,468人 平成33年度 3,000人
Ｕ・Ｉターン世帯の増加 平成26年度 14世帯 平成33年度 44世帯

自主的な防災活動に取り組む自治会数の増加 平成26年度 3自治会／…
26自治会 平成33年度 26自治会／…

26自治会

５　三隅自治区
営農組織数の増加 平成26年度 1法人4団体 平成33年度 1法人6団体
西条柿生産戸数の維持 平成26年度 47戸 平成33年度 47戸
石州和紙製造戸数の増加 平成26年度 4戸 平成33年度 5戸
楮新規植栽面積の増加 平成26年度 0.3ha 平成33年度 1.6ha

地区まちづくり計画の全地区での策定 平成26年度 4地区／
6地区 平成33年度 6地区／

6地区
地区まちづくり推進委員会防災訓練の実施 平成26年度 0回／年 平成33年度 1回／年
従事者の宿舎の確保 平成26年度 0件 平成33年度 20件
従事者用宿舎の運営に取り組む地域や団体の増加 平成26年度 0地域・団体 平成33年度 3地域・団体

目標 現状値 目標値
健全な実質公債費比率の確保 平成26年度 12.0% 平成33年度 18.0%未満
外部委員による総合振興計画の進捗状況の確認・評
価回数の増加 平成26年度 0回 平成33年度 1回

自治区
目標 現状値 目標値

第 4 節　自治区別計画 ～地域の個性を活かしたまちづくり～

第 5 節　開かれた行財政運営の推進
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書資料7

　第２次総合振興計画の策定にあたり、多くの市民の皆さんのご意見を反映する
ため、平成27年５月12日㈫・16日㈯の２回にわたり、「元気な浜田づくり市民委
員会」（通称「100人委員会」）を開催し、参加者の皆さんが６分野（14グループ）に
分かれて意見交換を行いました。
　これらのご意見は、第２次総合振興計画の「基本構想」における７つの「まちづ
くりの大綱」の骨子としてまとめ、主要施策にもできるかぎり反映しています。

第
１
回

日　時 平成27年５月12日（火） 午後７時～午後９時（２時間）
会　場 浜田市役所（４階講堂） 参加者 98名

内　容

①趣旨・日程説明
②浜田市概況データ説明
③ワークショップ　　テーマ「こんな浜田に住みたい」
　⇒626の意見（付箋紙）が出される。

成
果
報
告
会

日　時 平成27年10月９日（金） 午後７時～午後８時40分
会　場 浜田市役所（４階講堂） 参加者 45名

内　容

①100人委員会のまとめ報告
②「第２次浜田市総合振興計画（案）」説明
③「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）」説明
④意見交換・質疑応答

第
２
回

日　時 平成27年５月16日（土） 午後１時～午後５時（４時間）
会　場 浜田市役所（４階講堂） 参加者 82名

内　容

①第１回のふりかえり
②ワークショップ
　ワーク１：「住みたい浜田」実現のために、「必要なこ

と、取り組むべきこと」を話し合う
　ワーク２：ワーク１の意見から、「３つの基本方針」

を満たす実現性のあるものを選定
③全体共有（発表）

意見のまとめは次ページ以降

　・ 626の意見を集約して振り分け、共通キーワードを抽出
　　〔共通キーワード〕　「永く続く・残る浜田」
　・ 実現のために必要な「３つの基本方針」を整理
　　〔３つの基本方針〕　■地域の独自性（浜田らしさ）があるか
　　　　　　　　　　　■実現可能性・持続性があるか
　　　　　　　　　　　■自分や人が動くか（共感性があるか）

意
見
の
ま
と
め
、

分
析

〔開催結果〕 ※運営は㈱シマネプロモーションに委託
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

医 療
医療環境の整備

来てくれる医師が魅力を感じるまち
づくり ○ P46

海や山・温泉など浜田暮らしに魅力
を感じる医師の誘致 ○ P47-1

地域医療のしくみづくり 夜勤・医療従事者への配慮・感謝 　 　
かかりつけ医や在宅医療の推進 ◎ P48-4

健康づくり
健康に良い食生活の推進

母親の食育 ○ P50-1、P53-1
豊富な海山川の幸を生かして食文化
をＰＲ ○ P32-2、P50-1、

P51-3
オーガニック・有機の推進 ◎ P27-1
浜田の食についての勉強会実施 ○ P50-1、P51-3

健康づくりの推進 健康運動の推進者の育成 ○ P51-3、P74-1
健康を作る習慣の啓発や仕組みづくり ○ P51-3

子 ど も

妊産婦のサポートケア

職場の理解 　 　
助産師や保健師の訪問サポート ○ P53-1
先輩お母さんとの交流 ○ P53-1、P54-3
安心してお産できる病院 ○ P53-1

保育環境の整備

保育事業と高齢者福祉のドッキング 　 　
保育士不足の解消 ○ P53-2
発達段階に応じた見逃さない検診 ○ P53-1
保育士の充実 ○ P53-2

子育て世帯が住みたくなる
環境の整備

近所付き合いの活性化 ○ P54-3、P62-1
保育士の増員や夜間保育推進 ○ P53-2
アレルギーやアトピー対策と良好な
環境アピール ○ P54-3

短時間でも働ける場所づくり 　 　

高 齢 者 介護サービスの充実
住民によるふれあいサロン ○ P62-1
お金のかからない介護方法の検討 　 　
介護の必要な人の把握 ○ P62-3

障 が い 者

介護サービスの充実
住民によるふれあいサロン ○ P62-1
お金のかからない介護方法の検討 　 　
介護の必要な人の把握 ○ P62-3

障害者福祉の充実
障害についての理解促進 ◎ P60-3
心のケア ○ P51-4、P59-1
バリアフリーの促進 ◎ P60-3

地 域 福 祉 まちづくりと健康づくりを
掛け合わせた施策の開発

花のまちづくり ○ P81-2
趣味の場や交流の場づくり ○ P62-1

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

①　健康福祉
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

生 涯 学 習

使ってもらえる図書館づくり

公民館など多くの場所で返却可能 ○ P72-3
本だけでなく人材も貸し出す図書館 ○ P72-3
市民による企画がしやすい環境づくり ○ P72-3
利用時間再考 ○ P72-3

浜田らしい教育のあり方の
検討と実践

ふるさと教育 ◎ P70-1
市民性の教育 ○ P70-1、P71-2

食育の推進
給食や家庭への地元食材の利用 ◎ P27-1、P66-3
オーガニックの推進 ○ P27-1
地元産品を知る機会づくり ○ P27-1、P66-3

学 校 教 育

食育の推進
給食や家庭への地元食材の利用 ◎ P27-1、P66-3
オーガニックの推進 ○ P27-1
地元産品を知る機会づくり ○ P27-1、P66-3

浜田らしい教育のあり方の
検討と実践

親学のすすめ ◎ P68-1
キャリア教育推進 ◎ P33-3、P65-1
学力向上 ◎ P65-1

国際交流の推進
海外の人が交流しやすい情報発信や
場所整備 ○ P40-4
ホームステイ受け入れ 　

ス ポ ー ツ スポーツ振興

プロによる教室開催 ◎ P75-2
地域対抗の大会 ○ P74-1
社会体育と学校体育の住み分けと促進 ○ P75-3
生涯スポーツ導入 ○ P75-3

歴史・文化

日常的に文化歴史に触れる
環境づくり

語り部の育成 　
ふるさと郷土資料の保存活用 ○ P78-3
世界こども美術館でワークショップ
など有効活用 ◎ P77-1
地域の博士が出前講座 　

伝統文化を今に残る形で発展

石見神楽拠点施設の整備と民間での
運用 ◎ P38-1、P78-4、

P100-2
和紙文化の継承と新しいコラボ ○ P32-2、P77-2、

P143-1
伝統文化に触れる日作り ○ P77-2

文化活動の推進、浜田らし
い文化創造

和紙を利用した創作活動 ○ P77-1、P143-1
子供のときから文化体験 ○ P77-12
本物を見る、本物から学べる機会作り ◎ P77-1

国際交流の推進 神楽の海外公演 ○ P40-4

参加したくなる祭・文化活
動の推進

参加型祭の創造 ○ P77-1
文化系の活動作り ○ P77-1
公民館単位で地域の活動を開催 ○ P118-2
文化講演会の開催頻度の増加 ○ P77-1

子ども教育

子供が遊ぶ環境の整備

山や海をできるだけ自然に近い形で
遊び場化 　
ボランティア協力 ○ P68-2
校庭・園庭のリデザイン 　 　
自ら考えて遊ぶきっかけ作り ○ P68-1
子供の遊びについての理解の場作り ○ P68-1

海・里山を生かした学び場
作り

中高にふるさと部活をつくる 　
田舎ツーリズムとの協力 ○ P134-2、P140-2
地域の生活体験 ○ P68-2、P70-1

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

②　教育文化
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

景 観

市民による美化活動の推進

草刈り、掃除を町内で行う ○ P84-3
市民が行政に頼らず自ら行う ○ P84-3
ペットの正しい散歩の仕方啓発 ○ P84-4
市民と行政が共同で清掃を行う活動
（アダプトプログラム）の推進 ◎ P84-3

景観維持のための活動の推進

植樹、植林、植栽活動の推進 ◎ P29-4、P81-3
ゴミ箱を景観に馴染むデザインに 　 　
空き家を壊す ○ P81-2、P103-3
美しい風景を写真に残しストックす
る活動 　 　

倒木の処理や散歩道の整備を行う ○ P81-3

人づくり等
資源（山・海）の活用 定期的に町内で清掃 ○ P84-3

海岸の漂着物の資源化 ○ P87

環境学習の推進 農業漁業体験学習実施 ○ P83-1
エコツーリズムの推進 ○ P39-3、P83-1

温暖化対策

環境保全

鳥獣害被害対策 ◎ P28-2
合成洗剤をせっけんに切り替え ○ P83-1
不要な開発を行わない ○ P81-1
地球温暖化対策 ◎ P85

エネルギーの自給率アップ 資源エネルギーの活用などエネル
ギー対策の検討 ○ P86-1

エコなライフスタイル推進

公共交通の利用 ○ P86-2、P95-3
歩道、自転車道の整備による車を使
わない工夫 　 　

再利用の仕方の再検討 ○ P88-1
サマータイム導入 　 　
トレー、容器を少なくする売り方の
検討 ○ P88-1

循環型社会 ゴミの分別や資源化

ゴミの分別の見直し ○ P88-2
ゴミが出ないような仕組みづくり ○ P88-1
ペットプラの現金化やし尿の肥料化
などゴミの資源化 ○ P87

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

③　環境
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

農林水産業

時代に合わせた消費・暮ら
しの見直し

定期的に山と海で物々交換 　 　
地元企業の商品の消費 ○ P27-1、P32-2
地産地消 ◎ P27-1、P32-2
生産者と消費者の交流 ○ P27-1
不必要なものは買わないなどの暮ら
しへの意識啓発 ○ P86-2

特徴ある農林業の推進

産品のブランド化 ◎ P27-1
生産者が売れる作物をチェックでき
る仕組み ○ P27-1
規格にとらわれない販売方法の検討 ○ P27-1、P32-2
オーガニックの推進 ○ P27-1
農産物の物流の簡素化、集約化 　 　
高額商品の開発 ○ P27-1
農業再生のための専門家の雇用 ○ P33-3
農業の工業化 　 　

勝てる漁業の推進

水産高校卒業生のレベルアップと活
躍の場の用意 ○ P23-2
水産加工一次処理場の共同化 ◎ P24-3
セリの方法の見直し
（ふところ競り→競り上がり） 　 　
ふるさと納税商品の周知 ○ P24-4、P148-1
どんちっち３品以外のブランド化 ○ P24-4

食料自給率アップ

耕作地の貸し出し 　 　
家庭ミニ菜園の推進 　 　
地産地消推進 ◎ P27-1
無駄な買い物や残飯を出さない意識
啓発 ○ P86-2、P88-1

今の浜田を維持するための
施策展開

自然環境を守るために田畑を守り続
ける（戦略的保存方法の検討） ○ P28-2、P81-3

商 工 業

浜田の外食行動の魅力化

ゆうひパークの活用 　 　
地ビールなど地モノの開発販売 ○ P32-2
酒蔵など遊休地を活用したブルワ
リー、飲食店づくり ○ P32-2
作業着などでも入りやすいお店造り 　 　
移動手段を便利に
（車があるとお酒がのめない） ○ P94-1、P95-3
学生の居場所になる食堂 　 　

生き残る魅力ある商店街づ
くり

駅前再開発 ○ P32-2、P100-1
シャッターをデザイン 　 　
後継、継業支援 ◎ P33-4
商店街の集約 ○ P32-2

今の浜田を維持するための
施策展開 地元の商店街に人が集まる場を作る 　 　

地場産業を活かしたイベン
ト開催

全国干物祭り、赤天にあうビール大
会、のどぐろだけ大会などキーとな
る商品にフォーカスした祭り開催

○ P39-3

里の駅を設置 ○ P39-2
旬の魚を食べる会、店を展開 ○ P24-4、P32-2、

P38-1
【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

④　産業経済
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

観光・交流

浜田を活かした観光商品の
開発と充実

温泉街の再興 ◎ P39-2、P134-2、
P137-2

観光や広告の専門家の登用 ○ P33-3
萩や松江まで含んだ観光ルート開発 ○ P151-5
農林水産など産業をコンテンツとし
た観光ツアー開発 ○ P39-3

売れる神楽グッズの開発 ○ P38-1
産品（魚、果物、野菜）を使った干物
を増やす ○ P31-1、P32-2

大都市に浜田のアンテナショップを
つくる 　 　

滞在型観光の促進

温泉地に湯治場の機能を持たせた療
養ツーリズム 　 　

ロハス、オーガニックツーリズム ○ P39-23
第二の故郷体験 ○ P39-3
観光業従事者のスキルアップ ○ P39-2
サーフィンの活性化 ○ P39-3、P74-1

国際交流の推進

海外の人が交流しやすい情報発信や
場所整備 ○ P40-4

ホームステイ受け入れ ○ P40-4
神楽の海外公演 ○ P40-4

交流人口の拡大 浜田や暮らしの魅力を体験できる観
光づくり ○ P39-3

企業誘致等

地域における働き方自体の
見直し

介護職の資格取得支援 　 　
副業の推進 　 　
事業継承の支援 ◎ P33-4
フレックスや時短など多様な働き方
の推進 　 　

雇用を作れる（＝事業拡大できる）ス
キルを持った人材誘致 　 　

企業・店舗の誘致と地元企
業の拡大支援

遊休施設の情報集約と発信 ○ P32-2、P121-3
綺麗な空気や水をアピールしそれに
反応する企業店舗を集める 　 　

起業の促進と支援

設備の現物貸与 　 　
金融機関と行政の連携支援 ○ P33-4
起業したい人の集える場づくり ○ P33-4
低金利や補助事業の充実 ○ P33-4
商工会議所、商工会、県と連携 ○ P33-4
チャレンジショップなど挑戦できる
場づくり ○ P33-4

専門家によるコンサルティング ○ P33-3
【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

④　産業経済（続き）
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

公 共 交 通 交通行動の見直し
自転車専用道の整備や自転車の乗り
方指導 ○ P110-2
高齢者の移動手段確保 ◎ P95-23
市内平地への都市機能の再集積 ○ P99

都 市 基 盤

市民主体のインフラ管理
管理する場としない場の線引きを実施 ○ P99、P150-2
市道については集落で管理 　 　
市民参加の意識改革 ○ P150-2

バリアフリーの推進
どこに問題があるかを調査 　 　
山手居住者をフラットな市内へ転居 　 　
歩道の整備 ○ P92-4

社会や地域状況に見合った
都市計画

救急車がすれ違える道整備 ○ P91-2、P92-4
人口減を前提としたインフラ整備 ○ P150-2
立地不利な地域には商店が出向いて
販売などこれからの買い物行動や
サービスの再検討

　 　

土地の歴史や集積を勘案した都市機
能の選択と集中 ○ P99

景観を意識した都市整備

草刈り単価のアップや、山羊活用な
ど新しい施策の検討 　 　
景観維持活動の効率化 ○ P81-2
残す場と手を入れる場の線引きを
はっきり行う ○ P99、P150-2
公共施設の外観への配慮と管理
（公共トイレの整備など） ○ P80

生 活 基 盤 使いたくなる場づくり
（ハード・ソフト）

親水公園づくり 　 　
趣味を教えられる人材を把握 ○ P71-2
人があつまれる場づくり ○ P99
新しいハードより既存のハードの活
用を検討 ○ P99

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

防災・減災 災害対応力の向上

近隣の人を知る活動 ○ P62-3、P107-2、
P118-2

祭りのような楽しい防災訓練 ○ P108-3、P132-3
ハザードマップをわかりやすく ◎ P107-1
有事発生時の仮住居の確保 　 　

防 犯 治安維持力の向上
防犯灯設置の推進 ○ P110-1、P118-2
通学通園時の見守りボランティアや
パトロール強化 ○ P110-12
特殊詐欺防止のための活動 ○ P110-1

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

⑤　建設

⑥　防災防犯　
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資料７　元気な浜田づくり市民委員会開催結果報告書

区分 小テーマ 施策や取組 意見
反映 掲載ページ

コミュニティ

特色ある自治会活動の推進

市の職員が担当地域を持つ ◎ P135-3、P138-3、
P144-2

補助金ありきでなくプランに補助金
をつける ○ P118-2

市や公民館職員が一緒になって地域
課題やプランを話し合う場造り ○ P71-2、P117-1、

P118-2

サークル、クラブ、コミュ
ニティ活動の活性化

市民活動を支援する組織の設立 ○ P117-1、P118-3
どんな活動があるか知れる方法づくり ○ P117-1、P118-2
働いている人向けに夜間の活動を計画 　 　
活動の事務処理などサポートができ
る人を用意 ○ P117-1、P118-2

活動できる場の見える化 ○ P117-1、P118-2
働くママサポートなど男女共同参画
推進の活動 ○ P54-3、P128-1

既存の集い場の整理と活用
公民館など既存施設の活用方法提案
や周知によるメジャー化 ○ P71-2、P99、

P118-2
利用時間の長時間化 　 　

開かれたまち

未利用資源（廃校、空き家な
ど）の活用

未利用資源の図面、設備、立地、利
用条件を一覧に 　 　

地域で活用方法を検討 ○ P118-2、P121-3
他県からの移住者を誘致 ○ P120-1、P121-3

市民のまちづくりや政策決
定への参画

100人委員会始め、行政と市民がフ
ランクに話せる場づくり ○ P151-4

地元の人もコーディネーターや協力
隊として採用 ○ P120-1

多世代同居の推進
血縁者以外もあつまれるシェアハウ
スを運営する団体をつくる ○ P121-3、P124-3

血縁のみでなく共同生活者としての新
しい家族形態とその住まい方の模索 ○ P120-1

移住者が地域に溶け込むサ
ポート

移住者に田舎を理解してもらう場造り ○ P120-1
Ｉターン者と地元のコミュニケー
ションの機会づくり ○ P120-1

使えるスペースや資源、活動などを
移住者へ周知 ○ P120-1

１ヶ月移住体験など長期間の移住体
験による定着率向上 ○ P120-1

魅力的な浜田暮らしの提案
と発信

移住者がどこに魅力を感じているの
かを知る場をつくる ○ P120-1

Ｉターンしている人たちの暮らしを
ＰＲ ○ P120-2

定住支援のあり方の再検討
企業に支援し定住者が豊かになる仕
組みをつくる ○ P120-1

移住者が相談できる場づくり ○ P120-1

空き家・空き店舗の活用

空き家・空き店舗を減らすための税
的措置 　 　

空き家・空き店舗の把握と情報公開 ○ P121-3
空き家の家主がゆずりやすい仕組み ○ P121-3

【計画への意見反映】　　　「◎」…意見を反映している　　　「○」…意見の趣旨を反映している

※太枠内が元気な浜田づくり市民委員会で出された意見

⑦　地域振興
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）資料8

中・高校生の
地域や将来意識に関するアンケート

調査結果報告書（抜粋）

調 査 対 象 者
■浜田市内に立地する中学校３年生、
　高校３年生全員
■浜田市外の高校に通う高校３年生

回 答 者 数 919サンプル

実 査 時 期 2015年７月８日～７月17日

調 査 方 法 用紙記入によるアンケート調査

設 問 数 18問（うち自由回答２問）

調査実施機関 株式会社シネマプロモーション

１．愛着・地域貢献意識・住みたいまちについて
２．浜田への居住・勤務意向
３．地域活動への参加意向
４．将来の目標や進路について
５．基本属性・生活意識について

分 析 項 目
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

　浜田が好き、浜田を良くしたり元気にしたいといった愛着や地域貢献意識を持つ学生は約７割存在す
る。また、浜田を好きと回答した人は、浜田で働きたい・外に出てもいつか戻って働きたいという意向
が、好きではないと回答した人に比べて高いことから、地域のことを知り、愛着を持ってもらう教育を
することで将来的な居住意向を育てることができる可能性がある。
　浜田の嫌いなところとして、「遊べる場所が少ない」「不便」という声が全体的に多く上がっている。
　都会の商業集積や利便性を追うのではなく、田舎ならではの遊び方を啓発することに加え、都会では
できない遊び場を検討することで、ここでしかできない遊びの提要による地域の愛着育成につなげるこ
とができる可能性がある。

　浜田で働きたい・外に出てもいつか戻って働きたいと全体の約４割が回答している。１.の項目で、愛
着と将来的な居住意向には関連があることから、地域をもっと知る、愛着を育てるための機会提供は、
将来的な居住者増には有効であると言える。
　浜田で働きたくない人は働きたい人に比べ、遊べる場の少なさや不便さといった点に、より強い不満
点を持っている。都会と同じ利便性を追求した街づくりは現実的に難しいため、彼らが一度外に出ても
戻ってきたいと思えるだけの地域との関わりや愛着、地域貢献意識を育成する機会提供は、長期的視点
に立つと有効であると考えられる。また、居住したくない理由として、「魅力ある仕事がない・または知
らない」「若い人がいない」「働く場所がない」といった記述が多く見られた。
　地域で仕事を自ら作るというマインド作りや、地域にどんな人がいるか・どんな仕事があるかを知っ
てもらう場作りは、居住意向を育てるためには有効である可能性が高い。

　参加しても良いと思う地域活動は、「クラブ活動やサークル活動」「スポーツやレクリエーション」「子供
の集まるイベントなどのボランティア活動」といったものが上位に上がっている。一方で、「高齢者や障
がい者に対するボランティア」「防災」「清掃・リサイクル」「伝統文化の保存」といった、社会や地域課題
を解決するための活動への参加意向はさほど高くない。このことから、自らが当事者として楽しみなが
ら参加できる地域活動には参加したいが、いわゆる地域貢献を主題とした活動へは積極的に参加したく
ないという意向が読み取れる。
　地域課題を解決することを主題とした活動ではなく、自らが楽しみながら参加でき、それが地域課題
の解決につながるような、地域活動の内容を検討する必要がある。

まとめ

１．愛着・地域貢献意識・住みたいまちについて

２．浜田への居住・勤務意向

３．地域活動への参加意向
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

　高校生の約５割、中学生の約3.5割が、やりたいことを具体的に持っていると回答している。やりた
いことがある人のほうが、浜田への愛着や貢献意識を強く持っている傾向にあるため、将来のやりたい
ことを考えることは、地域への愛着を高めるためにも有効であると考えられる。
　キャリア教育と、地域を知る教育を統合させて考えることも大切になってくる。
　また、将来の選択にあたって気がかりなことは、「特にない」が最も多く、「自分にあっているものがわ
からない」「社会に出て行く能力があるか自信がない」という項目が続く。
　多様な職業の人の話を聞くといった選択肢の幅を見せることも大切だが、やりたいことを見つける方
法や、夢を実現するために大切な力といった内容もレクチャーするような機会が望まれる。

※調査結果（P180-182）参照

●70％の人が浜田を好き（「好き」「どちらかというと好き」）
ついでどちらでもないが23％存在し、好きではない、あまり好きではないは６％にとどまった。

●73％が浜田を良くしたり元気にしたい
「そう思う」36％、「どちらかというとそう思う」37％と、７割超の学生が地元貢献意識を持ってい
る。「あまりそうは思わない」「そうは思わない」と回答した人は６％にとどまっている。

４．将来の目標や進路について

５．基本属性・生活意識について

１．愛着・地域貢献意識・住みたいまちについて

あなたは浜田市が好きですか。	 【回答919人】Ｑ１

38%
（349人）

32%
（292人）

23%
（209人）

2%（23人）
3%（30人）

2%（16人）

■好き
■どちらかというと好き
■どちらでもない
■あまり好きではない
■好きではない
■無記入
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●浜田の好きなところは「自然環境」「人間関係」「生まれ育った場所」
●浜田の嫌いなところは「遊べる場所が少ない」「不便」
生まれ育ったならではの縁と、豊かな自然環境魅了を感じている一方、田舎の逆の要素である遊
ぶ場所や利便性が、嫌いなところの上位に上がっている。

浜田市の好きなところはどこですか。	 【回答3,235件（複数回答あり）】Ｑ２

あなたは浜田市を良くしたり、元気にしたいと思いますか。	 【回答919人】Ｑ５
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●浜田を好きと答えた人の84％が「浜田を良くしたり元気にしたい」。
逆に浜田を好きでない人のそれは30％にとどまっていることから、将来的な地域貢献意識を育て
るためには浜田のことをもっと知り、好きになってもらうための教育が必要。

●浜田を好きと回答した人の53％がゆくゆくは浜田で働きたい。
地域への愛着と、地域への将来的な居住意向には関連がある。浜田に帰ってきてもらうためにも、
浜田を好きな子供たちをどのように育てるかを検討する必要がある。

浜田市の嫌いなところはどこですか。	 【回答1,571件（複数回答あり）】Ｑ３

●42％が浜田で働きたい、あるいはいつか帰って働きたい。
「どちらでもない」と回答した人が26％存在している。「あまりそうは思わない」「そうは思わない」
は31％であった。

２．浜田への居住・勤務意向

あなたは浜田市で働きたい、または外に出てもいつか戻って浜田市で働きたいと思いますか。
	 【回答919人】

Ｑ６

638

417

142
93

52 42 38 32 32 27 22 12 24

楽
し
く
遊
べ
る

場
所
が
少
な
い

通
学
、
通
勤
、
買
い
物
な
ど

生
活
が
不
便
で
あ
る

わ
か
ら
な
い

通
っ
て
い
る
学
校
が

魅
力
的
で
は
な
い

地
域
の
集
ま
り
や

行
事
が
少
な
い

文
化
や
芸
術
に

ふ
れ
る
機
会
が
少
な
い

治
安
が
よ
く
な
く

安
心
し
て
暮
ら
せ
な
い

歴
史
や
伝
統
が

あ
ま
り
な
い

そ
の
他

地
域
の
人
と
の

つ
き
あ
い
が
あ
ま
り
な
い

友
だ
ち
な
ど
人
間
関
係
が

あ
ま
り
な
い

自
然
環
境
が

豊
か
で
は
な
い

無
記
入

0

100

200

300

400

500

600

700
（件）

22%
（200人）

20%
（188人）

26%
（238人）

13%
（124人）

18%
（164人）

1%（5人）

■そう思う
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●「クラブ活動やサークル活動」「スポーツやレクリエーション活動」という、自分が参加でき楽しめ
る活動の人気が高い。
「伝統文化の保存活動」や「防災安全活動」といった浜田を守る活動の人気が低いことから、こう
いった活動のなかにも参加性やエンタテイメント性を組み込むなどの工夫が必要。

３．地域活動への参加意向

あなたは、地域の活動で参加してもよいと思うものがありますか。
	 【回答1,770件（複数回答あり）】

Ｑ８

●将来やりたいことが「具体的にある」が43％、「ぼんやりとある」が32％。
加えて、「今探している」が20％と続いている。中学３年生、高校３年生という進路を決めるタイ
ミングにいる学生が調査対象であることから比較的高い数値が出たと予想される。

４．将来の目標や進路について

あなたは将来の夢や目標、やりたいことがありますか。	 【回答919人】Ｑ９
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■考えたことがない
■ない
■無記入
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●多くが「好きなことや関心のある仕事」「自分に合う仕事」に就きたい。
好きなこと、関心のある仕事の探し方や、そのためにはどのような適性が必要かといった項目を
補えるキャリア教育が求められる。

●将来の選択に対して気がかりなことは「特にない」に次いで「能力があるか」「自分に合っているも
のがわからない」が続く。
また「やりたいことへの情報が不足している」「やりたいことが見つからない、わからない」といっ
た項目がさらに続く。

あなたは将来、どのような働き方をしたいですか。	 【回答2,541件（複数回答あり）】Ｑ11

あなたは将来の選択に対して気がかりなことはありますか。	 【回答1,568件（複数回答あり）】Ｑ12
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●性　別　男性49％、女性50％
●学　校　市内の中学46％（n=427）、市内の高校34％（n=310）、市外の高校17％（n=159）
●地区別　浜田69％、金城９％、旭４％、弥栄３％、三隅９％、浜田市外５％

５．基本属性・生活意識について

あなたの性別を教えてください。	 【回答919人】Ｑ14

あなたが現在通われている学校について教えてください。	 【回答919人】Ｑ17
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

お住まいの地区はどちらですか。		  【回答919人】Ｑ18

●76％が結婚願望あり。中学生は約７割、高校生は８割強が結婚したい気持ちがあるかという問い
に対して「ある」「なんとなくある」と回答。
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングが中高生1,200名を対象とした「子育て支援策等に関す
る調査2014報告書（中高生の意識調査）概要」によると、「ぜひ結婚したい」、もしくは「できるだけ
結婚したい」と考える層は、６～７割程度とあることから、全国の平均値より少し高い値である
と言える。

あなたは将来結婚したい気持ちがありますか。	 【回答919人】Ｑ13
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）

●中学生の卒業後の進路は進学93％、就職２％、決まっていない４％、
　市内の高校生は進学73％、就職25％、決まっていない２％、
　市外の高校生は進学59％、就職37％、決まっていない３％。

現時点で学校卒業後の進路の予定を教えてください。	 【回答919人】Ｑ15

●中学生の希望の進学・就職エリアは「浜田市内」59％、「島根県内」25％、「中国地方」3％。
　市内高校生の希望の進学・就職エリアは「浜田市内」16％、「島根県内」11％、「中国地方」32％。
　市外高校生の希望の進学・就職エリアは「浜田市内」13％、「島根県内」14％、「中国地方」30％。

第１希望の進学先、就職先の所在地はどちらですか。	 【回答877人】Ｑ16
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）
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資料８　中・高校生の地域や将来意識に関するアンケート調査結果報告書（抜粋）
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資料９　地区まちづくり推進委員会の設立状況

自治区 公民館区 団体名 構成町内 
※1

世帯数 
※2 設立年月 地区まちづくり 

計画の策定

浜田

浜 田 － － － － －

石 見

1 浜田市長沢町まちづくり推進委
員会 18 1,803 平成23年  5月 （策定中）

2 佐野・宇津井地区まちづくり推
進委員会 8 173 平成25年  5月 －

3 みはし地域まちづくりネット
ワーク 33 2,495 平成25年  8月 －

長 浜 4 長浜地区まちづくり推進委員会 28 2,563 平成23年  4月 －
周 布 5 日脚町まちづくり推進委員会 11 820 平成24年  6月 －
大 麻 6 大麻地区まちづくり推進委員会 3 132 平成21年  9月 －
美 川 7 美川地区まちづくりネットワーク 27 899 平成22年  4月 平成24年12月

国 府

8 上府町まちづくり推進委員会 7 531 平成24年  4月 平成25年  3月
9 下府町まちづくり推進委員会 9 690 平成25年  4月 －
10 宇野町・下有福町・大金町連合

自治会長会 8 309 平成26年  9月 －

小計　7区 10団体 152 10,415

金城

久 佐 11 久佐地区まちづくり振興会 8 150 平成23年11月 平成25年  3月
今 福 12 今福地区まちづくり推進委員会 9 228 平成23年  7月 平成25年  4月
美 又 13 美又湯気の里づくり委員会 8 151 平成23年  6月 平成24年12月
雲 城 14 雲城まちづくり委員会 23 1,089 平成23年  6月 平成24年  3月
波 佐

15 縁の里づくり委員会 22 324 平成20年  9月 平成22年  2月
小 国

小計　6区 5団体 70 1,942

旭

今 市 16 今市地区まちづくり推進委員会 24 750 平成21年  7月 平成21年  3月
木 田 17 木田地区まちづくり推進委員会 10 131 平成22年  8月 平成22年  3月
和 田 18 和田地区まちづくり推進委員会 11 266 平成22年  4月 平成22年  3月
都 川 19 都川地区まちづくり推進委員会 6 145 平成23年  5月 平成23年  3月
市 木 20 市木地区まちづくり推進委員会 9 150 平成23年  3月 平成23年  3月

小計　5区 5団体 60 1,442

弥栄
安 城 21 安城地区まちづくり推進委員会 17 401 平成22年12月 平成24年  3月
杵 束 22 杵束地区まちづくり推進委員会 12 314 平成22年12月 平成24年  3月

小計　2区 2団体 29 715

三隅

岡 見 23 岡見地区まちづくり推進委員会 21 605 平成21年  3月 （策定中）
三 保 24 三保地区まちづくり推進委員会 14 779 平成22年  2月 平成27年  3月
白 砂 25 白砂まちづくり委員会 4 122 平成22年  4月 平成23年  4月
三 隅 26 三隅地区まちづくり推進協議会 21 893 平成22年  3月 平成25年  3月
黒 沢 27 黒沢まちづくり委員会 11 146 平成21年  2月 平成25年  2月
井 野 28 まちづくり推進委員会ＩＮＯ 18 388 平成21年  4月 平成24年  3月

小計　6区 6団体 89 2,933
合　計 26区 28団体 400 17,447 策定済 19団体
※1 「構成町内」は、まちづくり総合交付金の算定基準によるため、町内会等の住民自治組織の町内数とは異なる場合があります。
※2 「世帯数」は、まちづくり総合交付金の算定基準日（平成27年2月1日）における世帯数に、地区まちづくり推進委員会で活動する企業・団体等を

含んでいるため、町内会等の住民自治組織の世帯数とは異なる場合があります。

地区まちづくり推進委員会の設立状況資料9
平成27年12月末現在
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資料10　用語の解説

【ア行】
ＩＣＴ　　　 コンピュータやネットワーク等の、情報や通信に関する技術の総称。

ＩＴにコミュニケーション（Communication）の要素を明示した呼び名。 P8

ＩＴ　　　 コンピュータ（情報）やインターネット（通信）に関連する技術の総称。 P41
アウトソーシング 組織内部で行っていた業務を外部の専門業者などに委託すること。 P146

空き家バンク制度　 所有者等が使用予定のない空き家を｢空き家バンク｣に登録し、利用希望
者等に情報提供を行うことで空き家の有効活用を図る制度。 P121

アダプトプログラム 道路や河川、公園など公共空間に対して、市民や事業者及び行政が協働
で美化活動を行うしくみのこと。 P84

域外マネー 区域・領域の外、外国に存在するお金のこと。 P31

イノベーション 「革新」・「刷新」・「一新」の意味。新しい市場や資源の開拓、新機軸の導
入など、新しく取り入れて実施したり、手を加えて改変すること。 P31

医療従事者　　
医師、薬剤師、看護師、助産師、臨床検査技師、診療放射線技師、理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士等、医療機関や福祉施設等に従事する
様々な国家資格等を持つ専門職。

P46

インターンシップ 学生が一定期間企業などの中で研修生として働き、自分の将来に関連す
る就業体験を行うこと。 P33

インバウンド 外国人の訪日旅行。 P40
インフラ 港湾・道路・通信・公共施設など、産業や生活の基盤となる施設のこと。 P34
ウェブサイト ウェブページが集まった意味のあるまとまりのこと。 P146
エコライフ 地球に負担の少ない生活スタイルのこと。 P86

ＳＮＳ　
ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称。インターネット上の
交流を通して社会的ネットワーク（ソーシャル・ネットワーク）を構築す
るサービスのこと。

P47

ＮＰＯ　　 非営利組織。政府や民間企業とは独立した存在として、市民・民間の支
援のもとで社会的な公的活動を行う組織・団体。 P12

ＦＴＴＨ（光ファイバー網） 光ファイバーによるデータ通信サービスのこと。 P42

ＡＥＤ　 電気ショックが必要な心臓の状態を自動で判断し、心臓に電気ショック
を与えることができる機器。自動体外式除細動器。 P97

【カ行】

合併算定替による特別加算
措置

市町村合併の特例措置として、合併後10年間は地方交付税（普通交付
税）が合併前の市町村が存続したものとして算定した合算額が保障され
る制度。合併後11年目以降の５年間で、段階的に縮減され、合併後16
年目以降は１市町村として算定した普通交付税額となる。

P145

キャリア教育
職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身につけると共に、自己
の個性を理解し、主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育のこ
と。

P33

クラウドサービス インターネット上でデータ等を保存するサービスのこと。 P97

ケーブルテレビ　　
アンテナを用いずに映像を同軸ケーブル、光ファイバー・ケーブルを用
いて伝送する有線テレビ。双方向通信が可能。回線は、電話、インター
ネットにも用いられる。

P110

健康寿命 65歳に達した方が健康で自立した生活が送れる期間（65歳＋平均自立
期間）をいう。 P49

高規格救急自動車　　 救急救命士が高度な救命処置を行えるように、広いスペースと救命資機
材を積載した救急車。 P113

交流人口　　 観光者等の一時的・短期的な滞在人口。 P37

用語の解説資料10
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五地想ものがたり　　
本市の５自治区の食文化への想いを込め、「ご馳走」と掛け合わせた造語。
山海の豊富な食資源を見つめ直すとともに、地産地消へのこだわりとお
もてなしの心を持って本市の食の魅力をＰＲする取組。

P38

コミュニティ　　 人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、その人々の集
団。地域社会。共同体。 P61

コンベンション 会議やイベントなどの、人、情報、知識、物などの交流の場、集りのこ
と。 P39

【サ行】

再生可能エネルギー
エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの。
（太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存
する熱、バイオマスが規定されている。）

P86

シェアハウス リビングや台所、浴室などを共有し、各住人の個室をプライベート空間
とする共同生活スタイルのこと。 P121

ＪＦＡ夢の教室　
財団法人日本サッカー協会主催のＪリーグやなでしこリーグの現役選
手、ＯＢ・ＯＧ等の関係者、その他種目の現役選手やＯＢ・ＯＧを「夢
先生」として小学校に派遣し、「夢の教室」と呼ばれる授業を行う事業。

P75

シングルペアレント 一人で子育てしている父親または母親のこと。 P120
スマートフォン パソコンに近い性質を持った多機能性携帯電話。 P98

スラグ 金属の製錬に際して、溶融した金属から分離して浮かぶかす。道路の路
盤材やコンクリート骨材として広く用いられる。 P88

セキュリティ 人、地域、住居社会、地域社会、国家、組織、資産などを対象とした、
害からの保護。 P98

総合型地域スポーツクラブ
1995年から文部科学省が実施するスポーツ振興施策の一つで、幅広い
世代の人々が各自の興味や関心、競技レベルに合わせて、様々なスポー
ツに触れる機会を提供する地域密着型のスポーツクラブ。

P135

ゾーン 地域、区域、範囲。 P14

【タ行】

地域包括ケアシステム
高齢者が住み慣れた地域で、安心して尊厳のあるその人らしい生活を継
続することができるよう、医療、介護、福祉の各サービスを包括的、継
続的に提供する支援体制。

P55

地産地消 地元で生産されたものを地元で消費すること。 P27
中間育成 天然種苗や人工種苗を放流できる大きさまで育てること。 P25
ツーリズム 自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型余暇活動。 P37

ＴＥＵ コンテナ貨物量を表す単位で、１ＴＥＵは20フィートコンテナ１本に
相当し、40フィートコンテナ１本は２ＴＥＵに相当する。 P36

ドクターヘリ 救急医療用の医療機器を装備したヘリコプターのこと。 P113
トップアスリート その競技で最高水準の実力を認められている運動選手。 P75

トライアル雇用
公共職業安定所（ハローワーク）の紹介により、特定の求職者を短期間の
試用期間を設けて雇用し、企業側と求職者側が相互に適性を判断した
後、両者が合意すれば本採用が決まるという制度。

P31

【ナ行】
ネットワーク 網の目のような組織。通信網、道路網、情報網。 P12

年齢調整死亡率 年齢構成が異なる地域間の比較を行う目的で年齢人口を調整した死亡
率。 P51

【ハ行】
バイオマス 生物資源の量を表す言葉で、再生可能な生物由来の有機性資源（化石燃

料は除く）のこと。 P26
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パブリックコメント
市の基本的な計画等の策定等に当たって、その案を公表して市民の意見
を募集し、その提出された意見を考慮して意思決定を行うとともに、意
見の概要とこれに対する市の考え方を公表する一連の仕組み。

P146

バリアフリー 社会的弱者が社会生活を送る上で支障となる物理的・精神的な障壁を取
り除くこと。 P60

ＢＣＰ（事業継続計画）
緊急事態（自然災害や大火災、テロ等）に陥った場合に、そこで被る損害
を最小限におさえつつ、公共サービスを継続したり、早急に復旧したり
するために、日頃行う活動や、緊急時の行動をまとめたプランのこと。

P98

ＰＤＣＡサイクル
事業などの管理において、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）
→Action（改善）の４段階を繰り返すことにより、継続的に改善してい
くための手法。

P146

ブランド 銘柄。商標。 P24

ブルーツーリズム 島や沿海部の漁村に滞在し、魅力的で充実したマリンライフの体験を通
じて、心と体をリフレッシュさせる余暇活動のこと。 P39

ふるさと郷育
浜田市の教育資源（ひと・もの・こと）を活かした教育活動を推進するた
め、浜田市の理念として、ふるさと教育の「教」の字を「郷里」の「郷」の字
に置き換えた「郷育」という言葉を用いて、「ふるさと郷育（きょういく）」
という。

P69

ポートセールス 貿易貨物の集積、寄港船舶の誘致を目的とした港湾の振興策。 P36

【マ行】
マッチング 結び付けること。 P43
ミスマッチ 一致しないこと。 P41

メタボリックシンドローム 内臓脂肪型肥満によって、様々な病気が引き起こされやすくなった状態
のこと。 P49

メディア 情報媒体。 P68
モータリゼーション 自動車の大衆化。 P99

【ヤ行】
Ｕ・Ｉターン 都市に居住する人が、故郷（Ｕターン）や自分の出身地以外の地方（Ｉ

ターン）へ住居を移すこと。 P23

ユネスコ無形文化遺産
2003年第32回ユネスコ総会で採択された「無形文化遺産保護条約」に基
づき、慣習、描写、表現、知識及び技術並びにそれらに関連する器具、
物品、加工品及び文化的空間で、社会、集団及び場合によっては個人が
自己の文化遺産の一部として認めるもの。

P32

予約型乗合タクシー 玄関先から目的地までドア･トゥ･ドアで移動できる低料金の乗合タク
シー。デマンドタクシー。 P94

【ラ行】
ライフスタイル 生活様式や営み方、また、人生観、価値観・習慣などを含めた個人の生

き方。 P8

ライフステージ 人の一生を少年期、青年期、壮年期、老齢期等と分けた、それぞれの段
階。 P49

リシップ事業 古くなった漁船を大規模修繕し、鮮度保持能力等の機能の向上や漁船の
長寿命化を図る事業。 P23

レファレンスサービス 図書館で、資料・情報を求める利用者に対して提供される文献の紹介・
提供等の援助のこと。 P72

６次産業化
地域で生産（１次産業）された農林水産物等を素材に、商品加工（２次産
業）し、より付加価値をつけて流通・販売（３次産業）すること。（１次×
２次×３次＝６次）

P27
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憲章、宣言、浜田市民歌資料11

浜田市市民憲章
（平成18年10月１日制定）

　わたくしたちは　青い海と緑の大地に恵まれた
美しい自然と温かい人情を誇る浜田市民です
　明るく豊かなまちをつくるために
この憲章を定め　力をあわせて進みます

一　きまりを守り　よい習慣を育て　きれいな住みよいまちをつくります
一　心身の健康に心がけ　明るい家庭を築き　ゆとりのあるまちをつくります
一　働く喜びと誇りをもち　活力のあるまちをつくります
一　郷土を愛し　教養を高め　文化のかおるまちをつくります
一　高齢者をうやまい　こどもをはぐくみ　みんなが助け合うまちをつくります
一　命の大切さを深く考え　お互いを尊重するまちをつくります

浜田市高齢者憲章
（平成20年３月21日制定）

　わたくしたちは、浜田市民であることを誇りとし、美しい自然に恵まれたこのまちで、自
立の心をもち、主体的な役割を担い、いきいきと暮らしていくことをめざして、この憲章を
定めます。

一　生涯を通じて、心身の健康づくりにつとめます。
一　みずからの知識と経験を活かし、すすんで社会活動に参加します。
一　ふるさとの伝統文化を守り伝えるまちづくりをすすめます。
一　互いに支えあい、人情あふれる地域づくりをすすめます。
一　生きがいをもち、心豊かな人生をはぐくみます。

浜田市核兵器廃絶平和都市宣言
（平成18年６月21日制定）

　世界の恒久平和は、人類共通の願いである。
　しかるに、世界各地において地域紛争や武力抗争は後を絶たず、また、核の脅威は依然と
して継続しており、全人類のひとしく憂えるところである。
　わが国は、世界で最初の核被爆国として、この悲惨な体験を風化させることなく、再びあ
の広島、長崎の惨禍を繰り返させてはならない。
　浜田市は、日本国憲法の平和理念に基づき、核兵器の全面廃絶を求め、恒久平和を全世界
に向かって訴えるものである。
　よって、ここに核兵器廃絶平和都市を宣言する。
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浜田市スポーツ都市宣言
（平成18年10月１日制定）

　私たちは、生涯にわたってスポーツに親しみ、明るく豊かな浜田市を築くためスポーツ都
市を宣言します。
一　私たちは、家庭、職場、地域にスポーツをとり入れ、健康な心とからだをつくります。
一　私たちは、スポーツを楽しみ、友情と交流の輪をひろげます。
一　私たちは、スポーツを通して活力ある住みよいまちをつくります。

浜田市人権尊重都市宣言
（平成20年６月25日制定）

　すべての人は、生まれながらにして、人としての尊厳が守られ大切にされ、人間らしく幸
せに生きる権利を有しています。
　しかしながら、私たちのまわりには、今なお同和問題をはじめとするさまざまな人権侵害、
不当な差別や偏見が存在し、また社会情勢や価値観の変化による新たな人権問題も生じてい
ます。
　私たち一人ひとりは、日本国憲法や世界人権宣言の理念の下、たゆまぬ努力を重ねて、差
別や偏見をなくし、すべての人が個人として尊重され、それぞれの能力に応じた可能性を十
分発揮できる社会の実現をめざします。
　ここに、私たち浜田市民は、人権問題について共に考え、理解し、お互いが人権を尊重す
る心豊かな住みよいまちを築くため、人権尊重の都市「浜田市」を宣言します。

浜田市いのちと安全安心の日
（平成22年９月22日制定）

　平成21年に、島根県立大学生が理不尽に命を絶たれるという悲惨な事件が発生しました。
　私たち浜田市民は、浜田市で学び、世界に羽ばたこうとしていた若者の命が奪われたとい
う事実を重く受け止めています。
　この記憶を風化させることなく、命を尊び、だれもが安全で安心して、幸せに暮らすこと
のできるまちづくりを推進するため、ここに、「いのちと安全安心の日」を制定します。
　私たちは、命の大切さとその重さを認識し、犯罪を起こさせないよう防犯意識を高めると
ともに、地域に根付いた防犯対策を推進していく必要があります。
　よって、市民一人ひとりが命の尊さと安全安心について考えるため、毎年10月26日を「い
のちと安全安心の日」として定めます。

浜田市市民防災の日
（平成18年６月21日制定）

　浜田市の市民防災の日を次のように制定する。
１　昭和58年７月の豪雨は、本市に未曾有の被害をもたらした。私たちは、この災害による
尊い犠牲を追想するとともに、未来永劫にわたってその記憶を忘れてはならない。

　　この経験から得た教訓を活かし、市及び市内の防災関係諸機関をはじめ、市民一人ひと
りが暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等について防災意識を高め、災害への備
えを充実強化していくことが求められている。

　　よって、安全で明るいまちづくりを推進するため、ここに「市民防災の日」を定める。
２　市民防災の日は、毎年７月23日とする。
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浜田市民歌
（平成18年10月１日制定）
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市の花「つつじ」
市内に広く植えられており、春の開花期に一斉に咲きそろう様
子は、春爛漫の浜田の景色を印象づけるものとなっています。
種類も多く、栽培、普及が容易であることからも多くの市民に
親しまれています。

市の木「さくら」
市内各所で多数植栽されているとともに、山々には野生種も点
在し、花の時期にはそれぞれに風情のある姿で多くの市民の目
を楽しませています。三隅町内数ヶ所に、町内外の多くの人々
に愛される「一本桜」の大樹が存在していることも特徴的です。

市の魚「のどぐろ」
古くから地域で親しまれているとともに、近年は「どんちっち
三魚」の一つとしてブランド化され、浜田を代表する魚として
全国的な知名度も上がっています。市民にとっても、「味のよさ」
と「高級感」から人気の高い魚です。

市の花・木・魚 （平成 21年 10月 1日制定）

浜田市

基本構想　　　平成２８年度～平成３７年度
前期基本計画　平成２８年度～平成３３年度

第２次
浜田市
総合振興計画

住みたい 住んでよかった
魅力いっぱい 元気な浜田
～ 豊かな自然、温かい人情、人の絆を大切にするまち ～


